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５農振第 3061 号 

令和６年３月 29 日 

各地方農政局長 殿 

国土交通省北海道開発局長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 殿 

北海道知事 殿 

農林水産事務次官 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準について 

土地改良事業の実施に当たり、農業用道路の整備に係る計画を作成

する際に遵守すべき基本的事項について、別添のとおり土地改良事業

計画設計基準 計画「農道」基準が定められたので、土地改良事業の実

施に当たっては遺漏のないようにされたい。 

これに伴い、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」の制定につ

いて（平成 13 年８月 29 日付け 13 農振第 897 号農林水産事務次官依命

通知）は廃止する。 

以上、命により通知する。 
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各地方農政局長 殿 

国土交通省北海道開発局長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 殿 

北海道知事 殿 

農村振興局長 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準の運用について 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準（令和６年３月 29 日

付け５農振第 3061 号農林水産事務次官依命通知）が制定されたことに

伴い、土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準の運用について別

添のとおり定めたので、土地改良事業の実施に当たっては遺漏のない

ようにされたい。 

これに伴い、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」の運用につ

いて（平成 13 年８月 29 日付け 13 農振第 898 号農村振興局長通知）は

廃止する。  

写 





５農振第 3072 号 

令和６年３月 29 日 

各地方農政局農村振興部長 殿 

国土交通省北海道開発局農業水産部長 殿 

内閣府沖縄総合事務局農林水産部長 殿 

北海道農政部長 殿 

農村振興局整備部設計課長 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準及び運用の解説について 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準（令和６年３月 29 日

付け５農振第 3061 号農林水産事務次官依命通知）及び土地改良事業計

画設計基準 計画「農道」基準の運用（令和６年３月 29 日付け５農振

第 3071 号農村振興局長通知）が制定されたことに伴い、土地改良事業

計画設計基準 計画「農道」基準及び運用の解説について、別添のとお

り作成したので、土地改良事業の実施に当たって参考とされたい。 

これに伴い、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」の基準及び

運用の解説について（平成 13 年８月 29 日付け 13 農振第 899 号農村振

興局計画部資源課長通知）及び土地改良事業計画設計基準・計画「農

道」の基準及び運用の解説、技術書の一部改定について（平成 19 年３

月 30 日付け 18 農振第 2156 号農村振興局企画部資源課長通知）は廃止

する。  
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令和６年３月 29 日 

各地方農政局農村振興部長 殿 

国土交通省北海道開発局農業水産部長 殿 

内閣府沖縄総合事務局農林水産部長 殿 

北海道農政部長 殿 

農村振興局整備部設計課長 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」技術書について 

土地改良事業計画設計基準 計画「農道」基準（令和６年３月 29 日

付け５農振第 3061 号農林水産事務次官依命通知）及び土地改良事業計

画設計基準 計画「農道」基準の運用令和６年３月 29 日付け５農振第

3071 号農村振興局長通知）が制定されたことに伴い、土地改良事業計

画設計基準 計画「農道」技術書について、別添のとおり作成したので、

土地改良事業の実施に当たって参考とされたい。 

これに伴い、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」の技術書に

ついて（平成 13 年８月 29 日付け 13 農振第 900 号農村振興局計画部資

源課長通知）及び土地改良事業計画設計基準・計画「農道」基準及び

運用の解説、技術書の一部改定について（平成 19 年３月 30 日付け 18

農振第 2156 号農村振興局企画部資源課長通知）は廃止する。  

写 
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制 定 の 趣 旨 

１ 制定の趣旨 

 農道整備に係る計画基準は、昭和56年に『土地改良事業計画設計基準 計画「農道」』の制定に

始まり、平成13年に全面改定した（その後、平成17年、平成19年に一部改定）。 

 前回の改定から20年以上が経過し、近年の農業経営体への農地集積による地域住民の構成変化、

経営規模拡大等の営農形態の変化に伴う交通車両の大型化、生産性向上や維持管理の省力化を図

るスマート農業の導入等により、農道に対する安全性や走行性が更に求められている。併せて、

ライフサイクルコストの低減を図る機能保全を考慮した維持管理が重要となっている。

このため、これらの状況変化に対応するよう、農業農村の情勢変化、スマート農業等新技術や

機能保全への配慮等に関する記述について検討を行い、今般、本基準を改めて制定するものであ

る。 

２ 制定の経緯 

本基準の制定に当たっては、令和５年11月14日に食料・農業・農村政策審議会第３回農業農村

振興整備部会に諮問し、同審議会農業農村振興整備部会技術小委員会に付託された。同技術小委

員会で２回の審議（令和５年11月30日、令和６年２月２日）を経て、令和６年３月７日に基準（案）

が適当である旨を食料・農業・農村政策審議会に報告され、同日付けで食料・農業・農村政策審

議会から答申がなされた。 

 なお、本基準の制定に当たっては、農道に関する専門的な知識を有する学識経験者等を構成員

とする「土地改良事業計画設計基準「農道」改定委員会」を設置し、基準（案）の検討を行った。

また、検討に当たっては、農村振興局関係課、地方農政局等、国営事業所、土地改良技術事務所、

土地改良調査管理事務所、都道府県の土地改良事業関係者等に基準（案）の査読を依頼し、さら

に、パブリックコメントにより広く国民から意見・情報の募集を行った。 

 土地改良事業計画設計基準「農道」改定委員会の構成員は、次のとおりである（所属は令和６

年３月時点）。 

委員長   竹内  康  東京農業大学 地域環境科学部 地域創成科学科 教授 

委 員  緒方 英彦 鳥取大学大学院 連合農学研究科 教授 

委 員 小梁川 雅 東京農業大学 地域環境科学部 生産環境工学科 教授 

委 員  坂本 康文 鹿島道路株式会社 技術研究所 副所長 

委 員  鈴木 哲也 新潟大学 教育研究院 自然科学系 農学系列 教授 

委 員  森  充広   国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

  農村工学研究部門 施設工学研究領域 領域長 
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３ 計画基準について 

計画基準は、計画基準が本来有すべき規範性と、技術に求められる即時性、柔軟性、選択性等

を確保するため、①基準本文（事務次官依命通知）、②基準の運用（農村振興局長通知）、③基準

及び運用の解説、④技術書の四つで構成されている。 

これらのうち、地域の特性、個別の現場条件等にかかわらず、全ての計画において遵守すべき

事項として、 

①基準本文には基本・規範的な事項

②基準の運用には基準本文の具体的な事項

をそれぞれ規定する。 

また、①基準本文、②基準の運用に規定した事項について、根拠、背景等を明確にし、それら

の適切な運用及び技術の向上を図る観点から、③基準及び運用の解説を整備する。 

さらに、①基準本文、②基準の運用で一律に定めない事項、地域の特性、現場の条件等によっ

て選択性のある事項、一般的な技術解説、標準的な計画事例、その他参考となる事項等について

は、④技術書として整備する。 

① 基準本文（事務次官依命通知）

基

準

書

全ての計画で 

守るべき事項 

基本･規範的な事項 

② 基準の運用（農村振興局長通知）

具体的な事項 

③ 基準及び運用の解説

上記以外の 

事項 

①、②の事項の解説

④ 技術書

一般的な技術解説、標準的な計画事

例、その他参考となる事項等
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基  準  書  目  次 

基  準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

第1章  総 論 

   1.1 この基準の目的 1.1 基準の運用の目的･･･････････････････････････････  4 

   1.2 農道整備の目的と意義 1.2 農道整備の目的と意義･･･････････････････････････  6 

1.農道の機能と分類･････････････････････････････  6

2.基幹的農道及びほ場内農道･･･････････････････  6

   1.3 事業計画作成の基本 1.3 事業計画作成の基本･････････････････････････････  8 

第2章  調 査 
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   2.2 概 査 2.2 概 査･･･････････････････････････････････････････ 12 
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5.農業調査･････････････････････････････････････ 16

6.関連事業等調査･･････････････････････････････ 16

7.人口・産業・道路調査････････････････････････ 16
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10.周辺環境調査････････････････････････････････ 18

11.関係農家等の意向調査･･･････････････････････ 18
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

第 1章 総  論 

1.1 この基準の目的 

 この基準は、土地改良法（昭和

24 年法律第 195 号)に基づく農業

用道路（以下「農道」という。）の

整備に係る土地改良事業計画（以

下「事業計画」という。）の作成に

当たり、必要となる調査計画手法

の基本的事項を定め、土地改良事

業の適正かつ効率的な施行に資す

ることを目的とする。 

第 1章 総  論 

1.1 基準の運用の目的 

 農道整備に係る土地改良事業計画（以下「事業計画」とい

う。）は、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」（以下

「基準」という。）とこの基準の運用により作成するものとす

る。 

 この基準の運用は、調査・計画作業の手順、事業計画作成

の考え方及び適用すべき技術的基礎諸元の基本的事項を定め

たものであり、この基準の運用の適用に当たっては、自然

的・社会経済的諸条件の異なる個々の事業計画を画一的に拘

束するものではなく、地域の実情や技術の進展等に応じて創

造的に対処することが必要である。 

 また、基準と関連するその他の土地改良事業計画設計基準

については、相互に組み合わせて適用するものとする。 

 なお、土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）に基づいて建

設される農道は道路法（昭和 27 年法律第 180 号）の適用を受

けないが、その機能や路線配置によっては、道路構造令（昭

和 45年政令第 320号）に準拠する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 土地改良事業計画設計基準・計画「農道」（以下「基準」という。）1.1 では、基準の内容及び目

的を規定し、基準の運用（以下「運用」という。）1.1では、運用の目的を明らかにしている。 

1 基準及び運用の適用 

 基準及び運用は、土地改良事業の内容に事業間の齟齬や精粗の差をきたすことなく、一貫した考

え方の下で効率的に計画作成を行い、土地改良事業の適正かつ効率的な施行に資するとともに、土

地改良法の目的及び原則が達成されるよう農道整備に係る土地改良事業計画（以下「事業計画」と

いう。）の作成に当たって必要となる調査計画手法の基本的事項とその運用を定めたものである。 

 なお、基準及び運用で定めていない事項については、この基準及び運用の解説、別途作成してい

る土地改良事業計画設計基準・計画「農道」技術書（以下「技術書」という。）、関連する技術文献

等を参照して、計画担当者が的確な判断を個別に行っていく必要がある。 

2 基準に関連する土地改良事業計画設計基準等 

基準に関連する土地改良事業計画設計基準等は、以下のとおりである。 

① 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書（令和６年３月29日制定）

② 土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備(畑)」（平成 19 年４月 16 日制定）

③ 土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備(水田)」基準書・技術書（平成 25年４月 19日制定)

④ 土地改良事業計画設計基準・計画「農地開発(開畑)」（昭和 52年 1月 18日制定）

⑤ 土地改良事業計画指針・農村環境整備（平成 9年 2月 28日作成）

⑥ 環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き（第 1 編～第 3 編）

（平成 14年 2月～平成 16 年 5月）（農林水産省農村振興局） 

⑦ 環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の技術指針（平成 27 年５月）

（農林水産省農村振興局） 

⑧ 農業農村整備事業における景観配慮の手引き（平成 18 年 8 月 18 日）（農林水産省農村振興局）

⑨ 農業農村整備事業における景観配慮の技術指針（平成 30年５月）（農林水産省農村振興局）

⑩ 自動走行農機等に対応した農地整備の手引き（令和５年３月）（農林水産省農村振興局）

⑪ インフラ長寿命化計画（行動計画）（令和３年３月）（農林水産省農村振興局）

⑫ 農道保全対策の手引き（令和３年４月）（農林水産省農村振興局）

3 道路構造令の取扱い 

道路構造令の取扱いについては、技術書「3 道路構造令の適用」を参考とする。 

【関連技術書等】 

技術書「1 農道整備事業の変遷、2 関連する土地改良事業計画設計基準等、3 道路構造令の

適用」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

1.2 農道整備の目的と意義 

 農道整備は、農業生産性の向

上、農業生産の近代化及び農産物

流通の合理化を図ることを目的と

する。 

 また、農道が農村地域の社会資

本であることを勘案し、農村地域

の社会生活環境の改善に資するよ

う配慮しなければならない。 

1.2 農道整備の目的と意義 

1 農道の機能と分類 

 農道は、農業用資材の搬入、農産物の処理・加工・貯蔵・

流通施設への集荷、あるいはそれらの施設から市場・消費地

への輸送、ほ場への通作、農産物の収穫、防除作業、農村地

域の生活道路等の機能を有しており、その主たる機能や路線

配置によって基幹的農道とほ場内農道に分類する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 基幹的農道及びほ場内農道 

(1) 基幹的農道 

 基幹的農道は、農業生産活動、農産物流通等の農業用の

利用を主体とし、併せて農村地域の社会生活活動にも利用

される農道であり、農村地域の基幹的な農道をいう。 

 

(2) ほ場内農道 

 ほ場内農道は、ほ場への通作、営農資材の搬入、ほ場か

らの農産物の搬出、農産物の収穫、防除作業等の農業生産

活動に主に利用される農道をいう。 

 さらに、ほ場内農道を次のように分類する。 

ア 幹線農道 

 幹線農道は、集落とほ場区域、ほ場区域相互間、一般

道路や基幹的農道とほ場区域、ほ場区域と生産・加工・

流通施設等をそれぞれ結ぶ主要な農道をいう。 

イ 支線農道 

 支線農道は、幹線農道から分岐し、ほ区又は耕区に連

絡する農道をいう。 

ウ 耕作道 

 耕作道は、耕区の境界部又は耕区内に設けられる農道

をいう。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 1.2 では、農道整備の目的と意義を明らかにしている。運用 1.2 では、目的を達成するため

の多岐にわたる農道の持つ機能と農道の分類についての基本的事項を規定している。 

1 農道整備の目的と意義 

 (1)農業生産性の向上、農業生産の近代化及び農産物流通の合理化 

  ア 農業生産性の向上 

   ① ほ場整備事業等、他事業との連携による作物の転換及び農作業の効率化 

   ② 農道の舗装による荷傷み防止等の農産物の品質の向上 

  イ 農業生産の近代化 

   ① 営農形態に即した農業機械の効率的な稼働の条件整備 

  ウ 農産物流通の合理化 

   ① 農業施設の整備等との連携による流通機構の改善 

   ② 輸送距離の短縮等による走行経費及び営農経費の節減 

 

 (2)農村地域の社会生活環境の改善 

   ① 農村地域住民の日常生活上の交通の便益の増進及び安全かつ円滑な交通の確保 

 

2 基幹的農道とほ場内農道 

 農道整備は、農道として安全で効率的な交通等が確保されることはもちろんであるが、その農道

が利用形態に沿った機能を有し適切に配置されることが大切であることから、その機能に応じて事

業計画が作成されるよう農道を分類している。（図-1.2.1 農道の分類参照） 

 なお、農道を分類するに当たり、農道の利用形態及び機能がほとんどの場合単一でなく、重複す

る場合が多いことに留意する必要がある。 

 また、樹園地における園内道は、耕作道に含まれるものとし、詳細については、土地改良事業計

画設計基準・計画「ほ場整備(畑)」を参照する。 

   

農 道  基幹的農道 
  

 ほ場内農道  幹線農道 

支線農道 

耕作道 

   
  

 
                            図-1.2.1 農道の分類 

 

【関連技術書等】 

技術書「4 農道整備の目標設定、5 農道の分類」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

1.3 事業計画作成の基本 

 事業計画の作成に当たっては、

あらかじめ調査を行うこととし、

長期的な見通しの下、地域の自然

条件及び社会経済条件を考慮の

上、基本構想を定め、環境との調

和に配慮しつつ、総合的な観点か

ら十分な検討を行わなければなら

ない。 

1.3 事業計画作成の基本 

 総合的な観点から事業計画の検討を行うための基本となる

留意事項を以下に示す。 

 ① 農道の利用形態の特殊性 

② 事業計画の経済性 

③ 維持管理の体制、費用等 

④ 農村地域の社会生活環境の改善 

⑤ 生態系、景観等の周辺環境との調和への配慮 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 1.3及び運用 1.3は、事業計画作成に当たっての留意事項を明らかにしている。 

1 農道の利用形態の特殊性 

 農道は、その利用形態から農産物運搬車両、農業機械及び一般車両の通行に利用され、高速車両

と低速車両の混合交通になること。また、農産物・農業用資材の積降ろし場所、農業機械の一時駐

車場所、農業機械の旋回場所、近年では農道ターン方式、無人航空機(ドローン等)の離着陸場等と

して利用されるなど、これらの利用形態の特殊性を十分考慮するとともに、農業機械の効率的利用

についても検討する必要がある。なお、農道の利用形態や無人航空機（ドローン等）の利用内容に

応じて道路交通法や航空法等に基づく許可申請が必要となる場合がある。 

 また、農業施設の整備及び営農形態の変化に伴う農産物の輸送量の増大並びに輸送形態及び流通

経路の変化等の将来の交通形態に対応できるよう考慮する。 

2 事業計画の経済性 

 (1) 関連事業計画との調和 

 農業振興地域整備計画、市町村基本構想等の上位計画及びほ場整備事業、かんがい排水事業等

の農業農村整備事業、河川改修事業、道路改修事業、農業施設整備事業等の農道整備と調整を要

する事業の調査資料に基づいて、これらの事業が地区内外で実施中又は実施が予定されている場

合には、これらの事業主体と事業計画（実施時期、施工箇所、構造規格、施工方法等）について

十分な協議調整を行い、事業実施の施工時期、費用の分担のあり方、その方法等必要事項につい

て双方が合意し、手戻り工事等が生じないようにしておかなければならない。また、これらの事

業が、近年施工を完了した場合には、これらの事業の投資が有効に機能するよう事業計画の作成

に当たって、十分留意する。 

(2) 既設道路網との整合 

 事業計画の作成に当たっては、既設道路網との機能が重複しないよう整合を図りつつ、既設道

路の活用に努めるものとする。 

 既設道路の活用に当たっては、当該道路が道路法で定める道路の場合には、その維持補修は本

来、道路管理者が行うものであることから、路線配置計画に含められる既設道路路線区間の活用

方法について、道路管理者と十分調整を行い、事業効果の適切かつ早期発現が図られるよう検討

しなければならない。 

 なお、既設道路を改修する場合は、当該道路の交通量、構造、路面状態等の現況機能を十分に

把握した上で、老朽化による道路機能の低下状況及び交通安全対策上の道路機能の向上について

十分に検討を行う必要がある。 

3 維持管理の体制、費用等 

 事業計画の作成に当たっては、維持管理の体制、費用等について十分検討を行い、適切な維持管

理が行われるよう配慮する。 

 特に、基幹的農道においては、農道を構成する舗装、橋梁、トンネル、排水工、法面等の構造に

応じた維持管理経費の確保が必要となることから、構造物等の建設費用と維持管理経費等も含めた

ライフサイクルコストを考慮の上、事業計画を作成する必要がある。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

4 農村地域の社会生活環境の改善 

 農道は、生活のための基盤として、農村地域の健全な発展を図る上で重要な社会資本の一つであ

る。農村地域住民の生活行動は、職業、年齢、性別あるいは集落の位置、交通機関の状況によって

異なる。このため、事業計画の作成に当たっては、社会経済条件（特に人口、職業構成等）の変化

を的確に予測するとともに農村地域における混住化の進展、都市農村交流等、農村地域住民の職業

活動が多様化し、モータリゼーションの発達に伴って生活行動圏が広域化していることを考慮し、

教育、文化、医療等、高水準の広域公共施設やサービスについて、農村地域住民が利用できるよう

配慮することも必要である。 

 

5 生態系、景観等の周辺環境との調和への配慮 

 事業計画の作成に当たっては、農道整備を行う周辺を対象に周辺環境調査を行い、その調査結果

を踏まえ、農道整備の実施が周辺環境に与える負荷の低減について十分に検討を行い、安全性にも

配慮した上で、農道が通過する周辺環境との調和に配慮する必要がある。 

ここで、生態系、景観等の周辺環境とは、農道の新設又は改良を行う箇所の周辺における自然環

境、生活環境、農業生産環境及び歴史・文化環境のことをいい、生態系、景観等の各分野間におい

て十分連携して調査計画を進め、環境配慮に関して整合性のとれた計画とすることが必要であ

る 。ただし、埋蔵文化財の取扱いについては、関係法令等に基づき適切に対処しなければならな

い。 

また、農道整備における環境配慮では、農家及び一般利用者を含む地域住民等の意向を踏まえる

ことに留意し、地域の共通認識を醸成するとともに、調査計画の各段階を通して地域住民との連続

した関わりを持つことが有効である。さらに、環境に配慮した施設の維持管理が重要な課題となる

ことが多いことから、このことについて十分関係者の意向把握に努めることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

【関連技術書等】 

技術書「6 周辺環境との調和に配慮した農道整備、22 農道の維持管理、23 景観に配慮した

農道計画の考え方、24 景観に配慮した農道整備計画事例」 

環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き（第２編） 

環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の技術指針 

農業農村整備事業における景観配慮の手引き 

農業農村整備事業における景観配慮の技術指針 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

第 2章 調  査 

2.1 調査の基本と手順 

 調査は、計画対象地域（以下

「地区」という。）の自然条件及

び社会経済条件の特性が事業計画

に反映されるよう適切な手順で実

施するものとする。 

 このため、当該調査について

は、計画との連係を保ちつつ、合

理的かつ効率的に進めることがで

きるよう、まず予備的な調査とし

て概査を行い、その結果を踏まえ

て、必要と認められる調査事項を

明確にした上で精査を行うものと

する。 

 

第 2章 調  査 

2.1 調査の基本と手順 

 調査の範囲は、計画対象地域（以下「地区」という。）とし、

調査段階に応じて概査と精査に区分する。 

 概査は、農道整備に対する要望に対し、農道整備の必要性の

判断を行うための現況把握等の予備的な調査をいう。 

 精査は、事業計画の作成に必要となるデータの収集・分析

を、その目的を明確にした上で行う詳細な調査をいう。 

 

2.2 概 査 

 概査は、3.1 の基本構想の作成

に当たり必要となる調査で、気

象、水文、地形、地質、土質、土

地利用、農業、関連事業、人口、

産業、道路、周辺環境及び関係農

家等の意向に関する予備的調査を

行うものとする。 

2.2 概 査 

 概査は、農道の機能に応じて明らかにすべき事項を考慮の

上、既存資料の収集又は聞き取りにより、以下に示す調査を行

う。 

 ① 気象、水文、地形、地質及び土質の概要を把握するた

め、気象月報、流量年表、地形図、地質図及び土地分類図

の収集等を行う。 

② 土地利用の概況を把握するため、土地利用計画図の収集

等を行う。 

③ 営農状況、農業施設、主要農産物の生産流通等の概況を

把握するため、既存資料の収集等を行う。 

④ 関連事業の有無を把握するため、都道府県及び市町村の

開発構想及び地域計画に関する既存資料の収集等を行う。 

⑤ 地区の人口、産業及び道路の概況を把握するため、関係

する市町村勢要覧の収集等を行う。 

⑥ 生態系、景観等の周辺環境の概況を把握するため、周辺

環境に関する既存文献の収集等を行う。 

⑦ 関係農家等の意向を把握するため、営農状況、生活環境

等に関する聞き取り調査等を行う。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 2.1及び運用 2.1では、一般的な調査の区分及び手順の基本的事項を明らかにしている。 

 

 標準的な調査の手順を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-2.1.1 調査の手順 

 基準 2.2及び運用 2.2では、概査の基本的事項を明らかにしている。 

 

1 概査の手順 

 概査は、農道整備に対する要望があった場合に、当該農道の必要性について、概略の判断を行う

とともに基本構想を作成するに当たり必要となる調査であり、その手法は、既存資料の収集、関係

機関、農家等の聞き取り等により行い、必要に応じて現地踏査を行うものとする。 

 

2 概査の内容 

  農道の機能及び計画対象地域（以下「地区」という。）の範囲に応じて、下記事項の中で必要な

ものについて調査する。なお、基本構想に相当するものが、他の整備構想等において既に作成され

ている場合は、必要のない調査事項を省略することができる。 

 (1) 気象、水文、地形、地質及び土質条件の概要の把握 

 次に示す既存資料の収集を行う。 

① 地区と関連のある気象月報、流量年表等 

② 国土地理院発行の地形図（縮尺 1/25,000又は 1/50,000) 

③ 国土基本図(縮尺 1/2,500又は 1/5,000) 

④ 県又は市町村発行の図面（縮尺 1/1,000～1/10,000) 

⑤ 産業技術総合研究所地質調査総合センター又は都道府県発行の地質図 

⑥ 都道府県別土地分類図（表層地質図） 

⑦ 地すべり地形分布図（https://www.j-shis.bosai.go.jp/map/） 

農道整備の要望の発生 

事業計画作成 

概     査 

農道整備の必要性の判断 
基本構想の作成 

精査の実施計画作成 

精     査 

 

[連係] 

：調査に係るもの 

：計画に係るもの 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 
(2) 土地利用の概況の把握 

 地区に関連のある土地利用計画図の収集を行う。 

(3) 営農、農業施設、主要農産物の生産流通等の概況の把握 

 地区に関連のある各種統計資料等の既存資料の収集と併せて、必要に応じて関係機関、農家等

の聞き取り調査を行う。 

(4) 関連事業の把握 

 都道府県及び関係市町村の開発構想及び地域計画に関する既存資料の収集等を行うとともに、

関連事業の有無の確認を行い、精査における調査対象となる関連事業の抽出を行う。なお、必要

に応じて、関係機関の農道整備に対する意向の聞き取り調査を行う。 

(5) 地域の人口、産業及び道路の概況の把握 

 地区に関連のある市町村勢要覧、道路現況図等の収集を行う。 

(6) 生態系、景観等の周辺環境の概況の把握 

 周辺環境に関する既存文献の収集、聞き取り調査及び踏査の他に、農家及び一般利用者を含む

地域住民等へのアンケート調査を補足的に実施し、周辺環境に関する情報の整理を行う。また、

調査は有識者の意見を踏まえるとともに、景観に関しては地域の景観を構成している要素やその

文化的背景も把握しておくことが望ましい。 

関連資料には、環境との調和に配慮した農業農村整備事業等基本要綱の制定について（平成 14

年 2 月 14 日付け 13 農振第 2512 号農林水産事務次官通知）に定める田園環境整備マスタープラ

ン、農村環境計画（農村環境計画策定要綱（平成 6 年 6 月 23 日付け 6 構改 C 第 398 号農林水産

事務次官通知））等の各種計画、環境に関する条例等がある。 

(7) 関係農家等の意向把握 

 関係農家等の意向を把握するため、関係農家等の営農状況、生活環境、諸施設の利用状況及び

現況道路の利用状況に関する聞き取り調査を行うとともに、必要に応じて関係地域住民を含めた

聞き取り調査を行うものとする。 

 なお、土地利用型の農業経営体への農地集積が進展している地域では、地域住民の構成が、地

域の農地利用の大部分を担う少数の大規模農業経営体、多数の小規模農業経営体及び非農業者と

なっている場合がある。このような場合、特に、将来の地域農業及びそれに基づく農道利用に大

きな影響を持つ大規模農業経営体の意向を把握することが重要であり、今後農地集積の計画があ

る地域においても同様である。 

 3 概査に基づく判断 

 概査によって明らかになった事項を基に、農道整備の必要性を総合的に検討する。必要性が確認

されれば、農道整備の基本構想を作成するとともに、精査の実施計画を作成する。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

2.3 精 査 

 精査は、地区現況の把握及び事

業計画の作成に当たり必要となる

調査で、受益地、気象、水文、地

形、地質、土質、土地利用、農

業、関連事業、人口、産業、道

路、交通量、交通安全、周辺環境

及び関係農家等の意向に関する詳

細な調査を行うものとする。 

2.3 精 査 

 精査の調査内容を以下に示す。 

1 受益地調査 

 受益地の範囲及び面積の設定に必要となる基礎資料を得るた

め、地形図を作成するとともに土地利用別面積、土地条件別面

積等を調査する。 

 

2 気象・水文調査 

 地区の自然条件の把握、横断面計画等の作成に必要となる基

礎資料を得るため、気象及び水文を調査する。 

 

3 地形・地質・土質調査 

 路線配置計画等の作成に必要となる基礎資料を得るため、地

区及びその周辺の地形、地質及び土質を調査する。 

 

4 土地利用現況調査 

 土地利用計画の作成に必要となる基礎資料を得るため、地区

の現況土地利用、今後の開発予定地、土地利用規制区域等を調

査する。 

 

5 農業調査 

 営農計画の作成に必要となる基礎資料を得るとともに農業の

現状及び動向を明らかにするため、農業経営、営農状況、農業

施設等を調査する。 

 

6 関連事業等調査 

 事業計画と関連する他事業の実施主体との協議及び調整に必

要となる基礎資料を得るため、地区及びその周辺において、実

施済み、実施中又は計画中の他事業の内容を調査する。 

 

7 人口・産業・道路調査 

 路線配置計画の作成及び計画交通量の算定に必要となる基礎

資料を得るため、地区の人口及び産業の動向並びに主要既存道

路の位置、構造等を調査する。 

 

8 交通量調査 

 計画交通量の算定に必要となる基礎資料を得るため、主要既

存道路の交通量を調査する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 2.3及び運用 2.3では、精査の基本的事項を明らかにしている。 

 

 調査の概要と関連する一般計画及び主要工事計画との関係を、表-2.3.1に示す。 

表-2.3.1 調査の概要と関連する一般計画及び主要工事計画 

 精 査 の 項 目 調 査 の 概 要 関連する一般計画及び主要工事計画  

  1 受益地調査 
①地区地形図作成 

②土地利用別面積 

③土地条件別面積 

地区の設定、営農・土地利用計画  

  2 気象・水文調査 
①気温、地温、凍結深、雨量、

積雪等 

②河川の流量、水位、堤防高等 

舗装工種の選定、橋梁、排水工、防雪施設  

  3 地形・地質・土質調査 
①傾斜・土地の起伏状況の把握 

②地質の把握 

③土質調査 

路線配置計画、構造物の位置選定及び設計  

  4 土地利用現況調査 ①土地利用現況 

②土地利用の動向 

営農・土地利用計画、計画交通量  

  5 農業調査 

①農業経営、営農状況 

②農業施設の機能、規模、位置

等 

③農産物流通 

営農・土地利用計画、路線配置計画、計画交通量  

  

 
6 関連事業等調査 

①農業農村整備事業 

②国・県・市町村道の改修計

画・新設事業 

③河川改修事業等 

路線配置計画、計画交通量  

  

 
7 人口・産業・道路調査 

①人口動態の把握 

②産業構造の現状と将来 

③道路現況 

路線配置計画、計画交通量  

 8 交通量調査 ①主要既存道路の交通量 

②推定流入交通量 

計画交通量  

  9 交通安全調査 ①交通事故の危険箇所の抽出 

②危険箇所の立地条件 

路線配置計画、交通管理施設  

  10 周辺環境調査 ①環境診断調査 

②環境影響調査 

路線配置計画、法面保護工、主要構造物(橋梁、トンネ

ル)、附帯構造物（緑地帯、防護柵等） 

 

  11 関係農家等の意向調査 
①アンケート調査 

②聞き取り調査 

一般計画全般、主要工事計画全般  

【関連技術書等】 

 技術書「7 受益地調査、8 気象・水文調査、9 地形・地質・土質調査、10 土地利用現況調

査、11 農業調査、12 関連事業等調査、13 人口・産業・道路調査、14 交通量調

査、15 交通安全調査、16 周辺環境調査、17 関係農家等の意向調査、23 景観に配

慮した農道計画の考え方、24 景観に配慮した農道整備計画事例」 

環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き（第２編） 

環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の技術指針 

農業農村整備事業における景観配慮の手引き 

農業農村整備事業における景観配慮の技術指針 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
9 交通安全調査 

 交通安全を考慮した路線配置計画等の作成に必要となる基礎

資料を得るため、交差点等の立地条件を調査する。 

 

10 周辺環境調査 

 周辺環境との調和に配慮した事業計画の作成に必要となる基

礎資料を得るため、生態系、景観等の周辺環境を調査する。 

 

11 関係農家等の意向調査 

 農道の利用形態の特殊性を考慮した事業計画の作成に必要と

なる基礎資料を得るため、聞き取り等により関係農家等の意向

を調査する。 

 なお、土地利用型の農業経営体への農地集積が進展している

地域では、地域住民の構成が、地域の農地利用の大部分を担う

少数の大規模農業経営体、多数の小規模農業経営体及び非農業

者となっている場合がある。このような場合、特に、将来の地

域農業及びそれに基づく農道利用に大きな影響を持つ大規模農

業経営体の意向を把握することが重要であり、今後農地集積の

計画がある地域においても同様である。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

第 3章 計  画 

3.1 基本構想の作成 

 基本構想の作成に当たっては、

営農・土地利用計画、路線配置計

画及び計画交通量に関する骨格を

定めるため、関係する都道府県、

市町村等の各種振興計画との整合

性及び農道の機能を考慮しなけれ

ばならない。 

第 3章 計  画 

3.1 基本構想の作成 

 基本構想で定める一般的な計画事項の内容を以下に示す。 

 ① 地区における農産物毎の作付面積、生産量、生産資材、

副産物量、商品化量等を把握するための営農・土地利用計

画を概定する。 

 ② 地形等の自然条件、農産物等の流通体系、農業施設の配

置、周辺環境等を考慮の上、路線配置計画を概定する。 

 ③ 農業生産量、農産物等の流通体系、人口・産業の動向等

を考慮の上、計画交通量を概定する。 

④ 地域の農業構造や営農形態の実情、今後の見通しを踏ま

え、スマート農業の導入に向けた農業機械の大型化等への

対応を検討する。 

 ⑤ 既存の橋梁においては、地域の人口減少等による保全管

理の負担増加を考慮し、既存の橋梁の集約や撤去を検討す

る。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

 基準 3.1及び運用 3.1では、基本構想の作成の基本的事項を明らかにしている。 

 

 基本構想とは、概査の結果に基づき、農業生産性の向上を図るべき地域、農業生産の近代化を図

るべき地域、農産物流通の合理化を一体的に図るべき地域及び農村地域の社会生活環境の整備を一

体的に図るべき地域を明らかにして、土地利用計画、地域振興計画等の上位計画及び関連事業計画

との調和を図りつつ、農道整備に係る基本的な構想を取りまとめたものをいう。 

 特に、広域な地域を対象とする場合は、関係地域の整備構想等の地域計画に即した基本構想の作

成が重要となり、基本構想に基づき事業計画の各計画事項について、有機的関連を考慮した地域の

均衡ある発展を図るよう十分な検討を行う必要がある。 

 また、景観配慮の必要性が認められる地域においては、技術書「23 景観に配慮した農道計画の

考え方」を参照する。                       

 なお、老朽化対策の実施等に当たっては、地域の農業構造や営農形態の実情、今後の見通しを踏

まえ、農業機械の大型化、自動走行・自動操舵の農業機械の導入に伴う集出荷方法の変化等に対応

するための既存の農道・橋梁の拡幅や補強を検討する。 

一方で、地域の人口減少等による保全管理の負担増加を考慮し、橋梁の集約や撤去も併せて検討

する。 

 

【関連技術書等】 

  技術書「23 景観に配慮した農道計画の考え方」 

 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 

 インフラ長寿命化計画（行動計画）（令和３年３月）（農林水産省農村振興局） 

 農道保全対策の手引き（令和３年４月）（農林水産省農村振興局） 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.2 事業計画作成の手順 

 事業計画の作成は、基本構想に

基づき、事業計画の各要素の関連

性を考慮しつつ、効率的かつ効果

的な手順で行わなければならな

い。 

 また、その構成は、一般計画及

び主要工事計画に分けてそれぞれ

作成するものとする。 

3.2  事業計画作成の手順 

 事業計画作成の手順は、基本構想で定めた骨格となる計画事

項から順次細部のものへと進める。 

 各計画事項の決定段階においては、いくつかの比較案につい

て検討を加え、必要に応じてフィードバックして妥当な事業計

画となるようにする。また、農道の機能に応じて都道府県、市

町村、土地改良区、関係農家等との連絡調整を行い、事業計画

にそれらの意向が十分反映されるよう配慮する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.2及び運用 3.2では、一般的な事業計画の作成手順を明らかにしている。 

 

 一般的な事業計画の作成手順は、図-3.2.1 のとおりである。 

(調査)(    計                画    ) 

 関係地域の→都道府県、市町村の基本構想等 

 整備構想 農業振興地域整備計画 

      酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 

      野菜生産出荷近代化計画 

      果樹農業振興計画 

      広域営農団地整備計画 

 

基本構想→① 農業生産性の向上、農産物流通の合理化及び農業生産の近代

化を図るべき区域の設定 

     ② 営農・土地利用計画、路線配置計画及び計画交通量の概定 

 

将来予測→自動車等保有台数、社会経済活動、人口、農業、流通、土地利

用、道路網 

 

事業目的→農業生産性の向上 

 の設定 農業生産の近代化 

     農産物流通の合理化 

     社会生活環境の改善 

 

事業計画の→路線配置、計画交通量、構造・規格と 

  妥当性 事業目的との整合を判断する。 

 

路線配置の→路線配置の比較検討を行い、当該農道 

 比較検討 計画の概算事業費を算出する。   

 

  ：事業計画の作成作業   

 

：判断及び判定 

 

：調査に係るもの 

 

 
 

 

 

 

 
図-3.2.1 事業計画の作成手順 

農道整備の要望の発生 

 

基本構想 

 

の 作 成 

関係地域の整備 

構想との整合 

農道整備の 

必要性の判断 
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地区の設定 

路線配置の決定 
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路線配置の比較検討 

(経済的路線の検討) 

経済効果の測定 

(経済性の検討) 
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予測 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.3 一般計画 

3.3.1 一般計画の作成 

 一般計画は、基本構想に即し、

地区の設定、営農・土地利用計

画、路線配置計画、計画交通量、

設計速度、横断面計画及び線形計

画を決定するものとする。 

 

3.3.2 地区の設定 

 地区は、地域の整備計画及び周

辺地域との関連性を考慮の上、農

道の機能に応じてその範囲を設定

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.3 営農・土地利用計画 

 営農・土地利用計画は、地域農

業の展開方向に即し、路線配置計

画及び計画交通量の作成に当たり

必要となる土地利用、作付面積、

生産量、農業施設の配置等に関す

る事項を定めるものとする。 

3.3 一般計画 

3.3.1 一般計画の作成 

 一般計画の作成に当たっては、事業計画を構成する各計画事

項が相互に関連していることに留意し、地区の将来予測を反映

させるとともに各計画の妥当性について十分に検討を行い、効

率的かつ効果的な計画作成に努めるものとする。 

 

 

3.3.2 地区の設定 

 地区の設定は、次の事項について総合的に検討する。 

 ① 地形及び地物（山地、河川、道路、鉄道等）の条件 

② 市町村界及び字界又は土地改良区、農協等の農業団体組織

の範囲 

③ ほ場、用排水系統、道路、河川等の整備状況及び整備計画 

④ 営農形態、農業施設の位置・規模、市場、現況流通経路等

の農業立地条件 

⑤ 関係地域住民の社会生活活動の行動範囲 

⑥ 関係農家等の意向 

⑦ 農業振興地域整備計画、広域営農団地整備計画、都市計画

等の整備構想及び土地利用規制 

 

3.3.3 営農・土地利用計画 

 営農・土地利用計画は、路線配置計画及び計画交通量の作成

の基礎をなすものであり、関係農家等の意向を考慮の上、地区

の設定等の関連する計画と一体的に作成する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

 基準 3.3.1及び運用 3.3.1では、一般計画作成の基本的事項を明らかにしている。 

 

 一般計画は、基準 1.3 及び運用 1.3 の事業計画作成の基本を踏まえ、基準 3.2 及び運用 3.2 の事

業計画作成の手順に即して作成する。 

 

 

 

 基準 3.3.2及び運用 3.3.2では、地区の設定の基本的事項を明らかにしている。 

 

 地区の設定は、運用 3.3.2 に示した検討事項について、周辺地域との関連性を十分検討調整の

上、決定することが重要である。 

 また、農業施設の配置状況については、今後の設置計画も含めて考えるほか、関係地域住民の社

会生活活動の行動範囲については、学校、公民館、保健所等の公共施設及び農業集落の生活圏を基

本単位として考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 基準 3.3.3及び運用 3.3.3では、営農・土地利用計画の基本的事項について明らかにしている。 

 

 営農・土地利用計画は、地区の範囲、路線配置計画等に応じて必要な事項を定めるものとし、一

般的に定める必要のある事項を、以下に示す。 

 なお、各事項の検討は、技術書「19 計画農業交通量」を参照する。 

  ① 導入作物、作付面積及び生産量 

  ② 生産資材量、副産物量及び商品化量 

  ③ 農産物等の流通及び輸送体系 

  ④ 生産組織等に関する事項 

  ⑤ 農業施設の配置 

  ⑥ 営農類型 

  ⑦ 土地利用計画 

 

【関連技術書等】 

 技術書「19 計画農業交通量」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.3.4 路線配置計画 

 路線配置計画は、農道の機能に

応じて安全かつ円滑な交通が確保

できるよう農業生産活動の利便

性、農業施設の配置状況、道路現

況、自然条件等について総合的な

検討を行い決定するものとする。 

3.3.4 路線配置計画 

 路線配置計画の作成に当たっては、以下の事項に留意する。 

 ① 集落からほ場への通作の利便性、農産物輸送の効率性等

の農業生産活動の利便性が確保できるよう考慮する。 

 ② 加工、集出荷施設等の農業施設の配置状況を踏まえ、そ

の施設の効率的利用が図られるよう考慮する。 

 ③ 国道、都道府県道等との接続は、安全かつ円滑な交通が

確保できるよう考慮する。 

 ④ 道路現況を踏まえ、既設道路と当該農道の機能が重複し

ないよう考慮する。 

 ⑤ 基幹的農道とほ場内農道の有機的な連絡を考慮する。 

 ⑥ ほ場内農道は、営農及びほ場の区画形状に応じて経済的

な配置となるよう考慮する。 

 ⑦ 集落の位置及び生活活動範囲を踏まえ、農村地域の社会

生活環境の改善が図られるよう考慮する。 

 ⑧ 地形、地質等の自然条件に応じて災害等の危険箇所を回

避するなど安全性及び経済性の検討を十分に行う。 

 ⑨ 生態系、景観等の周辺環境との調和に配慮する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.3.4及び運用 3.3.4では、路線配置計画の基本的事項について明らかにしている。 

 

 路線配置計画は、事業計画の是非を問う基本的事項であり、特に慎重に作成する必要がある。 

 農道の種類別の路線配置計画については、技術書「18 路線配置計画」を参照する。なお、景観

に配慮した路線配置の考え方、事例については、技術書「23 景観に配慮した農道計画の考え方」、

「24 景観に配慮した農道整備計画事例」を参照する。                                                       

 

【関連技術書等】 

技術書「18 路線配置計画、23 景観に配慮した農道計画の考え方、24 景観に配慮した農道整

備計画事例」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.3.5 計画交通量 

 計画交通量は、将来目標時の交

通量を表わすもので、計画農業交

通量と計画一般交通量からなる計

画基礎諸元であり、交通量調査等

を基礎として将来の交通形態及び

交通量を予測し決定するものとす

る。 

3.3.5 計画交通量 

 計画農業交通量は、営農・土地利用計画に基づき、農産物等

の輸送に係るものと関係農家等の営農に係るものに分けて算定

する。 

 計画一般交通量は、交通量調査結果に基づき、地区の人口・

産業等の動向を考慮の上、算定する。 

 なお、アスファルト舗装及びコンクリート舗装の舗装厚の設

計に用いる計画交通量は、計画交通量のうち、大型車の交通量

を対象として取り扱う。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.3.5及び運用 3.3.5では、計画交通量の基本的事項について明らかにしている。 

 

1 計画農業交通量 

  計画農業交通量の算定は、農業交通量が最も多い月（ピーク月）でかつ最も農業交通量が多いと

想定される区間（ピーク区間）について行い、このときの日平均交通量を計画農業交通量とする。 

 なお、計画農業交通量は、農産物等の輸送に係る交通量と農家等の営農に係る交通量に分けて算

定する。 

 

 (1) 農産物等の輸送に係る交通量 

 農産物等の輸送に係る交通量は、次のとおり算定する。 

1)ライスセンター、選果場、集荷貯蔵庫、堆肥センター等の農業施設の配置、ほ場、市場、農家

等の位置関係から、将来目標時における農産物等の流通及び輸送体系を明らかにする。 

2)1)で求めた輸送体系にピーク区間を設定してこの区間を経由する地区の農産物ごと（農産物品

目が多種に及ぶ場合には類型品目による）の作付面積（飼養頭羽数）、生産量（単位収量）、生産

資材量、副産物量及び商品化量について、現況、計画別の年間総輸送量とピーク月での輸送量を

計測し、ピーク月での日交通量として算定する。 

 

(2) 農家等の営農に係る交通量 

 農家等の営農に係る交通量は、将来目標時において、ピーク区間を経由して農家等とほ場の間

を直接通作のために走行する交通量と、農家、農業法人、農業団体職員等の共同農作業、水路等

の管理作業、農業施設の保守管理、営農指導等のために走行する交通量とを合わせた交通量であ

る。 

 通作のための交通量は、営農類型別通作手段、年間就業回数、戸当たり平均経営規模及び通作

対象面積から日交通量として算定する。 

 通作以外の営農のための交通量は、営農活動別交通手段、年間必要回数等から日交通量として

算定する。 

 

(3) ピーク月及びピーク区間 

 ピーク月は、計画農業交通量が最も多い月とする場合が一般的である。しかし、周辺地域の社

会経済条件によっては、必ずしも計画農業交通量のピーク月が計画交通量（計画農業交通量＋計

画一般交通量）のピーク月と一致しないこともある。そのため、ピーク月の決定に当たっては、

既存資料や関係者からの聞き取り等によって、年間を通じた計画交通量の推移について把握し、

計画交通量が最大になる月をピーク月とする場合もある。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

2 計画一般交通量 

 計画一般交通量の算定は、計画農業交通量を算定したピーク区間及びピーク月で行い、交通量調

査結果に基づいて行う。交通量調査結果は、現況の推定流入交通量（一般交通量（普通乗用車換算

値））となっており、これを基に、当該計画路線へ流入する一般交通量を推計する。 

 なお、推定流入交通量は、当該計画路線近傍の道路交通センサスデータ等の既存の交通量調査結

果からも推定できる。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

  



 

33 

 

基 準 及 び 運 用 の 解 説 

3 舗装厚の設計に用いる計画交通量 

 アスファルト舗装及びコンクリート舗装における舗装厚の設計には、計画大型車交通量を用いる

ものとし、その算定は、計画農業大型車交通量と計画一般大型車交通量に分けて、単車線の場合は1

日当たりの2方向の合計台数、2車線の場合は1日当たり1方向の台数とし、その台数に応じて表-3.3. 

1のとおり、交通量を区分することを原則とする。ただし、現地の特殊な事情によって、計画交通量

が大幅に変動する事態が予測される場合には、その環境条件を考慮して交通区分を検討する。 

 大型車とは、普通貨物自動車（ナンバープレート頭番号 1）、乗合自動車（同頭番号 2）、特殊自

動車（同頭番号 8、9、0）をいう。  

表-3.3.1 交通量の区分 

 交通量の区分 計画大型車交通量（台/日・方向）  

Ⅰ－1 交通 

Ⅰ－2 交通 

       1 以上     15 未満 

      15 以上     40 未満 

 

Ⅱ交通 

Ⅲ交通 

Ⅳ交通 

      40 以上    100 未満 

     100 以上    250 未満 

     250 以上 1,000 未満 

 

            

 (1) 計画農業大型車交通量 

  計画農業大型車交通量は、計画農業交通のうち、大型車の１年間の延台数を 365 日で除して得

た日平均交通量を車線数で除した値とする。 

計画農業大型車交通量(台/日・方向)＝ 
計画農業交通の大型車の１年間の延台数 

÷車線数 
365日 

 

 (2) 計画一般大型車交通量 

  計画一般大型車交通量は、舗装の設計期間における一般大型車交通量の延台数の日平均交通量

とし、その算定方法は、一般交通における日平均交通量の現況の一般大型車交通量と将来目標時

（舗装の設計期間経過直後）の一般大型車交通量とを加算した台数を2で除して得た交通量を、

同一方向車線数で除した値とする。 

計画一般大型車交通量(台/日・方向)＝ 

現況の一般大型車交通量＋ 

将来目標時の一般大型車交通量 ÷同一方向車線数 

2 
 

 なお、舗装の設計期間は、当該舗装の施工及び管理・更新にかかる費用等を総合的に勘案し、地

域住民等の意向を踏まえて定めるものとする。 

 

(3) 大型車を通行させない場合の舗装厚の設計 

  計画農業大型車交通が 0 台で、一般大型車交通の流入を規制できる条件が整っている場合は、

大型車を通行させない農道と位置付け、舗装厚の設計について、関連する技術書や類似の計画事

例等を参考にしながら、適切な設計を行うことが必要である。 



 

34 

基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

 計画交通量算定フローチャートを、図-3.3.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3.3.1 交通量算定フローチャート 

【関連技術書等】 

 技術書「19 計画農業交通量」、舗装設計施工指針 平成 18年２月（(公社)日本道路協会） 

農 業 交 通 一 般 交 通 

農道の受益面積(ha) 

計画年間農業生産量 
(t/年) 

計画年間輸送量(t/年) 
 ○生産量 
 ○生産資材量 
 ○副産物量 
 ○商品化量 

ピーク月輸送量(t/月) 

月割輸送状況 

路線配置状況 

ピーク月・ピーク区間 
輸送量(t/月) 

計画輸送 
車種構成 

ピーク月・ピーク区間 
車種別延交通量(台/月) 

日当たり 
交通量換算 

ピーク月・ピーク区間 
車種別交通量 (台/日) 

普通乗用車換算交通量 
(台/日) 

計画農業交通量 
(台/日) 

交通量調査 

ピーク月・ピーク区間 
既存道路交通量(台/日) ピーク月・ピーク区間 

に係る通作対象面積(ha) 

年間就業回数 
(回/ha) 通作車種構成 

年間車種別交通量 
(台/年) 

日当たり  
交通量換算 

車種別通作交通量 
(台/日) 

年間ピーク区間 
輸送量(t/年) 

年間大型車   
交通量(台/年) 

計画農業大型車 
交通量(台/日・方向) 

日当たり交通量 
換算，車線数  

現況交通量(台/日) 

農業交通か 

現況農業交通量 
(台/日) 

現況一般交通量 
(台/日) 

普通乗用車換算 
交通量(台/日) 

現況の一般大型車 
交通量(台/日) 

将来目標時の一般 
大型車交通量(台/ 

日) 

車線数換算 

計画一般大型車 
交通量(台/日)  

10年後推定倍率 

計画一般交通量 
(台/日) 

計画大型車交通量 
(舗装厚決定) 

計画交通量 
(幅員等決定) 

Yes No 

将来目標時の 
推定倍率 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.3.6 設計速度 

 設計速度は、線形計画を作成す

るための計画基礎諸元であり、農

道の機能に応じて決定するものと

する。 

3.3.6 設計速度 

 設計速度は、計画交通量、車道幅員及び歩道等の有無を考慮

の上、当該農道の機能の発揮に支障がなく、かつ安全な利用が

図られるよう 50km/h、40km/h 又は 30km/h のいずれかの値

で決定する。ただし、地形条件、その他の理由によりやむを得

ない場合には 20km/h とすることができる。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.3.6 及び運用 3.3.6では、設計速度の基本的事項について明らかにしている。 

 

1 設計速度の定義 

  設計速度とは、当該農道で出し得る最高速度ではなく、平均的な技量を持っている運転者が安全

にしかも快適性を失わずに維持することのできる速度であり、曲線半径、視距、縦断勾配、片勾配

等の決定に当たって、基本となる計画事項である。 

 

2 設計速度決定の留意事項 

 農道は、車両のほかに、歩行者や自転車の通行あるいは営農上の駐停車にも利用される。したが

って、設計速度の決定に当たっては、農道の機能を考慮の上、必要に応じて歩道、駐車帯等の構造

も併せて十分に検討し、それぞれの機能の発揮に支障がなく、かつ安全な利用が図られるように決

めなければならない。 

 設計速度決定に当たっての留意事項を、以下に示す。 

 ① 基幹的農道及び幹線農道など幅員が広く、一般交通量の多い農道における設計速度は、50km/h
を上限とする。この場合、接続する一般道路の規格も考慮し、同一とするのが交通上安全であ

る。 

 ② 設計速度の下限値は、支線農道及び耕作道の機能を考慮し、30km/hとする。ただし、地

形、ほ場の区画形状、集落の位置等により下限値を守ろうとすると、土工等の工事量の著しい

増大、路線延長の増加、用地取得の困難、宅地の移転等によって莫大な工事費の増嵩をきたす

場合には、20km/hまで低下させることができるものとする。特に、畑及び樹園地地域の支線

農道及び耕作道においては、地形、傾斜等の関係から20km/hとすることもできる。 

 ③ 設計速度は、交通安全上できる限り長区間にわたって同一とすることが望ましいが、地形、

ほ場の区画形状、集落の位置等により同一にできないか、又は同一とすることによって著しく

不経済となる場合には、この区間について連続的に１ランクずつ下げることができる。この場

合でも同一設計速度区間をできる限り長くするようにする。 

 なお、参考として、主な農業用機械の走行速度を、表-3.3.2 に、車道幅員と設計速度の組合せ

の標準を、表-3.3.3に示す。 

 

表-3.3.2 主な農業用機械の走行速度 

 農 業 用 機 械 名 走行速度(km/h) 備        考  

耕うん機  (3.7kＷ未満) 

  〃   (3.7kＷ以上) 

乗用ﾄﾗｸﾀｰ (22.1kＷ未満) 

  〃   (22.1kＷ以上) 

コンバイン 

5～15 

11～15 

12～15 

22～34 

2～8 

大型特殊自動車の最高速度はメーカーの自主規制により

49km/h、道路交通法施行規則第2条で小型特殊自動車の最高

速度は15km/hと定められている。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

表-3.3.3  車道幅員と設計速度の組合せの標準 

 車 道 幅 員(m) 設計速度(一般)(km/h) 設計速度(特例)(km/h)  

6.5 

6.0 

5.5 

5.0～2.0 

50 

50，40 

40 

40，30，20 

40 

30 

20 

20 

 

                 注) 特例とは、地形の状況、周辺地域の特性、経済性等の理由により必ずしも 

一般部と同一とすることが地域住民等の意向に合致しない区間において適 

用する場合で、この欄に掲げる値まで縮小することができる。 

 

【関連技術書等】 

 技術書「20 線形計画」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.3.7 横断面計画 

 横断面は、車道、路肩、歩道、

自転車道、自転車歩行者道、待避

所及び駐車帯から構成されてお

り、各構成要素を適切に組み合わ

せ、安全かつ円滑な交通が確保で

きるよう計画交通量及び将来の交

通形態に対応できる幅員構成とし

なければならない。 

3.3.7 横断面計画 

1 幅員構成 

 (1) 基本的な考え方 

  農道は、車道と路肩の組合せが基本的な幅員構成となっ

ており、必要のある場合に歩道、自転車道、自転車歩行者

道、待避所及び駐車帯を設置する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.3.7及び運用 3.3.7では、横断面計画の基本的事項を明らかにしている。 

1 幅員構成 

 (1) 基本的な考え方 

   横断面計画の作成に当たっては、次の点に留意する。 

   ① 横断面は、計画路線の将来の交通需要に応じた交通処理能力を具備するとともに、農業

機械の通行及び農作業等の利用に支障のないようにしなければならない。 

   ② 通学、通園等に利用される場合又は集会所等の周辺で、歩行者及び自転車の通行が多い

区間では、特にこれらに対する安全性を考慮する。 

   ③ 一般道路と接続又は交差する場合の取付方法及び接続部の横断面は、交通の連続性、安

全性、交通管理等の面から道路管理者及び必要に応じて都道府県公安委員会（以下「公安

委員会」という。）と十分協議して決定する。 

  なお、横断面の構成要素の組合せ例を、図-3.3.2に示す。 

 

             （2車線の場合） 

 路肩 車 道 路肩  
   

 車線 
  

車線 
 

 

  
     

  
     

 

  
 

 
歩道      

自転車道    

 

路肩 車  道 路肩 自転車歩行者道 

     車線   車線 
   

  
  

          

 

           （1 車線の場合） 

 路肩 車道 路肩  

      

        

 

   待避所 保護  
路肩 車道 駐車帯 路肩 

        

          

図-3.3.2 横断面の構成要素の組合せ例 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
(2) 車道 

 車道は、車両の通行を目的とした部分であり、車線から

構成され、車道幅員は、農道の機能に応じて計画交通量に

よる方法又は計画交通機種による方法により決定する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 
(2) 車道 

  ア 車道幅員の決定方法 

 車道幅員の決定方法は、一般的には計画交通量によって決定する。 

 ただし、計画交通量が500台/日未満の農道や、将来の計画交通機種に相当数の大型農業機械

の導入計画が具体化されている農道で、かつ農業機械の運行ルートから当該路線配置計画のピ

ーク区間での走行が他の車両の通行に支障をきたすおそれのある場合には、当該農道の目的、

機能等に応じ、計画交通機種によって所要の幅員を決定することができる。また、主として農

耕用に利用される農道においては、農耕上の利用を主体として幅員を決定することができる。 

 

イ 計画交通量による車道幅員の決定 

 車道幅員は、表-3.3.4の値を標準とする。 

表-3.3.4 計画交通量と車道幅員との関係 

   

 

 

 

 

計 画 交 通 量（台/日） 車道幅員（一般）（m） 車道幅員（特例）（m）  

  4,000 以上 

  4,000 未満   1,500 以上 

  1,500 未満     500 以上 

    500 未満 

6.5 

6.0 

5.5 

5.0～2.5 

5.5 

4.0 

2.5 

2.0 

 

  注 ) 特例とは、地形の状況、周辺地域の特性、経済性等の理由により必ずしも一般部と

同一とすることが地域住民等の意向に合致しない区間において適用する場合で、こ

の欄に掲げる値まで縮小することができる。 

 

ウ 計画交通機種による車道幅員の決定 

 車道幅員は、当該農道の計画交通機種の車両幅員に、2車線の場合はすれ違い間隔(0.5m)

及び車両の外側の余裕（0.6m、すなわち両側にそれぞれ0.3m）を、1車線の場合は車両の外

側の余裕（0.6m、すなわち両側にそれぞれ0.3m）を加えた幅員とする。一般に耕作道を除

く農道においては、直線部の車道幅員の標準値は、0.5m単位に丸めた幅員とする。 

 なお、計画交通量が 500 台/日未満の支線農道及び耕作道の場合は、すれ違い間隔を 0.3m
に減ずることができる。 

 計画交通機種により車道幅員を決定する場合の略図を、図-3.3.3に示す。 

 計画交通機種により車道幅員を決定する場合の車両幅員は、表-3.3.5を参考とする。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

  



 

45 

 

基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3.3.3 計画交通機種による車道幅員の決定方法 

  
 

表-3.3.5 代表的な農業機械等の幅員と高さ 

名     称 
車両幅員

（m） 

高さ

（m） 
名      称 

車両幅員

（m） 

高さ

（m） 

耕うん機（3.7kW（5Ps）未満） 

〃   （3.7kW（5Ps）以上） 

乗用トラクター（22.1kW（30Ps）級未満） 

〃       （22.1kW（30Ps）級） 

〃       （36.8kW（50Ps）級） 

〃       （50kW（68Ps）級） 

〃      （80kW（109Ps）級） 

自脱型コンバイン（2 条） 

       〃        （3、4条） 

       〃        （5条） 

       〃        （6条） 

普通コンバイン （58.8kW（80Ps）級） 

      〃      （88.3kW（120Ps）級） 

田植機（4条） 

  〃  （5条） 

  〃  （6条） 

  〃  （8条） 

 〃  （10条） 

トレーラー（牽引式） 

シードドリル（マウント） 

鎮圧ローラー（牽引式） 

マニュアスプレッダー（自走式、牽引式） 

ディスクハロー（マウント） 

軽自動車（軽トラック） 

乗用車 

大型トラック（58.8kN 以上） 

小型トラック（19.6kN） 

自転車 

0.6 

0.8 

1.3 

1.7 

1.8 

2.6 

2.6 

1.6 

1.7 

2.0 

2.3 

2.3 

3.8 

1.6 

1.9 

2.2 

2.2 

3.4 

1.9 

3.0 

2.0～3.0 

1.6～3.3 

2.3 

1.5 

1.7 

2.5 

1.7 

1.0 

 

 

2.0 

2.0 

2.6 

2.7 

3.1 

2.0 

2.0 

2.7 

2.7 

2.0 

2.9 

1.5 

1.5 

1.6 

1.7 

2.6 

1.3 

 

 

2.8 

 

2.0 

2.0 

3.8 

2.8 

ボトムプラウ 

ディスクプラウ 

チゼルプラウ 

ライムソワー（700ℓ 級）（マウント） 

ロールベーラー 

ファームワゴン（自走式、牽引式） 

スピードスプレーヤー（400ℓ） 

        〃         （500～1000ℓ） 

コーンハーベスター（自走式、牽引式） 

フォレージハーベスター（刃幅1.5m 未満） 

〃     （刃幅1.5m 未満） 

ポテトハーベスター（牽引式） 

        〃       （自走式） 

水田用栽培管理ビークル 

汎用いも類収穫機 

風筒式防除機（歩行型） 

果樹用管理ビークル 

小型クローラー運搬機 

高速耕うんロータリー及び高速代かき機 

高精度水稲たん水直播機 

高精度水田用除草機 

山間地域対応自脱コンバイン 

野菜全自動移植機 

キャベツ収穫機 

ごぼう収穫機 

だいこん収穫機 

ねぎ収穫機 

簡易草地更新機 

細断型ロールベーラー 

2.7 

2.1 

3.6 

3.5 

1.7 

2.0 

0.9～1.1 

1.5 

2.4 

2.6 

3.3 

3.0 

2.5 

2.0 

2.2 

1.0 

0.9 

0.6 

2.6～4.1 

2.0～2.6 

2.0～2.6 

1.3 

1.7 

1.5 

2.2 

2.2 

1.4 

2.5 

0.8 

1.7 

1.2 

1.7 

 

2.4 

2.5 

2.0 

2.0 

3.7 

3.4 

5.6 

3.0 

3.0 

1.8 

2.8 

 

 

1.0 

1.5 

1.6 

1.7 

1.3 

1.9 

1.8 

2.3 

1.9 

1.5 

1.3 

1.0 

（出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「ほ場整備（畑）」（平成19年4月：令和2年7月一部改正）

を一部修正） 

注) 農業機械等の幅員が 2.5m を超える機種により車道の幅員を決定する場合は、車両制限令により幅 2.5m を超え

る車両が規制を受けることとなるため、一般交通の用に供する（道路交通法の適用を受ける）農道においては、幅員

決定の根拠として使用しないものとする。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

  

エ 環境に配慮した車道幅員の狭小化の検討 

地形条件によっては、車道幅員を狭小化することにより、道路敷、法面等の改変範囲が

小さくなり、生物の生息・生育環境への影響を最小限にすることが可能となる。このた

め、特例の適用等により、区間によっては幅員を狭くすることを検討する。 

 

オ 自動走行農機に対応した幅員の検討 

近年は大型の自動走行農機の開発が進められており、将来導入が想定される地域におい

ては、表-3.3.5 によらず導入機種の幅員も考慮して決定することが望ましい。なお、詳

細は、自動走行農機等に対応した農地整備の手引き等関連する技術書を参照する。 
 

 

【関連技術書】 

自動走行農機等に対応した農地整備の手引き 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
(3) 路肩 

 路肩は、農道の主要構造部を保護する機能を持ち、その

幅員は、車道幅員、設置場所、歩道等の有無及び積雪地域

における除雪を考慮の上、決定する。 

 なお、駐車帯を設ける区間には路肩を設けないこととす

る。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 
(3) 路肩 

  ア 路肩の機能 

 路肩の機能には、次のようなものがある。 

  ① 車道、歩道、自転車道又は自転車歩行者道に接続して農道の主要構造部を保護する。 

  ② 農業機械の駐停車場所となる。 

  ③ 農業用資材や農産物の積降ろし場所となる。 

  ④ 故障車が本線車道から待避できるので、事故及び交通の混乱を防止するのに役立つ。 

  ⑤ 側方余裕幅として交通の安全性と快適性に寄与する。 

  ⑥ 路上施設、地下埋設物あるいは維持管理作業のための場所となる。 

  ⑦ 特に切土部等では曲線部の視距が増大するため交通の安全性が高まる。 

  ⑧ 歩道等を有しない農道においては、歩行者等の待避場所や通行部分となる。 

  ⑨ 積雪地域では、除雪及び堆雪のための場所となる。 

 

イ 路肩の幅員 

 路肩の幅員は、表-3.3.6を、標準とする。 

 なお、計画交通量 500 台/日未満のほ場内農道（支線農道、耕作道）においては、表-3.3.6

の幅員を減ずることができる。この場合には、路端部の構造について十分に検討を行う必要が

ある。 

 
 

                               表-3.3.6 路肩の幅員            （単位：m） 

 

車道幅員 

歩道等を設けない場合 歩道等を設ける場合  

一般部 橋梁部 トンネル部 一般部 橋梁部 トンネル部  

標準 特例 標準 特例 標準 特例 標準 特例 標準 特例 標準 特例  

6.5 

6.0 

5.5 

5.0以下 

1.0 

0.75 

0.75 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25 

0.75 

0.75 

0.75 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

 － 

 － 

 － 

0.25 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

  0 

  0 

  0 

  0 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25 

0.25 

0.25 

0.25 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25 

0.25 

0.25 

0.25 

 

注1) 特例とは、地形の状況、周辺地域の特性、経済性等の理由により必ずしも標準値と同一とすることが地域住

民等の意向に合致しない区間において適用する場合で、この欄に掲げる値まで縮小することができる。 

 2) 歩道等とは、歩道、自転車道及び自転車歩行者道のことをいう。 

 3) 橋梁部とは、延長 50m 以上の橋梁又は高架の道路をいう。 

  4) 1）の条件下においても、大型農業機械の通行が想定できる場合や交通安全上好ましくない場合においては、

特例値の 0.25m を使用しないことを基本とする。 

 5) 歩道等を設ける場合の一般部の特例値 0m については、区画線の設置を考慮し 0.25m を確保することが望ま

しい。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

  
ウ 路肩の構造 

 路肩（保護路肩を除く）は、その機能上、車両の荷重に耐え得るように、また歩行者及び

自転車が場合により路肩を容易に通行できるように舗装することが望ましい。 

 また、特に盛土部においては、路面の表流水の集水を路肩で行うために、路肩端に縁石等

を設けることが望ましい。 

 また、積雪地域で除雪を計画している農道においては、次式で算定した路肩幅員まで広げ

ることができる。 

 

    除雪農道の路肩幅員＝交通確保幅＋除雪余裕幅＋堆雪余裕幅－車道幅員 

 

 交通確保幅：除雪時に最低限交通を確保する必要がある幅 

 除雪余裕幅：高速除雪車によって側方に寄せられた雪を一時的に堆積するために必要な幅 

 堆雪余裕幅：除雪により一時的に堆積した雪を、更にその外側に堆雪させるための幅 

 

 具体的な設計は、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参考とす

る。 

 

エ 保護路肩 

 保護路肩は、農道の最外側にあって、舗装構造及び路体を保護するためのものであり、建

築限界内には含まれない。保護路肩には、路上施設のためのスペースとして設けるものと、

歩道等に接続して路端に設けるものの 2種類があり、主に盛土区間に設けるものである。 

 なお、保護路肩の幅員は、0.5m を標準とし、「イ 路肩の幅員」には、保護路肩の幅員は

含まれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3.4 保護路肩の構造 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
(4) 歩道、自転車道及び自転車歩行者道 

 歩道、自転車道及び自転車歩行者道は、歩行者及び自転

車の安全な通行空間を提供し、併せて自動車交通の安全性

と円滑性を高めるものであり、歩行者及び自転車と自動車

の交通を分離する必要のある場合に設置する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 (4) 歩道、自転車道及び自転車歩行者道 

 ア 基本的事項 

 歩行者、自転車及び自動車は、それぞれ交通形態、速度が異なるものであるため、それぞれ

が異なる交通空間を有することが望ましい。しかし、いずれかの交通量が少ない場合には、同

一空間を利用することが現実的な対応と考えられる。 

 歩行者及び自転車と自動車の交通を分離するかどうかは、それぞれの交通量、速度差、沿道

の状況等を総合的に考慮して判断しなければならない。 

 今日建設される農道の多くは、単に収穫や防除、集出荷や通作等の農業目的のみに利用され

るだけでなく、農村地域の一般生活道路としての性格を併せ有しており、特に集落や学校等の

公共施設に隣接する等の現場条件、路線配置である場合には歩道等の設置を検討する必要があ

る。 

 

イ 歩道の幅員 

 歩道の幅員は、車椅子2台のすれ違いに要する幅、2mを標準とする。 

 

ウ 自転車道の幅員 

 自転車道の幅員は、自転車2台のすれ違いに要する幅、2mを標準とする。 

 ただし、沿道の状況等の理由により、1.5m まで縮小することができる。 

 

エ 自転車歩行者道の幅員 

 自転車歩行者道の幅員は、車椅子2台のすれ違いに要する幅に自転車が通行する幅を加えた

値、3mを標準とする。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
(5) 待避所 

 待避所は、1 車線の農道において車両の安全かつ円滑な通

行を確保するためのものであり、農道の機能、計画交通

量、地形条件等を考慮の上、必要のある場合に設置する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 (5) 待避所 

 1車線の農道においては、一方通行の場合を除き、対向車とのすれ違いのため待避所を設け

る。ただし、農地内における待避所の設置は、農地のつぶれ、区画の不整形等の支障が生ずる

ことがあるので、大型車両の交通がなく、交差点等で対向車とのすれ違いができ、かつ交通に

及ぼす支障が少ない場合には待避所を設けなくてもよい。 

 待避所の設置は、原則として次に定めるところによる。 

  ① 待避所相互間の距離は 300m 程度とする。 

  ② 待避所相互間の農道の大部分が待避所から見通すことができるものとする。 

  ③ 待避所の長さは 10～20m 程度とし、その区間の車道幅員は 5m 以上とする。 

  ④ 待避所の前後には、車両の出入りを容易にするためすりつけ区間を設けるものとし、

その区間の長さは拡幅量の 2倍以上とすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3.5 待避所の長さ、幅員 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
(6) 駐車帯 

 駐車帯は、農道において農業利用車両等の駐停車の需要

の多い区間で、車両の安全かつ円滑な通行を確保するため

のものであり、農道の機能、計画交通量、地形条件、地区

の営農形態等を考慮の上、必要のある場合に設置する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 
(6) 駐車帯 

 農道の駐車帯は、本来の目的である駐停車の用に供するほかに、幅員を有効に利用すること

により、農道を通行するトラクター、コンバイン等の低速の農業機械と農産物や農業用資材を

運搬する高速のトラック等との安全かつ円滑な通行を確保したり、近年では無人航空機(ドロー

ン等)の離着陸場として活用されたりするなど、その効用は広範である。 

 しかし、駐車帯の設置は、用地面積が増加し農道建設費が高くなるので、駐停車の需要は路

肩の活用を考慮し、その必要区間については、利用形態等からみた場合の公共性等も含めて十

分検討する必要がある。なお、農道の利用形態や無人航空機（ドローン等）の利用内容に応じ

て道路交通法や航空法等に基づく許可申請が必要となる場合がある。 

 駐車帯の決定に当たっては、次の点を考慮する。 

  ① 幅員は 2.5m とする。ただし、大型車両の交通量に占める割合が小さい場合には 1.5m
まで縮小することができる。 

  ② 設置目的に沿って有効かつ安全に利用されるよう区画線、標識等により標示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3.6 駐車帯の長さ、幅員 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
2 横断勾配 

 車道、車道に接続する路肩、歩道等には、農道の機能及び

舗装工種に応じて路面上の排水に必要となる横断勾配を設け

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 建築限界 

 農道上で、車両、歩行者等の交通の安全を確保するため、

一定の幅と高さで示される建築限界の範囲内には、障害とな

るようなものを設けてはならない。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

2 横断勾配 

 横断勾配は、一般に排水性の観点からは路面の流速の一定限度内で大きい方がよい。一方で、車

両走行の観点からは小さい方がよく、横断勾配が急になるとハンドル操作に偏りが感じられ、凍結

した路面や濡れた路面では横すべりのおそれがあり、急ブレーキ時には乾いた路面でも同様な現象

が生じる。 

 また、2車線の農道では追越車が路面中央を越えるとき、横断勾配の急激な変化が事故の原因と

なることがある。しかし、土砂系舗装道においては、走行速度が小さいことから走行上の問題は少

なく、むしろ排水が問題となるので横断勾配を大きくとるのがよい。 

 横断勾配の値を決定するには、交通機種、走行速度、気象、線形、縦断勾配、路面の種類等を考

慮すべきであるが、一般的には、アスファルト又はコンクリート舗装道の車道部は 1.5％、土砂系

舗装道は 3.0～6.0％、歩道等は 2.0％を標準とする。また、横断形状は、原則として車道につい

ては、車道中央を頂点として両端に向って下り勾配とし、歩道等については農道の中心に向って直

線の下り勾配とする。ただし、側溝等の位置に留意する。 

 

3 建築限界 

 建築限界とは、農道上で一定の幅と高さで示される建築限界の範囲内には、障害となるような物

を設けてはいけないという空間確保の限界である。 

 建築限界内には、橋脚や橋台等の構造物はもとより、照明、防護柵、信号機、道路標識、街路

樹、電柱等の諸施設を設けることはできない。このため、幅員構成を決める場合には、各種施設の

配置についても十分検討する。 

 

【関連技術書等】 

 技術書「21 横断面計画」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.3.8 線形計画  

 線形計画は、計画交通量、将来

の交通形態、路線配置計画、設計

速度及び横断面計画との整合を図

り、地形、土地利用、線形の連続

性、平面線形及び縦断線形との調

和を考慮の上、曲線半径、縦断勾

配等を決定するものとする。 

3.3.8 線形計画 

1 基本的な考え方 

 線形計画は、交通車両の走行性及び安全性が確保できるよ

う設計速度に応じて平面線形及び縦断線形を決定するものと

し、以下の事項について十分に検討を行う必要がある。 

 ① 地形及び土地利用との調和 

 ② 線形の連続性 

 ③ 平面線形、縦断線形及び横断構成との調和 

 ④ 視距の確保 

 ⑤ 施工性の検討 

 ⑥ 建設費、維持管理費等の経済性からの検討 

 ⑦ 交通の安全性と円滑性及び快適性 

 ⑧ 地質、地形、地物等の制約条件 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.3.8及び運用 3.3.8では、線形計画の基本的事項を明らかにしている。 

1．基本的な考え方 

 (1) 基幹的農道及び幹線農道の線形計画 

ア 線形の連続性 

 長い直線部の終端に小さな曲線部を設けるべきでない。また、大きい半径の曲線部から小さ

い半径の曲線部に急激に変化するような線形も避けなくてはならない。円曲線から直線に移行

する場合には、曲線の半径が有限な値から急激に無限大に急増するので、この間の線形の連続

性を保つには、両者を結ぶ緩和曲線を入れることが望ましい。緩和曲線には、一般にクロソイ

ドが使用されている。クロソイドは、直線と円、円と円の間の曲率の急な変化をなくし、自動

車の緩和走行をスムーズに行わせることを目的としている。 

 

イ 農道の構造及び附帯施設との関連 

 路側に切土のような法面や植樹等がない場合には、運転者は線形に沿って走行し難く、高盛

土の区間では路外転落等重大な事故を起こす危険もある。このような場所に曲線を設けるとき

は、大きい半径の曲線を挿入するとともに、適正な視線誘導、防護柵、植樹等を検討する。 

 

ウ 平面曲線相互の組合せ 

 複合曲線を設ける場合は十分な検討を行わなければならない。特に半径の小さい曲線部はで

きるだけ複合曲線は避ける。やむを得ず設けるときは、隣接する 2 つの曲線は、近似する半径

とする。 

 また、背向曲線の使用も十分な検討が必要である。急激な背向曲線の部分では、運転を誤る

おそれがあるので、背向する 2 つの曲線の距離を条件の許す限り離し、その間に緩和曲線を入

れることが望ましい。 

 

エ 縦断線形の組合せ 

 農道が起伏のある丘陵地を横断する場合、縦断線形を現地形に合せると、上下の縦断線形が

連続的に密に反復されることによって縦断面に凹部が隠され、凸部のみ連続的に見えるような

線形となる。したがって、凹部が見えないことによって思わぬ事故が起こる原因となるため、

このような線形は避けなければならない。また、同方向に曲がる 2 つの縦断曲線を短い曲線で

結ぶことは一般に行ってはならない。 

 

オ 交差点前後における線形 

 平面交差の前後では、平面曲線及び縦断勾配とも可能なかぎり緩やかなものとする。これ

は、交差点の見通しの確保及び安全性の増大と交通量の処理能力のために必要である。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

  カ 平面線形と縦断線形の組合せ 

   ｱ) 平面線形と縦断線形を組み合わせる場合は、次の諸点に留意し、調和のとれた線形とし

なければならない 

    ① 平面曲線と縦断曲線の位置を重ね合わせる。 

    ② 平面曲線と縦断曲線の大きさの均衡を保つ。 

    ③ 適当な合成勾配が得られる線形の組合せを選ぶ。 

   ｲ) 次のような組合せは避けることが望ましい。 

    ① 凹形縦断曲線、凸形縦断曲線の頂部又は底部に急な平面曲線を入れること。 

    ② 凹形縦断曲線の頂部又は凸形縦断曲線の底部に背向曲線の変曲点を配置すること。 

    ③ 1つの平面曲線内又は 1つの直線内で縦断曲線が凹凸を繰り返すこと。 

    ④ 長い直線区間に凹形縦断曲線を入れること。 

    ⑤ 同方向に屈曲する曲線の間に短い直線を入れること。 

  キ 地すべり地帯における線形 

   ① 地すべり地を橋梁でまたぐ場合、橋台・橋脚の位置は極力地すべり地から離して設置す

る。この場合でも、山すそ部には設置しないことが望ましい。やむを得ず橋台・橋脚を地

すべり地内に設置する場合は、地すべり指定地域管理者と協議のうえ、地すべりの安定化

を図るとともに橋台・橋脚の防護を図ることが必要である。 

   ② 地すべり地内にトンネルの坑口を設置することは避けなければならない。 

   ③ 路面排水等の流末を地すべり地内に設けてはならない。 

   ④ 地すべり地上に盛土をして道路を通す場合、あらかじめ地すべりを完全に防止しておく

のは当然であるが、盛土基礎地盤に地下排水管等を設け、盛土の安定及び地すべり活動の

誘発防止を図る必要がある。 

   ⑤ 地すべり地を切土して道路を通す場合も、あらかじめ地すべりを完全に防止しておくの

は当然であるが、この切土によるその上部土塊の新しい滑落防止を図らなければならな

い。 

   ⑥ 地すべり地を末端切土又は頭部盛土で道路を通す場合、切土量又は盛土荷重を軽減でき

るよう検討する必要がある。 

 

 (2) 支線農道及び耕作道の線形計画 

  ① 支線農道の線形は、ほ場に従属する面が多いことから、交通機種、使用頻度、つぶれ地、

建設費、維持管理費、将来の拡幅の見込み等を考慮して経済的になるようにする。 

  ② 計画交通機種の種類、大きさ、回転半径等を検討し、それに応じた線形とする。 

  ③ 農業機械の調整、旋回等、ほ場の延長として利用できるよう計画しなければならない。 

  ④ 交差部には、隅切りを設け広めておくことも考慮する。ただし、ほ場整備において隅切り

を設けると、耕区が整然と長方形にならないので必要最小限にとどめる。 

  ⑤ 水田への進入路は各耕区に 1 か所を標準とし、支線農道脇の小用水路を越えて農業機械が

耕地に自由に出入りできるような幅員、縦断勾配を設定する。 

  ⑥ 畑、樹園地地域において、農道とほ場との連続性が断たれる場合は、進入路を設ける。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
2 線形の構成要素 

 線形計画の作成に当たっては、平面線形及び縦断線形を構

成する以下の要素について決定する。 

 (1) 平面線形の構成 

  ① 曲線半径 

  ② 曲線長 

  ③ 曲線部の拡幅 

  ④ 緩和区間 

  ⑤ 片勾配 

  ⑥ 片勾配、拡幅等のすりつけ 

  ⑦ 視距 

 

 (2) 縦断線形の構成 

  ① 縦断勾配 

  ② 縦断曲線 

  ③ 合成勾配 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

2 線形の構成要素 

 線形の構成要素の定義は、次のとおりである。 

 なお、具体的な設計は、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参考とす

る。 

 (1) 平面線形の構成 

 ① 曲線半径 

 曲線半径は、車道の屈曲部のうち緩和区間を除いた部分（以下「曲線部」という。）の中心

線の半径の長さで、設計速度に応じて適切に設定する。 

 

② 曲線長 

 曲線長は、曲線部の中心線の長さ（当該曲線部に接する緩和区間が曲線形である場合は、当

該緩和区間の長さを加えた長さ）のことで、農道の機能及び設計速度に応じたものとする。 

 

③ 曲線部の拡幅 

 車両が曲線部を走行する場合、前輪と後輪は異なった軌跡を描き、前後車輪が車道をはずれ

ないよう1車線（車線区分のない農道については車道）につき、交通車両、車道幅員及び曲線

半径に応じた曲線部の拡幅を行うものとする。ただし、地形の状況、その他の特別な理由によ

りやむを得ないものについてはこの限りでない。 

 なお、拡幅を行う場合は、緩和区間を設置する、しないに関わらず、すりつけを行う。 

 

④ 緩和区間 

 緩和区間とは、直線部と曲線部の拡幅と片勾配のすりつけを行う区間で、計画交通量500台/日

以上の農道の屈曲部に設ける。ただし、地形の状況、その他の特別な理由によりやむを得ない

ものについてはこの限りでない。 

 なお、曲線半径が設計速度に応じた一定の値以上のときは、緩和区間を省略することができ

る。 

 

⑤ 片勾配 

 計画交通量500台/日以上の農道の車道及び車道に接続する路肩の曲線部には、安定した走行

性を確保するために片勾配をつける。ただし、地形の状況、その他の特別な理由によりやむを

得ない場合においては、片勾配を付さないことができる。 

 

⑥ 片勾配、拡幅等のすりつけ 

 片勾配をつける場合、又は片勾配の値が変化する場合、もしくは曲線部の拡幅を行う場合に

は、緩和区間内ですりつけを行う。 

 

⑦ 視距 

 視距は、車両の走行上の安全性又は快適な運転のため、設計速度及び車線数に応じて適切に

設定する。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 交 差 

 交差点の構造は、計画交通量及び計画交通機種を考慮の

上、安全かつ円滑な交通が確保できるよう交通制御と交通方

法を想定して決定する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 (2) 縦断線形の構成 

  車道の縦断線形は、交通車両の走行速度の低下、登坂能力、視距等を考慮の上、交通の混乱

や安全性の低下が生じないよう縦断勾配、縦断曲線及び合成勾配を総合的に検討する。 

① 縦断勾配 

 農道は、同一設計速度区間において同一の走行状態が保たれるよう計画するのが基本であ

り、縦断勾配は、地形、ほ場の区画形状等を考慮の上、できる限り緩勾配にすることが望まし

い。 

 また、荷重の大きい農業機械においては、登坂よりもむしろ降坂の場合の安全上、勾配を緩

くすることが必要となる。 

 

② 縦断曲線 

 縦断曲線は、縦断勾配が変位する箇所で設置するもので、車両の走行時に受ける衝撃の緩和

及び視距の確保のために設計速度及び縦断曲線の曲線形の形態に応じて縦断曲線の半径を設定

する。 

 

③ 合成勾配 

 合成勾配とは、片勾配又は横断勾配と縦断勾配のついている農道の路面の最急勾配で、農道

の機能及び設計速度に応じて適切に設定する。 

 

3 交 差 

  農道の交差には、農道と鉄道との交差と道路相互に交差する場合とがあり、この交差の形態は、

平面交差と立体交差に分類される。 

  当該農道の交差を平面交差とするか立体交差とするかは、交差する道路相互の交通量の組合せが

信号交差点の交通容量から算定して、信号によって処理できる範囲を超えるか否かにより判断すれ

ばよいが、立体交差とする場合は、単にその箇所のみでなく、路線全体に与える影響について十分

配慮する必要がある。 

 

【関連技術書】 

技術書「20 線形計画」 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
4 路面高 

 路面高は、線形、土工、農道の機能、用地等を考慮の上、

決定する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

4 路面高 

 路面高は、当該農道の線形、用地事情等によって左右されるが、農道の機能、路盤等の保全、農

業機械の走行時の転落などに対する安全性等を考慮の上、下記により決定することが望ましい。た

だし、軟弱地盤上に農道を設置する場合には、盛土の安定条件と長期沈下を考慮して路面高を決定

する必要がある。また、隣接する農地の利用形態（水田・畑）に応じて、関連する技術書等を参考

にするものとする。 

  (1) 線形との整合 

 平面線形及び縦断線形には、交通の安全性及び快適性を確保するための制限が設けられてお

り、路面高の決定に当たっては、これらとの関連を検討する。 

 

(2) 土工の検討 

 切土、盛土が連続する区間については、掘削土の土質が盛土として不適当でない限り、掘削土

を盛土に利用できるように土量の平衡を考慮して路面の位置、高さを決める。 

 

(3) 農道の機能への配慮 

 路面高は農道本体の構造を保持する面から、当該農道に近接する河川、湖沼、水田等の水面の

最高水位よりある程度の高さをもって計画することが必要である。同時に農業機械のほ場への出

入り、営農資材や収穫物の積降ろしなど農作業、農道走行時の転落などに対する安全性等にも十

分配慮した高さとする必要がある。 

 

(4) 用地事情の考慮 

 農道用地の取得、農道用地と周辺部との関係等の用地事情により路面高が制約される場合があ

るので十分考慮する。 

 

(5) 農道ターン方式の農道 

 農道ターン方式の機能を有する農道では、道路からほ場への農業機械の出入りの容易さ、安全

性、水稲栽培に必要な水深や風通し、維持管理等を考慮する。 

 なお、農道ターン方式は、農業機械がほ場内から農道に安全に登坂できるよう、法面勾配を緩

くとることからつぶれ地が大きくなる。したがって、農道ターン方式を採用する場合、その路面

高は、地盤の条件を考慮しつつも低い方が望ましい。 

 

【関連技術書等】 

 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 

 土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備(水田)」基準書・技術書 

 土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備(畑)」基準書・技術書 

自動走行農機等に対応した農地整備の手引き 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.4 主要工事計画 

3.4.1 主要工事計画の作成 

 主要工事計画は、農道の構造、

主要構造物及び附帯構造物につい

て、それらが一体となって安全か

つ円滑な交通が確保できるよう作

成するものとする。 

 

 

 

3.4.2 農道の構造 

 農道の構造は、路体、路床、舗

装、法面及び排水工で構成され、

その構造は、安全かつ経済的なも

のとしなければならない。 

3.4 主要工事計画 

3.4.1 主要工事計画の作成 

 農道の構造は、路体及び路床の支持力等の検討並びに舗装

工種及び構造の検討と併せて、必要に応じて法面保護工及び

排水工の検討を行う。 

 主要構造物は、路線配置計画及び線形計画との関連性を考

慮の上、橋梁、トンネル等の位置、構造等の検討を行う。 

 附帯構造物は、当該農道の立地条件及び機能に応じて各附

帯施設の必要性、構造等の検討を行う。  

 

3.4.2 農道の構造 

1 路 体 

 路体は、盛土における路床以外の部分をいい、路床、舗装

等の上部を支持するものであるから、すべり破壊、異常な沈

下、変形等が生じないよう支持力及び安定性について十分に

検討を行う。 

 

2 路 床 

 路床は、舗装及び路面上の荷重を支持するものであるか

ら、支持力について十分に検討を行う。 

 なお、十分な支持力が得られない場合は、路床の改良を検

討する。 

 

3 舗 装 

 舗装の目的は、構造上は路面に加えられた荷重を安全に路

床に分散、伝達することにあり、利用上、一般道路が路面を

平滑にして自動車交通の走行性、快適性の確保を目的として

いるのに対し、農道においてはそれ以外に農産物輸送時の荷

傷み防止、砂塵・飛散砂利による農産物・農地・農業施設等

への被害防止等、営農阻害の原因を除去する目的も大きい。 

 このため、舗装工種の選定は、農道の機能、利用形態、地

形条件等を勘案し、交通の安全性、快適性、経済性、施工性

及び維持管理を検討し、舗装工種の特性を考慮の上、決定す

る。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

 基準 3.4.1及び運用 3.4.1では、主要工事計画の検討内容を明らかにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基準 3.4.2及び運用 3.4.2では、農道の構造の基本的事項を規定している。 

1 路 体 

 支持力及び安定性の検討は、基礎地盤の条件及び軟弱地盤に対する検討等、基礎地盤の状態に応

じて適切に行い、必要な対策を講じなければならない。 

 

 

 

2 路 床 

 路床土の良否はその上部に設ける舗装の厚さに大きな影響を与える。このため、その土質の判定

に当たっては十分な検討が必要であり、一般に物理的性質（含水量、粒度、比重、コンシステンシ

ー等）及び力学的性質（ＣＢＲ試験、平板載荷試験等）を明らかにするための土質試験を行う。そ

の結果や施工事例等の資料を参考にして、路床土としての適否や路床改良方法を決定する。 

 

3 舗 装 

 (1) 舗装工種の選定 

 農道の舗装工種は舗装する材料により、アスファルト舗装、コンクリート舗装及び土砂系舗装

に分類される。 それぞれの特性は次のとおりである。 

  ア アスファルト舗装 

 アスファルト舗装は、一般に表層、基層及び路盤から構成される。 

 一般にコンクリート舗装より工事費が安く、維持補修は容易であるが、維持費は高い傾向に

ある。交通開放や施工速度の敏速を要求される場合は、一般にアスファルト舗装が有利であ

る。また、交通量の増加に伴い逐次補強することが容易である。基幹的農道、幹線農道、砂塵

や車の振動により農産物を損傷させるおそれのある支線農道及び生活道路として利用されてい

る交通の多い支線農道はアスファルト舗装を検討する。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 
イ コンクリート舗装 

 コンクリート舗装は、コンクリート版を表層とする舗装をいい、一般に表層及び路盤から

構成される。コンクリート版は剛性を有しており、輪荷重等による曲げ応力に抵抗するの

で、コンクリート舗装を剛性舗装ともいう。 

 以下に掲げるような場合はコンクリート舗装を検討する。 

   ① ライフサイクルコストを考慮した際、コスト低減になる場合 

   ② 舗装版を他のコンクリート構造物と一体的に施工した方が有利な場合 

   ③ 地形勾配や構造上の条件がアスファルト舗装に適さない場合 

   ④ アスファルト舗装の施工が困難な場合 

   ⑤ 特に耐摩耗性が要求される場合 

  ⑥ 油脂類による路面汚損が予想され、アスファルト舗装が不適当な場合等 

 

ウ 土砂系舗装 

 土砂系舗装は、路床の上に砂利、砕石で層（路盤）を造り、その表面を路面として用いる

もので、防塵処理及び表面処理も土砂系舗装に含めている。 

 他の工種に比べて経済的であることから、交通量の少ない支線農道、耕作道では実施され

ている例が多く、反面、交通量が多くなると、砂利飛散、砂塵等による沿道農地の作物被害

が増大したり、路面の凹凸により集出荷時に、野菜、果実等の荷傷みが多くなる。 

 また、浸透性舗装であるため、維持管理が悪いと降雨時、路面の排水が速やかに行われな

くなって、路面が泥ねい化し通行不能となったり、不陸直し、砂利補給等の維持管理にかな

りの費用を要することなどの欠点をもっている。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 

(2) 特殊舗装 

 舗装には、舗装箇所（車道、路肩、歩道、橋梁、トンネル）、舗装目的に応じて、特殊な舗装

工種があることから、特殊舗装の特性と経済性等を考慮の上、取り扱う必要がある。詳細につい

ては、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」技術書を参考とする。 

 ア アスファルトの特殊舗装 

   ① グースアスファルト舗装 

   ② ロールドアスファルト舗装 

   ③ 半たわみ舗装 

   ④ 透水性舗装 

   ⑤ 着色舗装 

   ⑥ 明色舗装 

   ⑦ フォームドアスファルト舗装 

   ⑧ 排水性舗装 

 

 イ コンクリートの特殊舗装 

   ① 連続鉄筋コンクリート舗装 

   ② プレストレストコンクリート舗装 

   ③ 鋼繊維補強コンクリート版 

 

(3) 留意事項 

① いずれの舗装工種を採用する場合であっても、高盛土区間、軟弱地盤区間、構造物との接

合部分等で不等沈下のおそれのある箇所では、路盤施工後一時交通開放するなどして、路床

が安定してから所定の舗装断面に仕上げることが望ましい。 

 

② 舗装工種（アスファルト又はコンクリート）の使用区分を道路の縦断勾配で決める場合

は、おおむね12％を目安とするが、施工機械の能力によっては12 ％以上でもアスファルト舗

装が可能な場合がある。このような場合は、必要に応じてすべり止め工、表流水の処理及び

路外逸脱防止工、急勾配を示す標識等の設置についても検討することが必要である。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
4 法面の安定と法面保護工 

 切土及び盛土部分の法面の勾配は、法面の安定が確保され

るよう設定する。 

 なお、法面のすべり破壊、表層崩壊及び侵食に対する安定

性を確保するため、必要のある場合に法面保護工等を設ける

ことを検討する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

4 法面の安定と法面保護工 

 法面の安定は、切土法面と盛土法面に区分して、その安定性の検討を行う。 

 切土法面は、風化作用等により、複雑かつ不均一な場合が多いことから、地盤の土質、地質、地

下水、周辺の崩壊等の状況を十分に把握した上、法面の崩壊及びすべり破壊に対する安全な法面勾

配を総合的な判断により設計する。 

 盛土法面は、原則として、すべり破壊に対する法面勾配を安定解析により設計することとする

が、地盤の土質、地質、材料の性質、法面保護工の種類等を考慮して、実績から定めた値を用いて

もよい。 

 ここで、法面保護工等とは、外的要件による法面の侵食や風化を防止するため、植生や構造物で

法面を被覆したり、土留め構造物で法面の安定を図るなどの法面保護工又は擁壁のことをいう。 

 景観配慮の観点においては、安全性、経済性等を考慮しつつ法面の発生する範囲を極力抑制する

ような工法等を検討することが望ましく、やむを得ず生じる法面については周辺景観と調和する工

法について検討する。 

 なお、擁壁は、次のような場所についてその必要性を検討する。この場合、材料及び種類は安全

かつ経済的なものとする。 

  ① 河川、海、湖沼等に接した箇所 

  ② トンネルの坑門又は橋台のそで 

  ③ 盛土又は切土の法先 

  ④ 用地の関係から必要のある箇所等 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
5 排水工 

 農道の構築材料への水の浸入による強度低下と路面のたん

水を防ぐため、表面排水、地下排水及び法面排水について十

分な検討を行い、農道の機能低下を招くことのないよう必要

のある場合に排水施設を設置する。 

 なお、寒冷地域においては、必要のある場合に路床及び路

盤の凍結融解作用に対する凍上防止対策を行う。 

 また、雨水が道路にたまりやすい造成形態となる場合は、

道路に集水機能をもたせた水路兼用農道を設けることができ

る。この場合の舗装構造は一般の農道に準じたものとする

が、排水路としての利用を考慮の上、特に安全対策に留意す

る。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

5 排水工 

 (1) 排水工 

  一般に農道の構築材料は、水の浸入によってその強度が低下する。このため、農道の破壊は水

が原因となって起こることが多い。また、路面にたん水することによって、交通の安全性の低下

を引き起こす。したがって、排水施設は非常に重要なものである。 

  農道の排水を考える場合には、一般に次のような事態を考慮して、表面排水、地下排水、法面

排水、構造物の排水及び凍上について検討することが必要である。 

  ① 路面の排水の遅滞による交通の停滞やスリップ事故 

  ② 路面あるいは隣接部から浸入する表流水の農道内部への浸透による農道の破壊 

  ③ 隣接部より浸透してくる水及び地下水面から上昇してくる水による農道の劣化及び破壊 

  ④ 法面の侵食、崩壊 

  ⑤ 橋梁、トンネル、擁壁等構造物の機能低下及び破壊 

  ⑥ 寒冷地における凍上による路床支持力の低下及び農道の破壊 

  なお、排水の計画に際しては、流末処理についても十分配慮しておかなければならない。 

 

 (2) 水路兼用農道 

  水路兼用農道の設置に当たっては、計画交通量、排水量、営農形態等から適切に判断するもの

とするが、主な判断基準は、以下に示すとおりである。 

  ① 土砂系舗装に比べて雨水による破損が少なく、補修費及び管理費が節約できる場合 

  ② 広幅の平型水路であり多少の土砂堆積が生じても排水能力があることから、土砂流亡を起

こしやすい土壌地帯に有効となる場合 

  ③ 降雨直後でも農地への通作が容易であり、また収穫物の荷傷み防止等営農効果の増大が期

待できる場合 

  ④ 用地幅が節約できる場合 

 水路兼用農道は、農道としての機能を有するだけでなく排水路として利用することを十分考慮し

た構造でなければならない。この場合の舗装構造は一般の農道と同様とするが、排水量が多い場合

や常時排水となる場合はＬ型側溝等を設け、極力過大な水深や常時の路面排水とならないような排

水路としなければならない。また、水路兼用農道では特に路面のスリップ防止対策等、安全対策に

留意する必要がある。 

【関連技術書等】 

 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 



 

80 

基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.4.3 主要構造物 

 橋梁、トンネル等の主要構造物

の位置、線形、構造等は、安全か

つ経済的なものとしなければなら

ない。 

3.4.3 主要構造物 

1 橋 梁 

 橋梁の設計に当たっては、架橋予定地付近の地形、地質、

河川、排水路、周辺の構造物、それらに基づく重要度等を十

分把握し、自然環境への影響に配慮しつつ、適切な架橋位

置、線形及び構造を決定しなければならない。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.4.3及び運用 3.4.3では、主要構造物の計画の基本的事項について明らかにしている。 

1 橋 梁 

 (1) 位置の選定 

 路線配置計画の中に橋梁を含むとき、前後の路線配置の上から架橋位置が定まる場合と架橋地

点がむしろ路線配置に制約条件となる場合がある。一般的に橋長が短く、農道全体の工事費の中

で橋梁費の占める割合が低いときは、架橋地点が路線配置計画決定の支配条件とはならないが、

地形あるいは河川管理上等の制約条件によって横断箇所が限定されるとき、あるいは橋梁工事費

が大きいときは、架橋位置が路線配置計画決定のための支配条件となる。 

 河川を横断する橋梁の位置は、河川の分岐点、合流点、屈曲部等を避けることが望ましい。ま

た、橋梁の構造や施工性からは、河道や河床が安定している箇所、直線部で改修済みの区間、地

質が良好で水深の浅い箇所及び川幅が比較的狭い箇所が望ましい。しかし、川幅の狭さく部は流

水への阻害や河岸の浸食、橋脚の洗掘等のおそれがあるため河川管理上好ましくないこともある

ので、十分検討しなければならない。 

 道路、鉄道、谷等を横断する場合は、被横断物の利用及び構造に支障のない位置を選定するこ

とが必要である。 

 

(2) 農道橋の分類 

 農道橋は、小規模農道橋とそれ以外の農道橋に分類する。 

 

(3) 小規模農道橋の定義 

 次に示す①～③の全てに該当する農道橋を小規模農道橋とする。 

 ① 道路構造令に準拠しない“ほ場内農道”のうち支線農道、耕作道においてほ場内の用排水

路等に架かる農道橋で、万一地震による被害を被ったとしても、地域社会や上下流流域に大

きな影響を及ぼすおそれがなく、速やかな撤去又は復旧が可能なもの。 

② 単径間かつ単純支間長 24ｍ以下、かつ橋台高６ｍ程度以下のもの。 

 ③ 設計自動車荷重 196kＮ以下、かつ 1 車線、かつ車道幅員 5.5ｍ未満のもので、想定荷重

を超える車両の通行規制標識や進入防止ブロック等を設置するもの。 

  

(4) 小規模農道橋の設計 

 具体的な設計は、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参考とする。 

 

(5) 小規模農道橋以外の農道橋の設計 

 具体的な設計は、次に示す関連技術書等を参考とする。 

  ① 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 

  ② 道路橋示方書・同解説（（公社）日本道路協会） 

  ③ 道路橋支承便覧（（公社）日本道路協会） 

  ④ 杭基礎設計便覧（（公社）日本道路協会） 

  ⑤ コンクリート道路橋設計便覧（（公社）日本道路協会） 

  ⑥ 伸縮装置便覧等（（公社）日本道路協会） 

    ⑦ コンクリート標準示方書【構造性能照査編】（（公社）土木学会） 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

  

 

 

 

 

2 トンネル 

 トンネルの設計に当たっては、地形、地質、環境条件等の

調査結果と施工実績に基づき、安全性及び経済性を十分考慮

の上、路線配置、線形、支保工、覆工等を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 踏 切 

 農道が鉄道と交差する場合、その交差部の構造は、両者の

輸送機能及び交通の安全が十分保たれるよう決定する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

（6）環境配慮 

 比較的規模が大きい橋梁は生態系、景観に影響する場合があることから、十分配慮することが

必要である。また、景観配慮により事業費が著しく増加しないよう十分検討することが必要であ

る。 

 2 トンネル 

 (1) 路線配置の検討 

 トンネルの路線配置は、構造上及び施工上の技術面からみると、坑口及び通過区間の地質が良

好で、施工上の便宜が得られる路線が望ましく、また、工事費からみると、トンネルは単位長さ

当たりの工事費が高いので、その延長はなるべく短い方が有利である。しかし、トンネルの経済

面としては、建設工事費だけでなく、前後の取付道路部分も含めた維持管理費、走行経費等を考

慮し、総合的に判断する必要がある。また、完成後利用者が安全に通行できるような線形が得ら

れ、災害に対しても安全性が高いことが必要である。さらに、通過路線上又は周辺に存在する各

種の物件・権利や工事上の制約との関係、周辺環境との調和についても検討し、総合的に最良の

路線配置を選定する。その際には調査結果を基にいくつかの比較路線やう回路線を設定して比較

検討を行った上で、路線配置を決定することも必要である。 

 

(2) 設計の基本 

 トンネルの設計は、農道の規模に応じた内空断面、工法、換気、照明、非常用施設、内装、防

災等について必要な検討を行い、適切に設計しなければならない。 

 なお、具体的な設計は、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参考とす

る。 

 

3 踏 切 

 鉄道との交差を計画するに当たっては、工事の施工方法、費用負担に関する事項について鉄道事

業者と協議することが必要であるが、このほかにも必要に応じて踏切道が近接して数か所ある場合

の踏切道の統廃合、踏切道の新設、施設の維持管理及びこれらの場合の費用負担等について、鉄道

事業者と十分に協議調整し、両者の輸送機能及び交通の安全が十分保たれるようにする。 

 

【関連技術書等】 

 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.4.4 附帯構造物 

 農道には、農道の構造、地形等

の自然条件を考慮の上、暗渠（カ

ルバート）、緑地帯、防雪施設、交

通安全施設、交通管理施設等の附

帯構造物を設置するものとし、そ

の必要性を十分に検討するととも

に、安全かつ経済的な構造としな

ければならない。 

3.4.4 附帯構造物 

1 暗渠（カルバート） 

 農道用地内外において、降雨や融雪等により生じた表面排

水を安全に流下させるため、農道を横断する暗渠（カルバー

ト）を設置する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.4.4及び運用 3.4.4では、附帯構造物の計画の基本的事項について明らかにしている。 

1 暗渠（カルバート） 

 (1) 水路用 

 暗渠の通水断面としては、横断する水路等が用水路の場合には計画流量を、排水路及び渓流の

場合は、集水面積、地形、降雨強度等に基づいて算出した計画流量を流下し得る断面を与える。

特に山地の渓流等における暗渠の断面は、豪雨時に土砂や流木等が堆積して通水断面がふさが

れ、災害を起こす場合もあるので、そのようなおそれのある所では、これらを勘案の上決定す

る。また、流量が少ない場合でも、沈泥による有効断面の縮小や、清掃の維持管理を考慮して内

径又は内幅を 60cm 以上とすることが望ましい。 

 水路用暗渠は、土砂の沈殿や、浸食を防止するため、その高さや勾配をなるべく在来水路等に

合わせる。ただし、地形、流況等を考慮し、経済性、施工性等に留意する必要がある。なお、サ

イホン形式の水路用暗渠は極力避けるものとする。 

 なお、暗渠の平面線形は、農道と直角に交差することが望ましい。 

 

(2) 通路用 

 地形、被横断物の構造及び利用状況、経済性、施工性等から通路用暗渠とすることが適当な場

合がでてくる。この場合、接続する道路が、一般交通の用に供するものであるときは、その建築

限界によって通路用暗渠の内空断面を定めるものとする。ただし、小規模の農道や人道あるいは

動物の通路等では、通路の使用に支障のない範囲において、これより小さな断面としてもよい。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
2 緑地帯 

 農道において、交通の安全と快適性を高めるとともに、周

辺環境との調和に配慮し、社会生活環境の改善等に資するよ

う必要に応じて緑地帯を設けることを検討する。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

2 緑地帯 

 緑地帯とは、農道機能の向上と周辺環境の保全を目的として農道用地の中に帯状又は列状に設け

る植栽又は既存の植生の部分をいう。 

 緑地帯の計画は、地域の自然的、社会的条件及び農道の種類、機能、構造に応じて緑地帯に期待

される機能を明らかにし、植栽形式（帯状又は列状）、植栽幅、樹種、樹木育成タイムスケジュー

ル等を決定する。この場合、沿道開発及び交通量の将来予測を的確にし、長期的な観点で計画する

ことが大切である。 

 (1) 緑地帯の機能 

 緑地帯の機能としては、農道利用者に不快感や不調和な感じを与えるものを遮へいし、沿道と

の景観の調和を図る修景機能、視線誘導、遮光、トンネル出入口部の明暗差の緩和等を図る交通

安全機能、道路交通によって生ずる騒音及び排出ガスの沿道に与える影響の軽減、緑蔭の提供、

防風、防雪等を図る環境保全機能がある。 

 

(2) 緑地帯の設置 

 農村地域においては、都市地域に比べて一般に緑が多く、交通量もそれほど多くないことか

ら、沿道との景観の調和、騒音、排気ガスの影響の軽減等の主に都市地域の道路に要求される機

能を主目的として緑地帯を設けることは少なく、むしろその立地条件から、線形等農道の幾何構

造を余裕のある計画にできなかったり、強風、積雪等の厳しい気象条件がある場合に、緑地帯の

用地、維持管理等を考慮の上、視線誘導、防風、防雪等交通安全上や農道機能維持のために緑地

帯の設置を検討する。 

生態系、景観配慮の観点から、沿線に緑地帯として並木等を植栽する場合は、その必要性、地

域住民の意向等を十分考慮して実施することが望ましい。また、並木は視線誘導等の安全性向上

にも役立つ場合があることに留意する。 

 植栽の計画、設計、施工については、「道路緑化技術基準・同解説」（（公社）日本道路協会）

が参考となる。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
3 防雪施設等 

 農道において、なだれ、飛雪及び積雪により交通の確保が

困難となるおそれのある箇所には、農道の利用状況等を考慮

の上、防雪施設等を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 交通安全施設 

 農道には、車両、歩行者等の安全かつ円滑な通行を確保す

るため、必要のある場合に防護柵、照明施設、視線誘導標、

道路反射鏡、立体横断施設等の交通安全施設を設ける。 

 

 

5 交通管理施設 

 農道には、車両、歩行者等の安全かつ円滑な通行を確保す

るため、農道の機能が十分発揮できるよう設置場所、管理方

法等について十分な検討を行い、必要のある場合に道路標

識、マーキング、交通信号機等の交通管理施設を設ける。 

 なお、交通管理施設には、都道府県公安委員会（以下「公

安委員会」という。）の所管のものもあり、事前に十分な協議

を行う。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

3 防雪施設等 

 積雪地域においては、地形、気象等の状況により農道上に吹きだまりが発生したり、なだれが到

達するなどして交通に支障を及ぼす場合がある。 

 冬期間の交通を確保する必要のないほ場内農道については、農道の構造に被害を及ぼすような場

合を除いて防雪施設、融雪施設等を考慮しなくてよいが、基幹的農道等で、冬期間においても資

材、農産物、食料品等の輸送や日常生活などに利用される農道については、冬期間の交通の確保及

び安全を図らなければならない。 

 このため、農道の線形、構造、樹木や家屋など周りの状況等を考慮の上、あらかじめ吹きだま

り、なだれ等の発生場所や程度を予測し、これが生じないような、又はこれらに対処できる防雪施

設、融雪施設等を設置することが望ましい。しかしながら、実際上予測することは極めて困難であ

ることから、農道の完成後現地の状況によっては、防雪施設等を整備する必要が出てくる場合もあ

る。 

 なお、融雪施設等については、流末の閉塞等により溢水が生じることが多いので、立地条件等に

応じた十分な配慮が必要である。 

 

4 交通安全施設 

 交通安全施設の詳細な計画は、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参考

とする。 

また、防護柵等は景観に影響する場合があることから、景観配慮の必要性の高い地区では、その

形状、色彩等について検討することが必要である。 

 

5 交通管理施設 

 交通管理施設の詳細な計画は、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参考

とする。 

 

【関連技術書等】 

 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 

 農業用道路の新設・改築に係る都道府県公安委員会との協議・調整について 平成 5 年 8 月 3 日

付け（5構改Ｃ第 542号構造改善局長通知） 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.5 事業計画の評価 

 農道整備により見込まれる経済

効果を測定し、事業計画の経済性

及び妥当性を評価するものとす

る。 

3.5 事業計画の評価 

 事業計画の評価は、別に定める「土地改良事業の費用対効

果分析に関する基本方針の制定について」（平成 19 年３月 28

日付 18農振第 1596号農村振興局長通知）に基づき行う。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.5及び運用 3.5では、事業計画の評価についての基本的事項を明らかにしている。 

１ 事業計画の経済的妥当性の評価 

 (1) 経済性の側面からの評価 

 土地改良事業実施の基本的要件には、「すべての効用がそのすべての費用をつぐなうこと」と

されており、農道整備の実施により見込まれる総便益と総費用を対比し、事業計画の妥当性を検

証しなければならない。 

 

(2) 負担能力の側面からの検証 

 土地改良事業実施の基本的要件には、「農家等が負担することとなる金額が、これらの者の農

業経営の状況からみて相当と認められる負担能力の限度を超えることとならないこと」とされて

おり、農家等の負担金について償還の可能性を検証しなければならない。 

 ２ 経済効果の測定 

 (1) 農道の持つ機能と効果 

  農道の新設、改良に伴う経済効果とは、その事業が地域農業、地域経済、交通条件及び生活環 

境に対し影響を及ぼすものである。したがって、その効果は有形・無形に、長期的・短期的に、

直接的・間接的に極めて複雑かつ広範囲にわたるものであり、これらの効果を完全に測定するこ

とは困難である。農道には、事業計画により与えられる役割、性格付けによって種々な効果を発

揮することとなるが、その機能と主な効果の関係を整理すると、図-3.5.1のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図-3.5.1 農道整備による効果 

(農 道 の 機 能)      ( 効    果    の    種    類) 

①農業生産性の向上 

②農業生産の近代化 

③農産物流通の合理化 

①農道を直接走行 

 することによっ 

 て生ずる効果 

距離の短縮 

走行速度の変化 

輸送車種の変化 

走行のスムーズ化 

走行経費の節減 

輸送時間の短縮 

運転者の疲労度 
の  軽  減 

荷傷みの減少  

営 農 に 係 る 

走行経費節減 

効    果 

一 般 交 通 等 
経費節減効果 

 

交通事故の減少，荷造包装費の節約， 

交通快適度の増大，市場価格の上昇等 

作物の転換   

農作業の機械化 
・能率化    

②農道を整備することによって 

間接的に生ずる効果 

（対象外） 

作 物 生 産 

効    果 

③農道維持管理費節減効果 
維持管理費 

節 減 効 果 

④社会生活環境の改善 

⑤その他 

④農村地域住民の厚生増大効果 

⑤土地等の資源の有効利用，生産，集出荷等の合理化に伴う効果 

 資源価値の上昇，土地利用価値の上昇，農産物の選択的拡大，農地防災， 

 市場圏の拡大，農業組織の拡大と統廃合の促進，市場機構の合理化等 

⑥農村における農業活動，その他の活動の増進効果 

⑦農道整備に伴う投入資材，労働力の需要増によって生ずる種々の波及効果 

品 質 向 上 
効    果 

砂塵発生の軽減 

農 業 労 働 
環境改善効果 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 (2) 経済効果項目の体系 

  「土地改良事業の費用対効果分析に関する基本方針の制定について」（平成 19 年３月 28 日付

18農振第 1596号農村振興局長通知）に示される効果項目の体系を、図-3.5.2に示す。 

  なお、各効果項目の詳細については、「土地改良事業の費用対効果算定マニュアルの制定につ

いて」（平成 19年３月 28日付 18農振第 1597号農村振興局企画部長通知）を参考とする。 

  

 

 

 

 

 

図-3.5.2  経済効果項目の体系 

【関連技術書等】 

土地改良事業の費用対効果分析に関する基本方針の制定について（平成19年３月28日付18農振第

1596号農村振興局長通知） 

土地改良事業の費用対効果算定マニュアルの制定について（平成 19 年３月 28 日付 18 農振第

1597号農村振興局企画部長通知） 

        

      注1)〇が農道整備により見込まれる経済効果項目 

      注 2)※は参考値 

食料の安定供給に関する効果　※

作物生産効果 〇

品質向上効果 〇

営農経費節減効果

維持管理費節減効果 〇

営農に係る走行経費節減効果 〇

耕作放棄防止効果

災害防止効果（農業関係資産）

農業労働環境改善効果 〇

災害防止効果（一般資産）

地域用水効果

一般交通等経費節減効果 〇

地籍確定効果

国土造成効果

非農用地等創設効果

地域経済への波及効果　※

災害防止効果（公共資産）

水源かん養効果

景観・環境保全効果

都市・農村交流促進効果

事業効果

食料の安定供給
の確保に関する

効果

農業の持続的発展
に関する効果

農村の振興に
関する効果

多面的機能の発揮に
関する効果
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

3.6 維持管理 

 維持管理は、農道の機能に応じ

て、管理者、管理の内容、管理に

要する費用、負担方法等の基本的

事項を定めた上、農道の機能を保

持し、安全で円滑な交通が維持で

きるよう管理体制を確立し行うも

のとする。 

3.6 維持管理 

1 管理の基本 

 農道整備の事業主体又は事業完了後においてはその管理者

は、農道の造成及び管理の状況を把握し、農道整備の目的に

立脚した適正な農道の管理及び改良を図るため、農道台帳を

整備するとともに、関係農家等の意向が十分反映されるよう

適切な管理体制の確立に努める。 

 

2 管理の内容 

 農道の管理の内容は、交通規制と維持管理に分けられる。 

 交通規制は、農道の利用形態の特殊性を考慮の上、重量制

限、速度制限、進入規制等について関係機関との協議により

定める。 

 なお、一般交通が見込まれる農道の交通規制には、公安委

員会の所管のものもあり、事前に十分な協議を行う。 

 維持管理は、農道の機能を保持し安全で円滑な交通を確保

するため、必要に応じて維持管理に関する規程を定め、路面

状況、排水状況、気象条件、交通状況等に応じて点検、維持

補修等を行う。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

 基準 3.6及び運用 3.6では、維持管理の基本的事項について明らかにしている。 

1 管理の基本 

 維持管理に当たっては、農産物運搬車両、通作交通車両、農業機械等の安全で円滑な交通の確保

をするとともに、農産物・農業用資材の積降ろし、農業機械の一時駐車、農業機械の旋回等の利用

形態に優先的に配慮することが必要である。 

 

 

 

2 管理の内容 

 管理は、次に示す内容について適切に行う必要がある。 

 (1) 交通規制 

 農道の交通規制は、農道としての利用形態の特殊性を考慮の上、関係農家等の意向を踏まえ、

適切に行う必要がある。 

 なお、一般交通が見込まれる農道は交通規制に関する権限が公安委員会に属することから、道

路交通法（昭和35年法律第105号）に基づき公安委員会との協議調整を図ることが必要である。 

 主な規制方法は、次のとおりである。 

 ア 道路管理者の権限による規制 

  ① 重量制限 

  ② 速度制限 

  ③ 農業利用車両の駐停車の確保（期間、場所） 

  ④ 災害時の交通規制 

 

 イ 公安委員会と協議調整を必要とする規制 

  ①一般車両に対する進入規制 

 

(2) 維持管理 

 農道の維持管理については、必要に応じ管理の体制、費用及び範囲を規定し、路面状況、排水

状況、交通状況、主要構造物等の定期点検を行うとともに、維持補修を行い、安全で円滑な交通

を確保する必要がある。 
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基準（事務次官通知） 基準の運用（農村振興局長通知） 

 
3 保全管理 

農道の保全管理においては、農道の機能、社会的影響及び

リスクに留意した上で、適正な管理体制と計画に基づいた保

守点検、健全性の診断調査を行い、施設機能の保全管理に努

めなければならない。 
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基 準 及 び 運 用 の 解 説 

3 保全管理 

農道は農業生産活動に直接関わる耕作道的な機能に加えて、農産物流通や農村の社会生活活動を

支える機能も有しており、農道の利用に支障が生じると、地域の営農や生活環境に大きな影響を及

ぼすリスクがある。このため、農道の保全管理は、各農道の役割や地域特性を踏まえ、リスク管理

やライフサイクルコストの低減にも配慮しながら、適正な管理体制を定めて計画的に行うことが求

められている。 

詳細については、土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書を参照する。 

 

【関連技術書等】 

 農道台帳について 平成 2年 3月 22日付け（2構改Ｄ第 46号構造改善局長通知） 

 技術書「22 農道の維持管理」 

土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書 

農道保全対策の手引き 令和３年４月（農林水産省農村振興局） 
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は じ め に 

 

 この技術書は、農道の整備に係る事業計画（以下「事業計画」という。）の作成に当たり、「基

準書」で一律に定められない事項、地域の特性や個別の地形、地質条件、現場条件等によって選択

性のある事項、一般的な技術解説、標準的な事例及びその他参考となる事項等の具体的な内容につ

いて解説する。 
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1 農道整備事業の変遷 

（基準書 第 1章 1.1の 1関連） 

 

 我が国の農道の生い立ちは、農業の歴史とともにある。日本の農業は、古代期の律令時代におけ

る小平野の開発、荘園形成による谷間、山麓の開発等小規模な水田開発を経て、戦国期以降、土木

技術の発達と強大な権力機構の成立により大規模な水田開発が行われ、江戸期享保の頃までの間に

日本の農業集落の大半が形成された。 

 近代に入り、明治 32（1899）年に制定された「耕地整理法」において、初めて法制上の農道が誕

生した。その後、昭和 24（1949）年に制定された土地改良法は、耕地整理法に規定された諸種の旧

制度を農地改革後の新体制に切り替える画期的制度であり、それまで進められてきた種々の事業は

全て個別に区分された。その結果、それまでの耕地整理の一環としてのみ行われてきた農道事業が

団体営土地改良事業の一部として単独で実施できるようになった。 

 農道の果たすべき役割は、戦後、特に昭和 30 年代以降大きく変化した。昭和 36（1961）年に制

定された農業基本法は、所得格差の拡大や兼業化の進展等の社会情勢を背景として、農業生産の選

択的拡大と労働生産性の向上による自立農家の育成を目指すものであった。これにより、農村の機

械化が叫ばれ、そのための区画整理や農道の整備等の農地条件の整備が不可欠な要件となった。 

 さらに、昭和 40年代には労働生産性の向上と併せて農産物の流通条件の整備が強く要請されるよ

うになった。すなわち、この時代に入ると、農道は従来の耕作道や集落とほ場を結ぶ連絡道的なも

ののみならず、流通路としての機能を併せ持つ広域的なものが要請されるようになってきた。 

 昭和 40（1965）年に、いわゆる農免農道（農林漁業用揮発油税財源見替農道整備事業）が創設さ

れ、さらに昭和 45（1970）年に広域的な営農団地育成を図るため、広域農道（広域営農団地農道整

備事業）が制度化された。 

 このほか、昭和 46（1971）年から従来団体営事業に限定されていた一般農道整備事業が都道府県

営事業としても行えるようになるとともに、昭和 47（1972）年から樹園地を主体とした農用地にお

いて、農道網の一体的整備を行うための樹園地農道網整備事業及び農業の近代化や農産物流通の合

理化を図るための基幹農道舗装事業が制度化された。 

 その後、昭和 52（1977）年に農道整備事業の整理統合が行われ、4事業（広域農道、一般農道、

団体営農道、農免農道）に再編された。これによって、今日の農道整備事業の骨格がほぼできあが

り、農道事業の飛躍的な発展へとつながることとなった。平成元（1989）年には用地・駐車場の整

備、平成 3（1991）年に「うるおい施設」の整備を追加するとともに、平成 7（1995）年にはライフ

ライン収容施設の整備を追加、平成 9（1997）年には、農道と一体的に整備する生態系の保全、調

和を目的とした生態系保全施設整備を追加、中山間活性型ふれあい支援農道整備事業の創設、平成

10（1998）年には、団体営農道を基盤整備促進事業に組み込むとともに、既設農道の適正な機能保

全を図るため、防災安全等の危機管理対策事業や、路面の改良等の農道機能強化対策事業を実施す

る農道環境整備事業を創設、平成 11（1999）年には農産物等の物流の効率化を図るため、既設の広

域農道と連絡し、インターチェンジその他の物流拠点へのアクセスを改善する農道の整備を追加す

る等、各種事業施設制度の創設・拡充が順次図られている。 

また、平成 13（2001）年に土地改良法が一部改正され「環境との調和への配慮」が土地改良事業

実施の際に求められることや、農村の都市化、混住化等に対応し、地域や目的に応じた農道の設計 
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 1 農道整備事業の変遷  

が求められている。 

近年では農業農村整備事業に対して、生産コスト削減のための農地の大区画化、高収益作物を中

心とした営農体系への転換、スマート農業の実装等を推進する、「生産基盤の強化による農業の成長

産業化」が必要となっているほか、「多様な人が住み続けられる農村の振興」や自然災害の頻発化・

激甚化が進む中でインフラの強靱性や持続性を強化する「農業・農村の強靱化」が求められている。

農道整備事業に関しては、これらの社会的なニーズを反映して、強靱化・高度化を図る農村地域防

災減災事業や農村整備事業、地域農業をきめ細やかに支える中山間地域農業農村総合整備、農山漁

村地域整備交付金、農山漁村振興交付金等の事業が実施されている。 

 このような変遷を経過して、農道整備事業が農村地域社会に対し果たすべき役割はますます大き

くなっており、農業農村整備事業の一環として農業の成長産業化や持続的な農村の振興を支えるた

め、より一層の役割が期待されている。 
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2 関連する土地改良事業計画設計基準等 

（基準書 第 1章 1.1の 2関連） 

(1) 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書（令和６年３月29日制定）

 土地改良事業計画設計基準・設計「農道」基準書・技術書（以下「農道設計基準」という。）と

土地改良事業計画設計基準・計画「農道」基準書・技術書（以下「農道計画基準」という。）は、

相互に関連しているので、事業計画作成段階、実施設計段階等の各段階に応じて、双方の基準書・

技術書の適切な運用を図るものとする。 

特に、農道設計基準の参照が必要となる事項を、次に示す。 

① 線形計画（交差含む）

② 排水施設の設計

③ 基礎地盤の設計

④ 法面の設計

⑤ 路床及び舗装の設計

⑥ 主要構造物（橋梁、トンネル、踏切）の設計

⑦ 付帯構造物（擁壁、カルバート）の設計

⑧ 交通安全施設及び交通管理施設の設計

⑨ 周辺環境との調和に配慮した設計事例

(2) 土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備（畑）」（平成 19年４月 16日制定）

 農道計画基準と土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備（畑）」（以下「ほ場整備畑計画基

準」という。）とは、ほ場内農道の計画事項が相互に関連していることに留意する必要がある。 

ほ場整備畑計画基準と関連している主要な計画事項を、次に示す。 

① 区画計画

② 農道の配置（平たん地及び緩傾斜地、傾斜地、幹線農道）

③ 農道の形状及び構造（幅員、縦断勾配、横断勾配、隅切り、路面高、側溝、進入路、路面

構造、路床及び無舗装道路） 

(3) 土地改良事業計画設計基準・計画｢ほ場整備（水田）｣基準書・技術書（平成25年４月19日制定） 

土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備（水田）」基準書・技術書（以下「ほ場整備水田計

画基準」という。）とは、ほ場内農道の計画事項が相互に関連していることに留意する必要がある。 

ほ場整備水田計画基準と関連している主要な計画事項を、次に示す。 

① 区画計画

② 農道の構造等（幅員、路面高、縦断勾配、横断勾配、路床、舗装、交差、安全対策）

③ 進入路

④ 農道橋

⑤ 農道ターン方式（技術書）

⑥ 自然環境との調和に配慮した農道計画（技術書）

⑦ 傾斜地水田の進入路（技術書）
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 2 関連する土地改良事業計画設計基準等  

((4) 土地改良事業計画設計基準・計画「農地開発（開畑）」（昭和 52年 1月 18日改定） 

 土地改良事業計画設計基準・計画「農地開発（開畑）」（以下「農地開発計画基準」という。）

とは、ほ場内農道の計画事項が相互に関連していることに留意する必要がある。 

 農地開発計画基準と関連している主要な計画事項を、次に示す。 

① 区画計画 

② 道路の区分（幹線道路、支線道路、耕作道路） 

③ 農道の配置（平たん地及び緩傾斜地、傾斜地） 

 

(5) 土地改良事業計画指針・農村環境整備（平成 9年 2月 28日作成） 

 土地改良事業計画指針・農村環境整備（以下「農村環境整備計画指針」という。）は、農業集落

道の基本的考え方を規定している。農業集落道は、農道とは異なる整備目的により計画する道路で

あることから、農道計画基準においては、農業集落道を取扱わないので、農業集落道の整備につい

ては、農村環境整備計画指針を適用するものとする。 
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3 道路構造令の適用 

（基準書 第 1章 1.1の 3関連） 

 

(1) 道路構造令の適用を受ける農道 

 基幹的農道は、原則として道路構造令に準拠する。また、ほ場内農道のうち 2車線の幹線農道に

ついても道路構造令に準拠することを原則とする。 

 

(2) 道路構造令に準拠する計画事項 

 道路構造令に準拠する場合の主要な計画事項を以下に示す。 

  ○ 設計速度 

  ○ 横断面計画 ①車道幅員 ②路肩幅員 ③歩道、自転車道及び自転車歩行者道の幅員 

          ④横断勾配 ⑤建築限界 

  ○ 線形計画  ①線形及び視距 ②交差 

 

(3) 道路構造令に準拠する際の留意事項 

 ① 道路構造令と農道計画基準の道路の区分・分類が異なっていることに留意する。 

 ② 道路構造令に規定されている数値には、標準値として規定されているものと最低値として規

定されているものがあるので、各々の数値の特性を考慮の上、適用する。 

 

(4) 農道計画基準と道路構造令の対比 

 道路構造令においては、道路の存する地域（地方部、都市部）と、高速自動車国道及び自動車専

用道路又はその他の道路の別で、第 1種から第 4種まで区分し、さらに、計画交通量、道路の種類

（一般国道、都道府県道、市町村道）及び道路の存する地域の地形により第 1級から第 5級まで区

分している。 

 道路構造令に規定されている道路のうち、第 3種（地方部のその他の道路）の市町村道と農道計

画基準との構造等の対比表を以下に示す。 

 ア 対比の対象とする道路 

表-3.1 計画交通量区分の対比 

道 路 構 造 令 農 道 計 画 基 準 

道路の区分 
地域の

地  形 

計画交通量の区分 

（台/日） 

計画交通量の区分 

（台/日） 
農道の種類 

第 3 種第 2級 平地部 
         4,000 以上          4,000 以上 [基幹][幹線] 

第 3 種第 3級 
山地部 

平地部 4,000 未満 1,500以上 
4,000 未満 1,500以上 [基幹][幹線][支線] 

第 3 種第 4級 
山地部 4,000 未満  500 以上 

1,500 未満  500 以上 [基幹][幹線][支線] 平地部 1,500 未満  500 以上 

第 3 種第 5級 
山地部 

  500 未満   500 未満 [幹線][支線][耕作] 
平地部 

        注1) 農道の種類は、一般的に計画交通量の区分に該当すると考えられるものを示したものである。 

          2) [基幹]：基幹的農道、[幹線]：ほ場内農道の幹線農道、[支線]：同支線農道、[耕作]：同耕作道 
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イ 設計速度 

表-3.2 設計速度の対比 

道  路  構  造  令 農 道 計 画 基 準 

道路区分 
計画交通量 

（台/日） 

地域の 

地 形 

設計速度(km/h) 設計速度(km/h) 車道幅員

（m） 

計画交通量 

（台/日） 左 欄 右 欄 一 般 特 例 

第 3 種第 2級         4,000 以上 平地部 60 
50 

又は 40  50  40 6.5  4,000 以上 

第 3 種第 3級 
        4,000 以上 山地部 60,50, 

又は 40 
   30 

4,000未満1,500以上 平地部 
 50,40  30 6.0 

 4,000 未満 

 1,500 以上 

第 3 種第 4級 
4,000未満  500以上 山地部 50,40, 

又は 30 
   20 

  40   20 5.5 
 1,500 未満 

   500 以上 1,500未満 500以上 平地部 

第 3 種第 5級  500 未満 
平地部 

山地部 

40,30, 

又は20 
   － 

40,30, 

20 
  20 5.0～2.0    500 未満 

注1) 道路構造令は、道路区分ごとに設計速度を規定している。 

 2) 農道計画基準は、計画交通量に基づく車道幅員ごとに設計速度を規定している。 

 3) 道路構造令の設計速度の左欄、右欄の考え方は、道路構造令第 13 条に「道路の設計速度は、道路の区分に応じ、次の

表の設計速度の欄の左欄に掲げる値とする。ただし、地形の状況その他の特別な理由によりやむを得ない場合において

は、同表の設計速度の欄の右欄に掲げる値とする｡｣と規定されている。 

 4) 農道計画基準の設計速度の特例とは、地形の状況等の理由から一般部と同一とすることによって著しく不経済となるな

ど、特別の理由によりやむを得ない場合をいう。 

 

 ウ 車道幅員 

表-3.3 車道幅員の対比 

道  路  構  造  令 農 道 計 画 基 準 

道路区分 
計画交通量 

（台/日） 

地域の

地 形 

車道幅員 

（m） 

車道幅員（m） 計画交通量 

（台/日） 一 般 特 例 

第 3 種第 2級          4,000 以上 平地部 6.5 
6.5 5.5  4,000 以上 

第 3 種第 3級 
         4,000 以上 山地部 

6.0 
4,000 未満 1,500以上 平地部 

6.0 4.0 
 4,000 未満 

 1,500 以上 

第 3 種第 4級 
4,000 未満 500 以上 山地部 

5.5 
5.5 2.5 

 1,500 未満 

   500 以上 1,500 未満  500 以上 平地部 

第 3 種第 5級   500 未満 
平地部 

山地部 
4.0 5.0～2.5 2.0    500 未満 

注 1) 道路構造令は、道路区分ごとに 1車線当たりの計画交通量と車道の幅員を規定している。 

 2) 第 3 種の車線数は 2 以上と規定されており（第 3 種第 5 級を除く｡)、本表は、2 車線の場合の車道

幅員を示している。 

 3) 道路構造令第 3 種第 5 級の車道幅員は道路構造令第 5 条に「第 3 種第 5 級の車道幅員は、4m とするも

のとする。ただし、当該道路の計画交通量がきわめて少なく、かつ、地形の状況その他の特別な理由 

によりやむを得ない場合においては、3m とすることができる｡｣と規定されている。 

 4) 農道計画基準の車道幅員の特例とは、地形の状況、周辺地域の特性、経済性等の理由により必ずしも 

一般部と同一とすることが地域住民等の意向に合致しない区間において適用する場合で、この欄に掲 

げる値まで縮小することができる。 
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 技 術 書 ・ 農 道  

 エ 一般部の路肩幅員 

表-3.4 路肩幅員の対比 

道  路  構  造  令 農 道 計 画 基 準 

道路 

区分 

計画交通量 

（台/日） 

地域の

地 形 

車道幅員 

（m） 

路肩の最低 

幅員（m） 

路肩幅員（m） 車道幅員 

（m） 

計画交通量 

（台/日） 歩道無 歩道有 

第3種第2級  4,000以上 平地部 6.5 

 

 [0.50] 

 <1.00> 

 (0.50) 

  0.75 

 

[0.50] 

 

(0.50) 

1.00 

{0.25} 

[0.50] 

 

( 0 ) 

0.50 

6.5 4,000 以上 

第3種第3級 

 4,000以上 山地部 

6.0 

 

 4,000未満 

 1,500以上 
平地部 

 

 [0.50] 

 <0.75> 

 (0.50) 

  0.75 

 

[0.50] 

 

(0.50) 

0.75 

{0.25} 

[0.50] 

 

( 0 ) 

0.50 

6.0 
 4,000未満 

 1,500以上 

第3種第4級 

  500以上 

 4,000未満 
山地部 5.5 

 

 
 1,500未満 

   500以上 
平地部 5.5 

 1,500未満 

   500以上 

第3種第5級    500未満 

平地部 

山地部 
4.0 

 

 

 

 

 [0.50] 

 <0.50> 

 

  0.50 

{0.25} 

[0.50] 

 

(0.25) 

0.50 

{0.25} 

[0.50] 

 

( 0 ) 

0.50 

5.0～2.5    500未満 

注1) 道路構造令の路肩幅は最低幅員を示している。 

 2) 道路構造令の（  ）内は、最低幅員の特例値を示している。 

 3) 道路構造令の <  > 内は、最低幅員の望ましい値を示している。 

 4) 道路構造令の［  ］内は、トンネルの最低幅員を示している。 

 5) 農道計画基準の路肩幅は、標準値を示している。 

 6) 農道計画基準の（  ）内は、特例値を示している。 

 7) 農道計画基準の［  ］内は、トンネルの標準値を示している。 

 8) 農道計画基準の｛  ｝内は、トンネルの特例値を示している。 

 9) 道路構造令の橋梁の路肩幅員は、構造物区間とその前後の区間との横断面構成の不連続性を排除するため、橋

長 50m 未満の橋又は高架の道路では、路肩の幅員は縮小しないこととしている。 

 10) 農道計画基準の橋梁の路肩幅員は、 

  車道幅員 6.5m、6.0m、5.5m の場合 

       歩道無し 標準：0.75m、特例：0.50m 

       歩道有り 標準：0.50m、特例：0.25m 

  車道幅員 5.0m 以下の場合 

       歩道無し 標準：0.50m、特例：0.25m 

       歩道有り 標準：0.50m、特例：0.25m 
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4 農道整備の目標設定 

（基準書 第 1章 1.2の 1関連） 

 

 農道の整備は、長期的固定的投資であって、その効果も長期間にわたって持続するものである。

このため、できるだけ長期にわたる見通しの上に立って、いかなる農道を整備する必要があるかを

明らかにしておくことが必要である。 

 具体的には、次のようなことが考えられる。 

① 地域の実情に合った将来の農業の展望の上に立って、主産地の形成が図られるよう分散し

た農地を集団化し、一戸当たり経営規模の拡大を図り、従来個別的に行われてきた経営を協

業化し、高能率な農業機械を導入して省力化を図り、併せて流通機構を改善して計画的に集

出荷を行うなど、一貫した運営の下に、高生産性農業を営みうるような生産団地を育成して

いく必要がある。 

 このためには、生産→流通→消費の系統づけられた流れの中で農道をとらえ、生産団地内

の農耕から集出荷までの諸作業の一貫した流れ作業が可能となるよう、基幹的農道から末端

の支線農道、耕作道に至るまでの農道網を適切に配列し、個別分散して行われてきた生産集

団を機能分散させつつも、有機的な連絡が可能となるようにする。この場合、農協等の農業

団体組織の合理化や集出荷施設等の農業施設の整理統合、拡充を併せて行うことにより、農

産物輸送の大量化、規格化が図れるよう計画することが必要である。 

② 農道を整備することにより、農用地の開発等農地の外延的拡大が誘発される場合がある。

現状のみにとらわれて、このような地域農業の将来の動向を見失うようなことがあれば、輸

送量の増大に伴って流通ルートに適性を欠く場合も出てくる。したがって、将来の地域農業

の形態について的確な予測を行うとともに、当該農道のもつ役割及び位置づけを十分に認識

しておくことが必要である。 

③ 農道は、一般道路と同様に農村の生活のための基盤として、農村の健全な発展を図る上で

重要な社会資本の一つである。農村地域住民の生活行動は、職業、年齢、性別あるいは農村

の位置、交通機関の状況によって異なる。このため、農道の計画を立てるに当たっては、社

会経済条件（特に人口、職業構成等）の変化を的確に予測することが必要である。とくに最

近の農村社会においては混住化が進み、農村居住者の職業活動が多様化し、モータリゼーシ

ョンの発達に伴って生活行動圏が広域化していることを考慮し、教育、文化、医療等高水準

の広域公共施設やサービスについて、農村居住者が利用できるよう配慮することも必要であ

る。 

 また、農村にはモビリティーの低い老人、子供等モータリゼーションに対応しにくい層も

居住していることから、利用者の安全性と快適性については特に配慮することが大切である。 

 このように設定された整備目標に対し、これを具体化する手段として農道の整備が唯一の

手段なのか、他の手段によるべきか、あるいは他の手段との組み合わせによるべきなのか比

較検討を行い、整備目標を達成するために最も妥当な方法を見い出す必要がある。 
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 技 術 書 ・ 農 道  

 農道の整備は、それだけで自己完結する技術ではなく、農業機械の導入、農業施設の整備及びほ

場整備等によるほ場条件の整備並びに農村の環境整備等が並行して進められることが重要である。

したがって、農道整備の事業計画作成に当たっては、その目標を達成するための手段を明らかにし、

これと関連づけて計画を立てるとともに、農道の整備以外の手段の計画を明確化しておくことが大

切である。 
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5 農道の分類 

（基準書 第 1章 1.2の 2関連） 

 

(1) 農道の分類 

 農道をその主たる利用形態と配置形態で区分すると、表-5.1のように整理できる。 

 

表-5.1 農道の分類表 

分 類 主 た る 利 用 形 態 農 道 の 配 置 形 態 

基 幹 的 農 道 

農業生産活動 

農産物流通 

農村地域の社会生活活動 

農村地域の基幹的な農道 

ほ 場 内 農 道 

ほ場への通作 

営農資材の搬入 

ほ場からの農産物の搬出 

農産物の収穫及び防除作業 

幹 線 農 道 

集落とほ場区域を連絡 

ほ場区域相互間を連絡 

一般道路や基幹的農道とほ場区域を連絡 

ほ場区域と生産・加工・流通施設等を連絡 

 

支 線 農 道 幹線道路とほ区、耕区を連絡 

耕 作 道 
耕区の境界部の農道 

耕区内の農道（園内道含む） 

 

(2) ほ場整備水田計画基準の支線農道 

 支線農道には、連絡道（横支線農道）と通作道（縦支線農道）がある。 

 連絡道とは、通作道を横に結ぶ連絡用の農道をいい、通作道とは各耕区の短辺に接し、幹線農道

と各耕区を結ぶ農道をいう。 

 連絡道と通作道の一般的な配置を、図-5.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.1 連絡道及び通作道の配置 
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 技 術 書 ・ 農 道  

(3) 農道と農業集落道 

 「農道｣と｢農業集落道｣は、農業生産活動と社会生活活動の両方の利用形態を有している場合もあ

ることから、機能上からは明確な分類はできない。ただし、事業としてそれらの道路を整備する場

合、整備目標が異なることから、農道計画基準において取扱う「農道」と農村環境整備計画指針で

取扱う「農業集落道」との区分は、事業上の分類に留めることとし、機能上の分類は行わない。な

お、農道計画基準においては、「農業集落道」は取扱わないこととする。 
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6 周辺環境との調和に配慮した農道整備 

（基準書 第 1章 1.3 の 5関連） 

 

(1) 背 景 

 近年、地球環境問題から生活排水・ゴミ等の身近な環境問題に至るまで、国民の環境に対する関

心が強くなってきている。こうした中、平成 5年に環境基本法（平成 5年法律第 91号）が制定され、

恵み豊かな環境の享受・継承、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築が要請される

とともに、食料・農業・農村基本法（平成 11年法律第 106号）においても、「環境との調和に配慮

しつつ」農業生産の基盤の整備に必要な施策を講じることが謳われている。 

 農道整備事業の実施に当たっては、これまでも、自然生態系の保全や良好な景観の形成に資する

工法等を採用してきたところであるが、より効率的な事業実施のための事業計画作成段階における

調査計画手法の確立が求められている。 

 

(2) 「環境との調和への配慮」に係る基本的考え方 

 「環境との調和への配慮」とは、当該土地改良事業の目的達成に重大な支障を及ぼさない範囲で、

農道整備の実施が周辺環境に与える負荷の低減（回避、最小化等）を図ることをいう。 

なお、農道整備の実施に当たっては、周辺環境の向上又は復元が図られるような設計手法の採用

について十分に検討を行うことが望ましい。 

 

(3) 関連する法令・諸計画等 

ア 土地改良法 

 土地改良法の一部を改正する法律（平成 13年法律第 82号、平成 13年 6月 29日公布）により、

土地改良法第 1条第 2項に、土地改良事業は「環境との調和に配慮」しつつ実施することが新た

に規定された。 

 

イ 環境基本計画 

 「環境基本計画－環境の世紀への道しるべ－」が平成 12 年 12 月 22 日に閣議決定され、その

前文には、「本計画は、21 世紀半ばを見通しながら、持続可能な社会（環境への負荷ができる限

り低減された社会経済活動が営まれ、自然との豊かなふれあいが保たれた社会。すなわち、「循

環」と「共生」を基調とし、現在世代及び将来世代が共に環境の恵沢を享受できる社会。）の構

築のための環境面からの戦略を示し、21世紀初頭における環境政策の基本的な方向と取組の枠組

みを明らかにする｡｣といった趣旨説明がなされている。 

 

ウ 環境影響評価法（平成 9年法律第 81号） 

 環境影響評価は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者が、

その事業の実施に当たり、あらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、予

測又は評価を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正に配慮しようと

するものである。 

 また、ほとんどの都道府県又は政令都市において、環境影響評価条例・要綱等が定められている。 
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 技 術 書 ・ 農 道  

エ 農業農村整備環境対策指針 

 農業農村整備環境対策指針とは、環境に対する国民の関心が高まる中で各界からの環境保全の

要請に対応し、農業農村整備事業において独自の総合的かつ効率的な環境保全対策を講じること

を趣旨として、農村環境計画策定要綱（平成 6 年 6 月 23 日付け 6 構改Ｃ第 398 号農林水産事務

次官通知）に基づき都道府県知事が策定したものである。 

 

オ 農村環境計画 

 農村環境計画とは、都道府県知事が策定した農業農村整備環境対策指針に基づき、環境に配慮

した農業農村整備事業実施の基本構想として、農村環境計画策定要綱（平成 13 年 5 月 8 日付け

13農振第 321号農林水産事務次官依命通達）に基づき市町村長が作成したものである。 

 

 カ 外来種被害防止行動計画 

   外来種被害防止行動計画とは、環境省、農林水産省及び国土交通省で、平成 24 年度から有

識者から構成される「外来種被害防止行動計画策定会議」を設置し、平成 27年 3月にとりまと

めたものである。 

当計画は、我が国の外来種対策を総合的かつ効果的に推進し、我が国の生物多様性の保全及

び、持続的な利用を目指すことを目的とし、さまざまな社会活動（生活、経済等）の中に、外

来種問題を取り組むべき主要な課題として対策を組み込んでいく（主流化する）ための基本的

な考え方、国、地方自治体、民間団体、企業、研究者、国民等の多様な主体が外来種対策に取

り組むに当たっての行動指針、それらを踏まえた国の具体的な行動を示している。 

 

キ 環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き 

平成 14年に農業農村整備事業における環境に係る基本的な考え方を示すものとして「環境と

の調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き（平成 14年３月 19日、計画部長、

整備部長通知）」が作成されている。また、環境配慮に対する取組の進展に伴い、生物の生息・

生育環境及び移動経路の確保のための配慮や、工種横断的に環境配慮手法等をより具体化した

「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の技術指針」（平成 27年 5月、農

林水産省農村振興局）が策定されている。 

 

 (4) 「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き」及び「環境との調和に

配慮した事業実施のための調査計画・設計の技術指針」との関連について 

「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き」（以下「環境配慮の手引

き」という。）は、国や地方公共団体等で実際に農業農村整備事業に携わる者を対象に、環境に係

る調査、計画策定と設計に当たり、その内容が環境との調和に適切に配慮されるよう、基本的な考

え方や仕組み、留意事項等をまとめたものである。また、「環境との調和に配慮した事業実施のた

めの調査計画・設計の技術指針」（以下「環境配慮の技術指針」という。）は、生物の「生息・生

育環境及び移動経路」の保全・形成に視点を置き、農地・農業水利施設等の整備に当たって、調査

から維持管理に至る各段階における環境配慮の手法を具体化し、現場への適用性を向上させること

を目的としている。 

農道整備における具体的な生態系配慮の検討に当たっては、環境配慮の手引き及び環境配慮の技
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 6 周辺環境との調和に配慮した農道整備  

術指針で生態系配慮に関する基本的知識等を習得した上で、本項の内容を参考とすることとし、こ

れらの適切な運用を図るものとする。 

 

(5) 環境配慮の検討例 

農道整備を実施する際、現在の自然環境を大幅に改変する場合があることから、緑化による生

物の移動経路確保等の環境配慮対策の検討が必要であり、その検討例として、図-6.1のとおり示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1 農道における環境配慮のイメージ 

沈砂池の設置 

 
 

グリーンベルト､防風林の設置 

 

皿型側溝 

 

道路 

 連続性の確保 

 

小規模な緑地の設置 

交差点の隅切部等、農道整

備の中で発生する残地を有効

活用して緑地を創出 

小規模な緑地の設置 

 

カエル・へビ・

トカゲといっ

た小動物 

 

周辺林地の保全 

 

グリーンベルト、防風林の設置(エコロジカルコリドーの創設) 

農道沿いに中木、低木、草本からなる帯状のグリーンベルト

を設置し、動物の移動経路とする 

また、防風林にも同様の機能が考えられる 

 

脱出スロープの設置(連続性の確保) 

ほ場整備地区周辺の樹林地等の環境と

接する箇所については、カエル等の小動

物が脱出できるよう、道路側溝に脱出ス

ロープを設ける 
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7 受益地調査 

（基準書 第 2章 2.3の 1関連） 

 

(1) 地区地形図作成 

 事業計画において必要とする精度をもった地形図が国土基本調査、地籍調査、関連土地改良事業

等によって作成されている場合はそれを使用し、作成されていない場合は調査の当初に作成するこ

とが望ましい。 

 なお、既に作成されている図面等を使用する場合は、現時点と異なる道路、地目等について補足

修正を行う。 

 必要とする図面の一般的な精度と作成範囲は、次のとおりである。 

ア 図面の縮尺 

 農道整備計画に係る地区の範囲、面積、路線配置計画等の計画作成に必要な 1/2,500～1/5,000

程度、等高線間隔 1.0～2.5m 程度のもの。 

 

イ 図面作成の範囲 

 地形図は、各種の計画の基本となるものであるから、事業計画作成に必要となる各種事項を念

頭に置きつつ、十分な範囲の地域について作成することが必要である。 

 

(2) 受益面積調査 

 関係機関、土地改良区等の所有する基礎資料、利用できる地籍調査、信頼できる地形図から図測、

あるいは現地の実測の結果等から、受益地域の面積算定を行い、土地利用区分別、土地条件別等の

各種面積調書を作成する。 

 また、必要に応じて受益面積及び受益予定者の一貫した集計管理を行うため、土地権利台帳及び

土地条件調書を作成する。その際、必要に応じ、データベース化を図ることが望ましい。 

 

(3) 土地所有状況調査 

 必要に応じて土地改良法に基づく手続きの基礎資料とするため、受益者の土地に係る権利関係を

土地登録簿等から明らかにし、一筆調書、名寄せ調書及び三条資格者名簿を作成する。 
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8 気象・水文調査 

（基準書 第 2章 2.3の 2関連） 

 

 地区を代表する気象台又は観測所等の資料（原則として最近 10か年以上）に基づき、農道の計画、

設計及び施工のために直接又は間接に必要な気象及び水文条件を調査する。 

 

 (1) 気象調査 

  気象調査は、表-8.1の項目について地域の気象特性を考慮の上、必要なものを使用目的に応じ

てそれぞれ調査する。 

 

表-8.1  気象調査の主要項目 

項          目 目                  的 

月 別 平 均 気 温 

最高及び最低気温 

地温及び凍結深さ 

月 別 平 均 降 水 量 

最 大 日 雨 量 

最 大 時 間 雨 量 

最 大 連 続 降 水 量 

月別平均降水日数 

積雪深及び積雪期間 

風    向、風    速 

霧 

概括的な地域把握、舗装工種の概念的方向付け 

舗装工種決定の参考 

    同      上    、寒地農道の計画資料 

概括的な地域把握、舗装工種の概念的方向付け 

排水施設計画、農道構造決定の参考 

  同    上  、    同      上 

  同    上  、    同      上 

施 工 計 画      、    同      上 

除雪、防雪の参考、同      上 

                  同      上 

                  同      上 

 

 (2) 水文調査 

  水文調査は、計画路線と交差する河川、渓流、人工水路等について、表-8.2に示す項目につい

て調査する。最大流量、最大水位及び堤防高は、改修計画が定められている河川については計画

高水流量、計画高水位（高潮区間においては計画高潮位）及び計画堤防高を、改修計画のない河

川については既往最大洪水位及び現況堤防高を調査する。 

表-8.2  水文調査の主要項目 

項  目 目      的 改修計画の定められている河川の調査項目 

最 大 流 量 

最 大 水 位 

堤 防 高 

排水施設計画、橋梁計画 

  同    上  、  同上 

  同    上  、  同上 

計画高水流量 

計画高水位（高潮区間においては計画高潮位） 

計画堤防高 
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9 地形・地質・土質調査 

（基準書 第 2章 2.3の 3関連） 

 

 地形・地質・土質調査は、事業計画の各計画事項の作成段階に応じてその調査目的を考慮の上、

必要となる調査を行うものとする。 

 

 (1) 地形調査 

  国土地理院発行の地形図（縮尺：1/25,000 又は 1/50,000）、国土基本図（縮尺:1/2,500 又は

1/5,000）又は都道府県・市町村発行の図面（縮尺:1/1,000～1/10,000）によって地形を把握す

るとともに、現地踏査を重ねながら傾斜・土地の起伏状況等を把握する。この場合、当該計画に

関係する河川、湖沼、山岳、丘陵等については、次の事項を調査する。 

  ① 河   川：名称、指定区分、河川幅 

  ② 湖   沼：名称、面積 

  ③ 山岳・丘陵：名称、標高 

 

 (2) 地質調査 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター、都道府県発行の地質図、国土調

査による表層地質図、国土地盤情報センターが公開している地盤情報データベース、国立研究開

発法人防災科学技術研究所が公開している地すべり地形分布図、現地踏査等によって、一般的な

地質を把握する。 

 

 (3) 土質調査 

  土質調査は、予備調査、現地踏査、本調査の順で行う。それぞれの調査内容は、次のとおりで

ある。 

  ア 予備調査 

   本調査のための準備及び地区全体の概括的知識を得るために行うもので、次のような資料の

収集及び検討を行う。 

   (ア) 土質調査資料 

    既存の調査報告書、工学的土性図、理化学的土性図等を収集して調査箇所を地形図にプロ

ットして、その位置を明らかにするとともに、その柱状図を基にして、土層断面図を作成す

る。 

   (イ) 地質調査資料 

    既存の調査報告書を収集するとともに、産業技術総合研究所地質調査総合センター発行の

地質図、都道府県発行の地質図、都道府県別土地分類図（表層地質図）等を基として地質図

を編纂作成する。 

   (ウ) 工事記録 

    既存の工事記録を基に盛土の沈下状況、湧水の状況あるいは事故の有無とその状況等につ

いて調査する。 

   (エ) 災害記録 
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 9 地形・地質・土質調査  

   地区及びその周辺における災害について、重点的に調査を行う。 

 

 イ 現地踏査 

   計画路線、土取場、土捨場、工事用仮設場等について、周辺地域を含めて広範囲な調査をす

る。調査の内容は、地質構造、地下水等の概要把握を行う。 

   なお、現地踏査に当たっては、既存道路の法面の侵食状況、植生の種類、繁茂状況、崩壊等

の状況、地すべり等の災害発生の状況等を調査する。 

 

  ウ 本調査 

   計画路線に沿って地盤状況の詳細を調査する本調査は、原位置試験と採取した試料に対して

行う試験がある。いずれの方法によるか、あるいは、どの項目について試験するかは、その目

的に応じて選択する。 

   なお、軟弱地盤、主要構造物予定位置等特に必要と思われる箇所については十分調査する。 

   (ア) 原位置試験 

    弾性波探査、電気探査、土の単位体積重量試験、サウンディング（標準貫入試験、スクリ

ューウエイト貫入試験、コーンペネトロメーター試験）、ベーン試験、平板載荷試験、簡易

支持力試験、現場透水試験、地下水調査。 

   (イ) 採取した試料に対して行う試験 

    ａ 土の判別・分類のための試験 

     土の含水量試験、土粒子の比重試験、コンシステンシー試験、圧密試験 

    ｂ 力学的性質を求める試験 

     突固めによる土の締固め試験、ＣＢＲ試験、室内透水試験、圧密試験、せん断強度試験 
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10 土地利用現況調査 

（基準書 第 2章 2.3の 4関連） 

 

(1) 土地利用の状況及び動向 

① 既存の統計資料等に基づいて、地域の土地利用の状況及び動向を調査する。 

② 農地については、最近 5～10 年間程度の地目別転用実績を調査し、地区の農地転用の動向を

知るための資料とする。 

③ 土地登記簿等の面積を基礎に、地区の土地利用の現況を地目別（水田、普通畑、飼料畑、樹

園地、採草放牧地及び山林原野）に区分し、それぞれの地積を調査し地区設定の基礎資料とす

る。 

 

(2) 開発予定地及び土地利用規制区域 

 地区を包含する地域の開発予定地及び土地利用規制区域を調査し、路線配置、構造等の計画作成

の検討資料とする。 

 農業振興地域の整備に関する法律（農業振興地域、農用地区域）、都市計画法（市街化区域、市

街化調整区域、用途地域等）、森林法（保安林指定区域等）、自然公園法（国立・国定公園、都道

府県立自然公園）、文化財保護法（埋蔵文化財、歴史的風土保存区域等）、自然環境保全法（自然

環境保全地域等）、鉱業法（鉱業権等）等についての調査を行う。 

 また、必要に応じて地目別の標準的な地価を調査し、実施に当たっての用地補償の検討資料とす

る。 

 

(3) 他の計画との関連 

 土地利用計画を検討するため、国土利用計画（全国計画、都道府県計画、市町村計画）、国土総

合開発計画（全国総合開発計画、都道府県総合開発計画、地方総合開発計画、特定地域総合開発計

画）、地方圏計画等との関連性を調査する。 

 

(4) 土地利用現況図の作成例 

 土地利用現況図は、造成、地目転換、転用等を市町村の資料により 1/5,000地形図に記入し、現

況の地目を着色する。なお、航空写真及び現地踏査により精度を高める。 

 市町村の作成した図面を編集利用した場合、それぞれの図面作成年次が異なるため、必要に応じ

て現地踏査等による補足を行う。 

 

表-10.1 土地利用現況図の着色区分例 

現況地目 図面着色区分 

水   田 

普 通 畑 

樹 園 地 

牧 草 地 

桃   色 

黄   色 

だいだい色 

緑   色 
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 10 土地利用現況調査  

(5) 各種法令指定状況図の作成例 

ア 農業振興計画、都市計画 

 市町村が所有している図面を基に法令の指定状況を図示する。 

 

表-10.2 農業振興計画及び都市計画図の着色区分例 

法 令 等 の 区 分 図面着色区分 

農業振興地域 
農用地区域 青 色 

農振地域(白地) 紫 色 

都市計画 赤 色 

その他 茶 色 

 

イ その他法令指定状況図の作成 

 

表-10.3 その他法令指定図の着色区分例 

法令指定区分 図面着色区分   （参考）調査票の整理項目 

国有林 

保安林 

自然公園 

文化財 

鉱業権、採掘権 

地すべり指定 

砂防指定 

鳥獣保護区 

自然環境保護地域 

緑 色 

赤 色 

黄 色 

青 色 

だいだい色 

黄緑色 

黒 色 

桃 色 

茶 色 

国有林の種類、指定面積 

保安林の種類、指定面積 

公園の種類、指定面積 

文化財の種類、指定面積 

権利の区分、指定面積 

所管省庁の区分、指定面積 

所管省庁の種類、指定面積 

指定鳥獣の種類、指定面積 

指定年度、保護地域の種類、指定面積 
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11 農業調査 

（基準書 第 2章 2.3の 5関連） 

 

 農家等の経営能力、経営形態、経営志向等を調査し、今後の地域農業の動向を検討する資料とす

る。 

 また、現況の営農組織、農業機械の利用組織、農業機械作業体系等を調査し、今後の農業機械利

用の方向づけを検討する。さらに、農業施設配置計画を考慮の上、路線配置、構造等を決める基礎

資料とする。 

 

 (1) 農業経営 

  経営規模別農家数、農家 1戸当たり経営耕地面積、専業・兼業別農家数、畜産農家数及び飼養

頭羽数、経営類型別農産物販売規模別農家数の推移を調査し、農家等の動向とその特徴、専業・

兼業の分化程度、畜産農家の経営規模の程度を明らかにする。 

 

 (2) 営農状況 

  ア 集団的生産組織 

   共同経営組織、集団栽培組織等について、参加農家数、経営規模、管理運営の実態等を調査

し、営農計画作成の基礎資料とする。 

 

  イ 農業機械及び自動車の普及状況 

   ① 種類別規模別台数 

   ② 所有形態別台数（個人、共同、法人所有別） 

   ③ 利用状況は、農業機械の共同利用組織について参加農家数、対象耕地面積、1年をサイク

ルとした機械化作業体系を調査し、利用組織の圏域及び管理運営の実態を把握して、共同

利用組織の将来計画の基礎資料とする。 

 

  ウ 栽培作物別面積及び作物体系を調査し、営農計画作成の基礎資料とする。 

 

 (3) 農業施設 

  現況の農業施設の利用組織、利用圏、施設相互の機能分担関係等について調査し、生産・流通

経路図、利用圏図を作成して路線の配置計画の基礎資料とする。 

  農業施設は、地区外の施設であっても、処理・加工・貯蔵・流通等の機能を持つ広域的施設で

あって、地区と関係のある施設を調査の対象とする。 

  ア 機能別・規模別の農業施設数及び位置 

   国土地理院発行の地形図（縮尺:1/25,000 又は 1/50,000）、国土基本図（縮尺:1/2,500又は

1/5,000)又は都道府県・市町村発行の図面（縮尺:1/1,000～1/10,000）に現況の農業施設の位

置をプロットする。農業施設としては、以下の施設が考えられるが、地区の状況に応じて適宜

選択し調査する。 
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11 農業調査 

 (ア) 総合的な機能を有する施設 

    農協、農業管理センター、農業改良普及センター、土地改良区事務所等 

   (イ) 生産機能を有する施設 

    農業機械修理工場、農業機械格納庫、資材倉庫等 

   (ウ) 流通機能を有する施設 

    集出荷施設、集乳所、処理・加工施設（選果所、選卵所等）、市場（家畜市場、青果市場

等）、貯蔵施設、農産物販売施設等 

 

  イ 農業施設の利用組織の形態と運営方法 

   農業施設の利用組織（農協、生産組合、法人組織等）の形態と運営方法について調査する。

個人の利用についても調査する。 

 

  ウ 農業施設の利用圏及び相互関係 

   ① 各生産物の流通経路図は、原料、生産物の入荷ルート、市場への出荷ルート等について、

その流通経路図を作成する。 

   ② 農業施設の生産・流通過程における地域間分業と相互関係について把握する。 

   ③ ①、②の調査から利用圏図を作成する。 
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12 関連事業等調査 

（基準書 第 2章 2.3の 6関連） 

 

(1) 実施済、実施中、計画中の各種の農道整備事業、ほ場整備事業、農村総合整備事業、経営構造

対策事業（農業構造改善事業含む。）等の計画、設計、路線配置、構造、施工年度、施工時の状

況、これらの事業に対する土地改良区、市町村、農協、農家等の評価等を、計画書、設計書等の

資料及び聞き取りにより把握する。 

 

(2) 国・都道府県・市町村道の改修・新設事業、河川改修事業等の当該計画に関連する事業につい

ても、(1)と同様に資料収集を行う。 
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13 人口・産業・道路調査 

（基準書 第 2章 2.3の 7関連） 

 

 この調査は、人口・産業の現況及び動向に関する調査、農業振興整備計画等に関する調査、道路

の現況及び機能に関する調査を行う。 

 

 (1) 人 口 

  最近 5～10年間の地区に係る市町村の人口、世帯数の推移を調査し、地区の人口動態を把握す

る。 

 

 (2) 産 業 

  最近 5～10年間の地区に係る市町村の産業別就業人口、産業別生産額の推移を調査し、産業別

構成比率、就業人口 1人当たりの生産額等を算出して、地区の産業構造の現状と将来農業の発展

の可能性を検討する資料とする。 

 

 (3) 農業振興整備計画等 

  農業振興地域整備計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針、野菜生産出荷近

代化計画、果樹農業振興計画等について調査する。 

 

 (4) 道路現況調査 

  ア 調査の対象及び範囲 

   地区内の道路及び周辺地域で地区に関連する以下の道路を対象とする。 

    ① 高速自動車国道 

    ② 一般国道 

    ③ 都道府県道 

    ④ 市町村道 

    ⑤ その他の道路（農道等） 

 

  イ 調査内容 

   調査対象の道路について、路線延長、路線密度、幅員、改良率、舗装率等を調査する。また、

調査対象の道路に改修又は新設の事業計画がある場合には、道路位置、敷地幅、構造、幅員、

施工時期等について調査する。 

 

  ウ 道路網図の作成 

   調査した内容を国土地理院発行の地形図（縮尺:1/25,000又は 1/50,000）、国土基本図（縮

尺:1/2,500又は 1/5,000)又は都道府県・市町村発行の図面（縮尺:1/1,000～1/10,000）に整理

し、道路網図を作成する。 
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 技 術 書 ・ 農 道  

 エ 詳細調査 

   調査対象の道路のうち、計画作成に必要な範囲の道路を対象に下記の項目について調査する。 

    ① 構造状態：横断面の構成（車道、路肩、歩道等の幅員）、構造、路面仕上、勾配 

    ② 維持管理：管理主体、維持管理状況等 

    ③ 交通障害：交通事故多発地点等、土砂崩壊等の災害発生地点 

    ④ 交通規則：最高速度、車両制限、駐車禁止等 

    ⑤ 橋    梁：架設位置、橋長、横断面の構成、設計自動車荷重、形式、架設年次 

    ⑥ トンネル：設置位置、トンネル長、内空断面の形状と寸法、建設年次 

 

  オ 運行路線調査 

   鉄道、バス等の交通機関の運行路線を調査する。 

 

  カ 除雪路線等調査 

   冬期積雪地域については、除雪路線、除雪の優先度、除雪時間等を調査する。 

 

 (5) 道路機能調査 

  ア 調査の目的 

   既設道路の改修、改良を行う場合、当該道路の機能診断に関する調査を行い、改修の是非、

改修及び改良する場合の工法検討を行うための基礎資料とする。 

 

  イ 路面の調査と評価（アスファルト舗装の場合） 

   路面の評価を行うために、一般に次のような調査を行う。 

    ① 路面の縦断凹凸測定 

    ② 路面のわだち掘れ測定 

    ③ 路面のひび割れ測定 

     

また、既設道路の損傷の進行が早い場合、工事履歴等を基に、表層の供用年数を把握し、可

能な限り、修復履歴、舗装計画交通量、舗装構成、道路交通センサス等から得られる現状の大

型車交通量（方向別）を基にした現状の計画大型車交通量を整理する。 

    

これらの調査結果をもとに、舗装の破損状態を評価する。詳細については、「舗装点検必携」

（(公社)日本道路協会）等を参照する。 
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14 交通量調査 

（基準書 第 2章 2.3の 8関連） 

 

 調査路線の周辺部の道路で全国道路・街路交通情勢調査（道路交通センサス）が実施されている

地点がある場合には、センサスデータを利用する。採用する地点は、調査路線とＤＩＤ都市、農業

施設、市場等の位置関係から、調査路線に交通が流入すると判断される路線上の地点とする。調査

路線周辺に適当な道路交通センサス地点がない場合は、次の手順で交通量調査を行う。  

(1) 調査路線及び調査箇所 

 調査の対象となる路線は地区によって異なるが、一般的には次のような路線とする。 

① 計画路線の始点又は終点と接続する路線 

② 計画路線の中間で交差する交通の多い路線 

③ 計画路線と並行する路線 

 調査箇所は、調査の目的に最もかなう箇所を選んで行うものとするが、一般的には、①及び②

の路線においては、計画路線との接続点又は交差点に近い地点、③においては、計画路線の始点、

終点、中間点に相当する地点の 3か所程度で行う。 

 なお、調査箇所の平均幅員、歩道の有無、路面の状況等についても調査する。 

(2) 調査方法 

 地点観測法による交通量調査を行う。地点観測法は、路側において交通量を観測する方法で、

通過交通量を測定するものである。時間別、車種別、方向別交通量が測定できる。観測時間は昼

間 12 時間が一般的で、これから日交通量が推定できる。ただし、この方法は人力に頼る観測方

法であるため、適当な観測員の確保やその勤務条件等については細かい配慮を必要とする。 

(3) 調査時期 

 調査時期は、一般交通量の年間を通しての変動が農業交通量に比べて小さいこと、農業生産及

び農産物流通に利用される農道においては交通量の主体が農業交通量であることなどから、農業

交通量のピーク月とすることが望ましい。曜日については、一般交通量は土曜・日曜と平日では

異なるので、平日と土曜・日曜の少なくとも 2回は観測することが望ましい。 

 交通量観測は、昼間 12 時間（ピーク交通量をとらえるために、13～14 時間程度観測しておく

とよい。）の交通量を 2～3日間観測し、日交通量を推定する。 

 その際、昼夜率（昼間12時間交通量に対する日交通量の比）は、道路の性格、沿道状況等によ

って異なるが、国土交通省の全国道路・街路交通情勢調査の結果によると、一般道路の場合、平

地部と山地部を平均して約130％となっている。 

(4) 調査結果 

 調査結果は、表-14.1、表-14.2のように、歩行者類、自転車類、動力付二輪車類、自動車類交

通、農業交通に分類し、まとめるとよい。乗用車、トラック等は、農業交通手段にも一般交通手

段にも使用されているが、農業交通と一般交通とに区分して調査する。農業機械の機種は、交通

量調査時期によって異なるので、農作業に応じて適宜選択する。また、機種の幅、重量等につい

ても調査する。 

 なお、農村地域住民の生産、日常生活面における行動と調査路線との関わりを知る必要がある

場合にはパーソントリップ調査を行うのも一方法である。 
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表-14.1 交通量調査整理表（地点観測法） 

観測点番号 NO．  

観測点地名 市町村字  観測日 第 1日  第 2日  第 3日 道 路 の 平 均 車 道 幅 員                         m 

道路の種別  年月日    観測地点における歩道の有無         有          無 

路  線  名           線 時 間    
 路  面  の  種  類 

コンクリート舗装      砂利道 

アスファルト舗装（簡易 高級）    

 区間延長         km 天 候     路   面    の    状    況      良   普通   不良 

観測者氏名                        道    路    の    状    況  市街地      農地    混住地 

 

       種 別 

 

 

 

 

 

  時 間 

 歩 

  

 行 

  

 者  

 

 類 

 自 

  

 転  

  

 車 

 

 類 

 動 

 力 

 付 

 二 

 輪 

 車 

 類 

  乗用自動車類        貨 物 自 動 車 類 

 特 

 殊 

 自 

 動 

 車 

   農 業 機 械 類   自 

 動 

  車 

  類 

  

  合 

  計 

 軽 

 普 

 

 通 

 バ 

 

 ス 

 軽 

    小 

    型 

    普 

    通 
 貨 

 客 

 車 

 ト 

 ラ 

 ク 

 タ 

 │ 

 テ 

 │ 

 ラ 

 │ 

 コ 

 ン 

 バ 

 イ 

 ン 

 そ 

 

 の 

 

 他  1t 

 

   2t 

    

 4t 

以上 

〔頭番号〕 － － － ( 5) 3,5,7 2 ( 4) 4.6 4.6 1 1 4.6 8,9,0 8.9 8 8   

午前(6～7)時 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   7～8 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   8～9  
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   9～10 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

  10～11  
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

  11～12 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

午後 12～1 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   1～2 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   2～3  
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   3～4 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   4～5  
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   5～6 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

   6～7  
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

  (7～8) 
   (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )     (         ) 

集 

計 

 

 

 農業交通                   

 一般交通                   

    計                   

 農業交通 

 比率 (%) 

                  

                  

注 1) （ ）書きは、農業交通で下段の内数。 

 2) 農業機械類は全て農業交通。 

 3) 通行車両等の種別は、表-14.2 を参考とする。 

 



129 

 

 

 14 交通量調査  

表-14.2 通行車両等の観測事項 

観 測 事 項 摘              要 

歩 行 者 類（人 数） 
歩行する人及び乳母車、車椅子を押す人を対象とする。 

ただし、荷車類を引く人は歩行者に数えない。 

自 転 車 類（台 数） 

動力付以外の自転車類とする。 

リヤカー等を引く自転車は 1 台として数える。 

車椅子も対象とする。 

荷  車  類（台 数） 

荷車類のほか、無動力散水車又は箱車の屋台、人の引くリヤカー、耕う

ん機等とする。耕うん機でリヤカー、荷物車等を引くものは 1台として

数え、二輪車とキャタピラ車を区別しない。 

動力付二輪車類（台 数） 

二輪自動車（軽、小型）及び原動機付自転車とし、乗用及び貨物用の後

車付、又は側車付二輪車類を含む、リヤカー等を引く二輪車は二輪車類

1台として数える。 

自 

動 

車 

類 

（ 

台 

数 

） 

乗
用
自
動
車
類 

① 軽自動車（乗用） 軽自動車頭番号を有する乗用の四輪車（ナンバープレート頭番号 5） 

② 乗 用 自 動 車 乗用四輪車（同頭番号 3及び 5）、乗用三輪車（同頭番号 7） 

③ 乗 合 自 動 車 トレーラーバス及びトロリーバス（同頭番号 2） 

貨 

物 

・ 

自 

動 

車 
類 

① 軽自動車（貨物） 軽自動車頭番号を有する貨物用三輪車（同頭番号 4）、貨物用四輪車（同

頭番号 4） 

② 貨物自動車小型 小型四輪貨物自動車（同頭番号 4）、小型三輪貨物自動車（同頭番号 6）

とし、貨物用の後車付自動車を含む。 

ただし、貨客車を除く。 

③ 貨    客    車 小型四輪貨物自動車（同頭番号 4）でライトバン、ワゴン、ピックアッ

プ型式のものの座席が 2列以上のものとする。 

④ 貨物自動車普通 普通貨物自動車（同頭番号 1）とする。 

⑤ 特 殊 車 類 霊柩車、消防自動車、散水車、コンクリートミキサー車、放送宣伝車、

けん引自動車等の特種用途車（同頭番号 8）及び特殊車（同頭番号 9及

び 0） 

 

(5) 農業交通と一般交通 

 地区に係る農業交通と一般交通の区分は、次のとおりとする。 

ア 農業交通 

 地区に係る農業生産、農産物集出荷及び営農活動を継続して行うための交通で、次のような

交通をいう。 

① 農業生産交通 

 農地への作物栽培等のための通作交通及び農業機械の交通 

② 資材運搬交通 

 農地、農業施設等への農業用資材の運搬、農業廃棄物等の搬出のための交通 

③ 農産物輸送交通 

 農地と農業施設、集落等を結ぶ農産物の 1次輸送及び農業施設、集落等と市場、消費地を

結ぶ 2次輸送のための交通 

④ 農業団体等交通 

 農業関連企業、団体等の営業活動のための交通 

⑤ 営農活動交通 

 上記①から④以外の農業生産組織化等の営農活動に係る農家等の交通 
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イ 一般交通 

 交通量調査で得られた全体交通の中でアの農業交通以外のものをいう。 

 一般交通量は、交通量調査結果から当該計画路線ができた場合に、ピーク区間に流入するで

あろう交通量（推定流入交通量）を算出し、この中に含まれる農業交通量を差し引いて求める。

この場合、推定流入交通量及びその中の農業交通量の算定に当たっては、調査結果を検討し、

適切に推定しなければならない。算出結果の整理は、表-14.3 のようにするとよい。 

 なお、推定流入交通量を決定する際に、パーソントリップ調査や、自動車に着目したトリッ

プ調査を行い、既存交通網からの流入区間及び時間帯等を解析し、流入ポイントと流入時間帯

を設け、線形計画法（ＬＰ法）等を応用してリーチ区間を設定し、この各リーチ区間毎に流入

交通量を推定するとよい。 

 

（参考） 

１ パーソントリップ調査の概要  

 パーソントリップ調査は、交通の主体である「人（パーソン）の動き（トリップ）」を把握

することを目的としており、調査内容は、どのような人が、どこからどこへ、どのような目的・

交通手段で、どの時間帯に動いたかについて、調査日１日の全ての動きを調べるものである。 

 この調査により、交通実態を把握し、その後交通体系調査により、将来の交通計画を策定す

る。  

注) トリップ、代表交通手段の定義  

 人がある目的をもってある地点からある地点へ移動することをトリップという。例えば、自

宅から勤務先へ行くのに、いくつかの交通手段を乗り換えても、「勤務先へ」という１トリッ

プとしてとらえる。 また、１つのトリップがいくつかの交通手段で成り立っているとき、こ

のトリップで利用した主な交通手段を「代表交通手段」という。公共機関における主な交通手

段の集計上の優先順位は、鉄道→バス→自動車→二輪車→徒歩の順である。 

 

２ 線形計画法（ＬＰ法）の概要 

線形計画法とは, 与えられた線形の等式及び不等式制約のもとで, 線形目的関数を最大化あ

るいは最小化する手法であり、輸送の最適化問題で一般的に使用されている方法である。都市

計画では幅広く普及され市販ソフトも多い。 

 土地改良事業においては、農道計画以外では、用水計画としてパイプラインの用水計画にも

適用されている。 
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表-14.3 推定流入交通量算定表 

（単位：台） 

種    別 

 12hr交通量 

 の実測値 

（a） 

        推定流入交通量  うち農業交通量      一般交通量（現況）          

流入率 

 

(b)％ 

12hr流入量 

 

(c＝a×b) 

 24hr流入量 

 

(d＝c×1.3) 

比率 

 

(e )% 

24hr交通量 

 

(f ＝d×e) 

24hr交通量 

 

( g ＝d－f ) 

普通乗用車 

 換算係数 

(h) 

 普通乗用車 

 換算台数 

(i＝g×h) 

乗
用
自
動
車
類 

    軽          

  普   通          

  バ   ス          

 貨 

 物 

 自 

 動 

 車 

 類 

     軽          

小 型 
1ｔ          

2ｔ 
         

普 通 
         

4t～          

 貨 客 車          

 特 殊 自 動 車          

 農 業 機 械 類          

計          

 

〔記載事項〕調査時点での主要車種別の 12 時間交通量（2～3日間観測の平均値）を集計整理して記入する。 

① 推定流入交通量：調査時点での実測交通量のうち当該計画ピーク区間に流入するであろう流入率を実測交通量の観測

事項を参考に車種別に推定し推定流入交通量を算定する。 

② 農 業 交 通 量：推定流入交通量に含まれる現況農業交通量を除外するために、実測交通量の観測事項（用途区分）

を参考に車種別の農業交通比率を推定し、農業交通量を算定する。 

③ 普通乗用車換算台数：車種別の 24hr 交通量に下表の[参考・車種別換算係数]を乗じて算定する。 

参考：車種別換算係数（普通乗用車換算率） 

   車種 

 

 

普通乗用車 バス 
大型トラック

（4t以上） 

小型トラック

（2t以下） 
軽自動車 乗用トラクター テーラー 

 換算係数 1.0 1.9 1.9 1.5 0.8 1.9 1.0 
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15 交通安全調査 

（基準書 第 2章 2.3の 9関連） 

 

 交通安全調査は、交通事故の危険箇所の抽出を行い、当該箇所の交通量、交通機種、地形等の立

地条件を把握し、路線配置計画、線形計画等の決定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

(1) 調査の手順 

 ① 路線配置計画を概定した段階で、大縮尺の図上に計画路線を記入する。 

 ② 現地踏査等を行い交通事故の危険箇所を抽出する。 

 ③ 危険箇所の立地条件を調査する。 

 

(2) 交通事故の危険箇所の抽出 

 農道における交通事故の特徴は、交差点及び曲線部、屈折部における車両相互の事故が多く、

特に交差点における出会い頭の衝突事故が多いと言われている。 

 このような特徴と併せて、地区における交通事故の現状の把握を行い、次に示す事項を基本に

して、交通事故の危険箇所の抽出を行う。 

 ① 既設道路又は計画中の道路との交差点箇所（Ｔ字交差点、カーブ後の交差点等） 

 ② 曲線半径の小さい曲線部 

 ③ 屈折部 

 ④ 視距の確保が困難な箇所 

 

(3) 立地条件の調査 

 交通事故の危険箇所を対象に、図測及び現地調査により、次に示す事項を基本にして、立地条

件の調査を行う。 

ア 交通量 

 交通量調査と連携を図りつつ、当該農道に交差する道路の交通量を推定する。 

 

イ 交通機種 

 交通量調査と連携を図りつつ、当該農道に交差する道路の交通機種を推定する。 

 

ウ 地形条件等 

 危険箇所の地形勾配及び視距阻害要因となる地物を把握する。 
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16 周辺環境調査 

（基準書 第 2章 2.3の 10関連） 

 

 周辺環境調査とは、環境との調和に配慮した農道整備を行うための調査で、土地改良事業として

新設及び改良を行う農道周辺の生態系、景観等の環境（以下「周辺環境」という。）に影響が及ぶ

環境要素の抽出、影響の予測及び評価を行うことを目的とするものである。 

 

 (1) 基本的な事項 

  ア 周辺環境の分類 

   調査対象となる周辺環境の分類は、表-16.1 に示すものを標準とするが、基本的なものであ

り、地区の実情を踏まえ柔軟に項目を追加・削除する。 

 

表-16.1 周辺環境の分類 

分類 1(大分類) 分類 2(環境要素) 

自 然 環 境 

植物 

動物 

外来種 

野外レクリエーション 

自然景観資源 

景観 

生 活 環 境 

公害防止の項目 

地域分断 

観光資源 

生活交通 

農 業 生 産 環 境 
農道の沿線における農作物の栽培状況 

農道利用時の農作業の形態予測 

歴史・文化環境 
史跡・文化財 

神社・仏閣・民俗文化 
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  イ 調査の手順 

   一般的な調査の手順を、図-16.1に示す。 

 

 概査の調査地域の選定   地域の基本構想等を基に調査地域を選定する。 

概 
 
 

査 

    ↓ 

 

 

 

    

資料収集 都道府県、市町村の基本構想 

          農業農村整備環境対策指針（都道府県策定） 

          農村環境整備計画（市町村等作成） 

          文献調査 

 

     
 

精 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

査 

 

環 

境 

診 

断 

調 

査 

 

  ①基本構想の整理 《＝》  ②関連計画の整理   

  ↓ 

  ③環境影響要因の把握 《＝》  ④環境要素の整理   

  ↓            ↓ 

  ⑤法規制範囲図作成 《＝》  ⑥資料収集・整理・分析 《＝》  ⑦現地踏査   

      ↓         ↓             ↓ 

      ⑧環境点検図の作成及び予測、評価を行う環境要素の抽出    

        

        

   ①環境要素と計画路線の位置関係整理   

  ↓ 

   ②現地踏査   

  ↓ 

   ③予測   

  ↓ 

   ④評価   

  ↓ 

   ⑤環境配慮事項の整理   

  

 

環 

境 
影 

響 

調 

査 

図-16.1 周辺環境調査の手順 
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 16 周辺環境調査  

 (2) 環境診断調査 

  環境診断調査は、基本構想（基準書 第 3章 3.1 基本構想の作成参照）に基づき、概略の路

線配置、構造・規格、大型構造物の配置等の整理を行い、当該地域における環境要素への影響の

有無について、環境点検図等を作成して確認するものである。 

  なお、各調査は、既存資料等を有効に活用し、効率的に実施するものとする。 

  ア 基本構想の整理 

   農道又は農道網に係る地域の基本構想を基に、農道整備の計画構想（計画路線、市町村境界、

延長、関連施設の位置・種類、主要道路等程度）がわかる資料（パンフレット等）を入手し、

事業名、事業の目的、地域の概要、計画構想（計画区間、道路延長等）、計画路線の位置図

（S＝1/200,000 程度）、受益地等を示した計画概要図（S＝1/50,000程度）を整理する。 

 

  イ 関連する計画の整理 

   都道府県知事が策定する農業農村整備環境対策指針、市町村長等が作成する農村環境整備計

画、当該地方公共団体で定めた環境に係る条例・要綱等における農道事業の取扱いに関する事

項を整理する。 

 

  ウ 環境影響要因の把握 

   基本構想による事業計画等の概要に応じ農道整備事業に係る施設の設置及び供用並びに工事

実施の各段階において自然環境、生活環境、農業生産環境及び歴史・文化環境に及ぼすと予想

される行為を環境影響要因として把握する。（表-16.2参照） 

 

表-16.2 環境影響要因の事例と周辺環境への影響 

区 分 環境影響要因の事例 周 辺 環 境 へ の 影 響 

施設の設置 

農道の新設、改良 

橋梁の新設 

トンネルの新設 

法面保護工等 

基幹的農道、橋梁、トンネル等の大型構造物、法面保護工の設置は、当該施設 

の周辺環境全般に影響を及ぼすことが予想される。 

 

施設の供用 

自動車交通 

 

 

農道の新設、改良は地域の自動車交通形態に変化をもたらし、社会生活活動の 

利便性は向上するものの、自動車交通量が増大する箇所では騒音被害、交通事故

等への影響が危惧される。 

工 事 実 施 
工事用車両の交通 

 

事業規模の大きい工事実施は、工事用車両の通行による騒音被害、交通事故等 

への影響が危惧される。 

注) 「施設の供用」「工事実施」の環境影響要因は、事業計画作成段階で把握することは困難であり、大規模な農道整備

事業の場合には、検討事項とするが、通常は、「施設の設置」を主体として環境影響要因の把握の整理を行うものと

する。 

 

  エ 環境要素の整理 

   イ 関連計画、ウ 環境影響要因を踏まえて、表-16.1 で示した標準的な環境要素の追加・

削除を行い、本調査の対象となる環境要素を整理する。 
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  オ 法規制範囲図の作成 

   法規制に係る既存資料の収集を行い、法規制の範囲を図に整理し、法規制範囲図を作成する。 

 

  カ 資料収集・整理・分析 

   (ア) 調査の範囲 

    調査の横断範囲は、設計の熟度、計画路線の変更の有無、影響を及ぼすと予想される地域

等を勘案して必要に応じて設定する。また、路線方向については連続性を勘案し、必要に応

じて農道整備事業により整備される範囲のみならず、関連事業や既設道路区間を含めた範囲

を対象とする。 

    一般的には、影響を及ぼすと予想される地域としており、明確な基準はないが、動植物等

に関する文献調査は概ね路線中心から各 3km～各 150m（なお、予測は各 500m～150m）と

している。本調査は効率良く概略に地域の環境情報を把握することを目的としているため、

植物、動物等文献資料を主に調査するものについては、原則として片側 500m 程度（両側で

1km）の地域を対象とする。 

    なお、路線方向については農道路線が一般に建設区間等の関連事業や既設道路区間を含め

て計画されることが多いことから、このような地域を含めた範囲を原則として対象とするも

のであるが、地区の実情に応じて判断する。 
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 16 周辺環境調査  

  (イ) 調査内容 

    環境要素別の「調査対象・調査方針」及び「分析・整理手法」を、表-16.3に示す。 

 

表-16.3 環境要素別調査内容 

環境要素 調査対象・調査方針 分析・整理手法 

自 
 
 

 
 
 
 

 
 

然 
 

 
 
 

 
 
 

 

環 
 

 
 

 
 

 
 
 

境 

植  物 

環境省の全国レベルの調査結果等より地域の貴

重な植物群落及び植物を対象とし、対象となる植

物について資料収集、ヒアリング等の調査を行

う。 

「レッドデータブック（環境省）」、「天然記念

物緊急調査（植生図、主要動植物）」、「自然環

境保全基礎調査（自然景観資源調査）（環境省）」、

「自然環境保全基礎調査（動植物分布調査）（環

境省）」、「自然環境保全基礎調査（特定植物群

落調査）（環境省）」等より、特定植物群落の位

置及び種類を整理するとともに、必要に応じて上

記文献調査に加え、航空写真からの調査、地域の

実情に詳しい人へのヒアリングを行い、植物につ

いて調べ、貴重な植物群落及び植物を表及び図に

まとめる。また、対象となる植物の写真等を用い

て概要を整理する。なお、参考として収集した現

存植生図より対象地域の植生を整理し、現存植生

図を作成する。 

動  物 

環境省の全国レベルの調査結果等より地域の貴

重な動物を対象とし、対象となる動物について資

料収集、ヒアリング等の調査を行う。 

「レッドデータブック（環境省）」、「天然記念

物緊急調査（植生図、主要動植物）」、「自然環

境保全基礎調査（動植物分布調査）（環境省）」

等より、環境省が選定した重要な動物（哺乳類、

両生類・爬虫類、淡水魚類、昆虫類）を整理する

とともに、必要に応じて上記文献調査に加え航空

写真からの調査、地域の実情に詳しい人へのヒア

リングを行い、動物について調べ、対象となる動

物を表及び図にまとめる。また、対象となる動物

の写真等を用いて概要を整理する。 

外 来 種 

環境省と農林水産省でまとめた外来種リスト等

の資料収集、ヒアリング等の調査を行う。 

「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのあ

る外来種リスト（環境省）」、地方自治体等が作

成した侵略的外来種リスト等より、外来種（植物、

動物）の整理をする。必要に応じて上記文献調査

に加え航空写真からの調査、地域の実情に詳しい

人へのヒアリングを行い、対象となる外来種（植

物、動物）を表及び図にまとめる。 

野外ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 

 都道府県等が所有する既存資料による登山道、探

索路、遊歩道等の施設を対象とし、ヒアリング等

の調査を行う。 
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環境要素 調査対象・調査方針 分析・整理手法 

自 
 
 

 

然 
 
 
 

環 
 
 
 

境 

自然景観資源 

環境省の全国レベルの調査結果等より地域の貴

重な植物群落及び植物を対象とし、対象となる自

然景観資源について資料収集、ヒアリング等の調

査を行う。 

「自然環境保全基礎調査（自然景観資源調査）（環

境省）」、「自然環境保全基礎調査（自然景観資

源調査）（環境省）」等より、環境省が指定した

対象地域に係る自然景観資源を整理し、表及び図

にまとめる。また、写真等を用いて対象となる自

然景観資源の概要を整理する。 

景  観 

遠望点から計画路線を眺めたときの景観であり、

主として橋梁等の景観を対象とし、対象となる景

観の調査を行う。 

景観として、公共性の高い施設や不特定多数が展

望できる地点及び大規模構造物（橋梁、トンネル）

を抽出し、対象となる景観を整理する。それらを

表及び図にまとめる。 

生 
 
 

 

活 
 

 
 

環 
 

 
 

境 

公害防止の項目 

公害防止の項目である大気、水質、土壌汚染、騒

音、振動、地盤沈下、悪臭については、一般的に

農道においては対象とならないと考えられるが

地域の実情を勘案し必要に応じて調査を実施す

るものとする。なお、調査の方法等は、「ダム・

堰事業における環境影響評価に係る主務省令の

解説（平成 30 年３月、農村振興局農村政策部鳥

獣対策・農村環境課）」等を参照することとする。 

基本的には、調査対象外とする。 

地域分断 

計画路線の通過により集落コミュニティ等が分

断される可能性のある区間を対象とし、対象とな

る区間について土地利用図の資料収集及びヒア

リング等の調査を行う。 

地形図からみた地域分断の可能性や事業主体へ

のヒアリング等を踏まえ、地域を分断する可能性

のある区間について、周辺の集落の状況、交通経

路の状況、学校等公共施設等を整理し、表及び図

にまとめる。 

観光資源 

地域の主要な観光資源を対象とし、対象となる施

設について資料収集、ヒアリング等の調査を行

う。 

観光資源に係る公共施設、建物（集落）、史跡・

文化、樹林、湿地、河川、橋梁及びトンネル、ま

た事業主体がこれまで把握した観光資源を整理

し、表及び図にまとめる。なお、写真等を用いて

対象となる観光資源の概要を整理する。 

生活交通 

路線が通過する集落、沿線の公共施設のある区間

を対象とし、対象となる集落や施設について資料

収集、ヒアリング等の調査を行う。 

 

 

生活交通に係る公共施設、建物（集落）、また事

業主体がこれまで把握した生活交通を整理し、対

象となる生活交通を表及び図にまとめる。なお、

写真等を用いて対象となる生活交通の場所を示

す。 
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環境要素 調査対象・調査方針 分析・整理手法 

農 
 

業 
 

生 
 

産 
 

環 
 

境 

農道沿線における農作物

の栽培状況 

事業計画等の営農状況調査の結果から、農道が営

農作物に及ぼす影響として、道路照明の影響等の

項目等を対象とし、資料収集、ヒアリング等の調

査を行う。 

事業計画等の営農状況調査結果等から、地域の営

農作物状況及び将来予測を整理し、農道が営農作

物に及ぼす影響を整理する。 

なお、農道建設により農業生産に影響を与えると

予測される事象としては、次のものがあげられ

る。 

・道路照明（病害虫被害、水稲の出穂遅延、電照

栽培への影響等） 

・道路植栽（病害虫被害、日照量の減少、ビャク

シン類はナシに影響を及ぼす等） 

・法面植栽（病害虫被害等：カメムシの発生のた

め米が斑点米になり、等級が下がる被害が出

た） 

・切土・盛土による微気象の変化 

 （風、霧の発生等） 

・日照（橋梁によるリンゴへの日照の障害） 

・その他（融雪剤、耐候性鋼材を用いた橋梁から

錆が含まれる排水等の影響） 

農道利用時の   

農作業の形態予測 

農道建設により、農作業時に及ぼす影響としてほ

場への進入等を対象とし、資料収集、ヒアリング

等の調査を行う。 

農道利用時の農作物の形態を予測し、整理する。 

なお、農道建設により、農作業に影響を与えると

予測される事項としては、次のものがあげられ

る。 

・ほ場への進入 

・農作業帯の安全性 

・路肩管理 

歴 

史 

・ 

文 

化 

環 

境 

史跡・文化財 

国や地方公共団体が指定している文化財、史跡・

名勝、天然記念物、登録文化財、伝統的建築物群

及び埋蔵文化財包蔵地を対象とし、対象となる文

化財等について資料収集、ヒアリング等の調査を

行う。 

都道府県で発行している資料やガイドブック等

から、対象地域の史跡・文化財や観光を整理し、

表及び図にまとめる。また、対象となる史跡・文

化財の概要を整理する。 

なお、文化財には指定されていないが、地域で重

要であると判断したものも含めて調査を行う。 

神社・仏閣 

・民俗文化 

事業主体へのヒアリング等により、指定された文

化財以外の歴史的地物（鎮守の森、道祖神、歴史

的農業水利施設等）を対象とし、対象となる文化

財等について資料収集、ヒアリング等の調査を行

う。 

神社・仏閣・民俗文化に係る公共施設、建物（集

落）、史跡・文化、樹林、湿地、河川、橋梁及び

トンネル、また事業主体がこれまでに把握した資

源を整理し、対象となる神社・仏閣・民俗文化を

表及び図にまとめる。なお、写真等を用いて対象

となる神社・仏閣・民俗文化の概要を整理する。 
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  キ 現地踏査 

   (ア) 踏査 

    踏査は、比較的容易に実施できる程度の調査内容及び方法とする。地域概要の把握で資料

整理を実施した環境要素について、現地踏査地点図及び踏査項目・地点表に整理する。 

    なお、踏査の範囲は計画路線の両側 1km（片側 500m）程度とするが、地域の概況や影響

を及ぼすと予想される地域、路線の選定状況等を勘案して必要に応じて設定する。 

    また、必要に応じて専門家の協力を得て現地踏査を行う。 

 

   (イ) 現地踏査図の作成 

    把握した地域概要と現地踏査の結果を、ベースマップ上に整理し、写真や説明文を加えた

現地踏査図（S＝1/25,000 及び S＝1/50,000程度）を作成する。 

 

  ク 環境点検図の作成及び環境要素の抽出 

   ア～キの調査結果をもとに環境点検図を作成し、農道整備に係る施設の設置、供用及び工事

実施の各段階において影響を受ける環境要素のうち、予測・評価を必要とする環境要素の抽出

とその位置を明らかにする。 

 

 (3) 環境影響調査 

  環境診断調査に基づき、抽出された環境要素を対象に予測・評価を行い、周辺環境との調和に

配慮した事業計画作成のための環境配慮方針を整理する。 

  ア 環境要素と計画路線の位置関係整理 

   環境診断調査における環境点検図に基づき、環境要素と計画路線の位置関係を明らかにして、

予測・評価を行うための基礎資料とする。 

   なお、必要に応じて聞き取り調査等を行うものとする。 

 

  イ 現地踏査 

   (ア) 現地踏査 

    環境影響調査においては、環境診断調査で抽出された環境要素に関して、必要に応じて専

門家等の協力を得て踏査を行う。 

    なお、調査対象となる環境要素が動植物の場合は、対象となる動植物の重要度により、地

域の実情に詳しい人に聞き取りを行い、地区の状況にあわせて判断していく。実施に当たっ

ては航空写真等を参考にし、調査ポイントを絞る。 

 

   (イ) 環境点検図の作成 

    現地踏査の結果を、環境点検図にとりまとめる。 

 

  ウ 予測 

   予測は、計画路線と各環境要素の項目との位置関係や距離を明確にし、地域の状況や対象物

の状況を勘案し、一般的条件下における環境の状態の変化を明らかにする。 
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  エ 評価 

   評価は、イ 現地踏査、ウ 予測の結果等に基づき、各環境要素の項目について科学的知見

に基づいて行う。 

 

  オ 環境配慮方針の整理 

   エ 評価の結果等に基づき、各環境要素項目の環境配慮方針を整理する。 

 

 (4) 留意事項 

  周辺環境調査の具体的な調査内容（資料収集リスト、環境点検図の作成等）については、「環

境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き（第２編）平成 15 年３月（農

林水産省農村振興局）」を参照されたい。 
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17 関係農家等の意向調査 

（基準書 第 2章 2.3の 11関連） 

 

 関係農家等の意向調査は、聞き取り又はアンケート調査により、次の事項について行う。 

① 後継者の有無と後継者の現在の状況 

② 将来の経営意向（営農類型、拡大、縮小、受・委託、農産物流通） 

③ 農道の路線配置、規模、構造 

④ 農業機械及び営農施設の導入に対する意向 

⑤ 生産コストの目標 

⑥ 農地の流動化対策 

⑦ 農村環境に関する事項 

 なお、農道の機能及び規模に応じて、調査の対象及び内容を設定する。 
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18 路線配置計画 

（基準書 第 3章 3.3.4関連） 

 

(1) 基幹的農道 

 基幹的農道は、農村地域の基幹となる農道であるから、ほ場内農道及び既設道路と有機的な連絡

が可能となるように路線位置を検討する必要がある。具体的には次の点に留意し、路線配置を決定

する。 

① 地形条件等により分離された小団地の農地を結ぶ場合は、既存の零細な道路の機能を併せて、

団地を串ざしに横断する配置とするよう配慮する。 

② 加工、集出荷施設等の農業施設を中心として、農作業、集出荷等が一貫した流れ作業となる

ように、農業施設、農地及び集落を効率よく結ぶ配置とする。 

③ 農産物を市場等に出荷するために、一般道路に連絡することが必要であるが、この場合、当

該一般道路が将来にわたって農業上の利用が円滑にできるかどうか検討しなければならない。

一般道路との接続位置については、関係機関と十分調整する必要がある。 

④ 農道は整備の目的のいかんを問わず、一般交通の用にも併せ供されるものである。このため、

農道としての機能を維持するには、工事完了後の適切な管理が必要であるが、路線配置に当た

っても一般道路のバイパス的性格を有する路線は避けるものとする。 

⑤ 農村と都市、集落間を結ぶ日常の交通を円滑かつ快適なものとし、農村の生活環境の改善を

併せ図るには、集落の位置、生活圏、農業集落との連絡を考慮して路線を選定することが必要

である。 

⑥ 路線を新設する場合、地形、地質等の自然条件、用地取得、住宅補償等を考慮し、安全で経

済的な路線を選定することが大切である。農道は交通の安全性、快適性及び機能を確保するた

めに、線形、構造等に一定の制限が課せられる。このため、地形によっては、長大橋、トンネ

ル、土留工等の構造物が必要となり工事費が増大する。このような場合は、路線延長が長くな

っても谷や山をう回する路線とした方が経済的になることがあるため、比較検討を行って路線

を決めることが必要である。 

⑦ 基幹的農道は、農道及び付帯施設周辺の空間が有する多面的機能について十分配慮しつつ、

周辺環境調査結果を踏まえ、農道利用者の快適性を高めること、農道整備による周辺環境への

負荷を極力抑えること、地域の環境改善に取り組むことを念頭において路線を決めることが必

要である。 

 

(2) ほ場内農道 

 ほ場内農道は一般的には、まず、地区及びその周辺地域の自然条件、既存道路の位置等を勘案の

上、骨格となる幹線農道の配置を行う。次に、ほ場の作付作物、区画形状、用排水路の配置、農業

機械の使用状況、戸当たり経営耕地面積等を考慮して支線農道及び耕作道を配置する。 

 この際、農業施設への農産物の輸送が効率的に行われること、集落から各耕区への通作が便利と

なることに留意する。 

ア 水田地域 

 水田地域においてほ場整備を考慮した場合のほ場内農道の配置は、原則として用排水路の配置
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と一体的に決定される。この場合、通作道（縦支線農道）（「5 農道の分類」参照）は地積経済上、

耕区の短辺に沿わせ、その方向は小用排水路の方向と一致させる。また、支線農道からほ場へ農業

機械が容易に進入できるように進入路を設けることが必要である。一方、連絡道（横支線農道）は、

耕区の長辺が小用排水路の水管理、水路工事費等から考えて、300～600m 程度となるため、おのず

からその間隔で配置されることとなる。なお、幹線農道は、地域の集落の形態により利用目的及び

利用頻度が異なることを考慮するとともに、農業施設への農産物の輸送が可能となるよう適切な位

置に配置する。この場合、将来の農業施設の設置位置を考えておくことが望ましい。 

 これらのほ場内農道の配置は、平坦地においては時間便益の面からもできるだけ格子状にし、

傾斜地においても、縦断勾配が限度以上になる場合のほかはなるべく直線形を保つようにするこ

とが望ましい。 

 

イ 畑・樹園地地域 

① 畑・樹園地地域における、ほ場整備を考慮した場合の路線配置は、降雨量、降雨強度、地

形勾配、作付作物、土壌の性質、戸当り経営耕地面積、経営耕地の分散状況、排水路の位置、

畑地かんがい施設の有無等により異なるが、一般的には通作道の間隔を 100～200m、連絡道

の間隔を 200～1,000m とする。 

② しかし、畑・樹園地地域においては、農地の集団化が困難で換地に支障をきたしたり、収

穫最盛期の成木を切らなければならなかったり、作物の団地化を図ることに困難を生じるな

どの問題からほ場整備ができない場合も多い。また地形勾配が急なため、切盛土量が大きく

なり、つぶれ地が多くなるなど自然的あるいは経済的理由によってほ場整備が困難な場合も

多い。このような場合の路線配置は、幹線農道については、地区のほ場を貫く形で地形、傾

斜に合わせて配置し、支線農道、耕作道については極力各農家のほ場に直接進入できるよう

に配置するのが望ましい。 

③ また、農道によるつぶれ地をきらう急傾斜地やみかん園などでは、戸当たり経営耕地面積

の大小にかかわらず、農道自体がそれほど配置されていない場合も多い。このような困難な

条件をもっている畑・樹園地地域にあっては、地形、作付作物、農業機械の種類及び使用状

況、輸送に使用する車種、戸当たり経営耕地面積、農道整備に要する費用、投資効果等を勘

案して、営農に支障をきたさないように、幹線農道、支線農道、耕作道を配置する。なお、

必要に応じて軌道等の運搬施設を考慮する。 

④ 地形、傾斜、農地の集団化等にそれほど困難な問題がなく、将来、ほ場整備の実施が考え

られる畑・樹園地地域の場合は、先行して整備する農道網がほ場整備により手戻りの生じな

いよう配置しなければならない。 
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19 計画農業交通量 

（基準書 第 3章 3.3.3の 1，3.3.5の 1関連） 

 

 計画農業交通量の算定は、以下に示す、農業輸送体系の組立、農業関係輸送量、ピーク輸送量、

農業交通量、通作交通量の算定表及び記載要領を参考とする。 

 

 (1) 農業輸送体系の組立 

  主要農産物別の輸送体系をほ場と農家、集出荷施設、農協、広域流通施設、市場等の配置と計

画農道との関係において、1次、2次輸送体系を模式化すると、図-19.1のとおりとなる。 

  なお、計画農業交通量はピーク区間（一点破線の範囲内でかつピーク区間を経由する営農ブロ

ックに限る）に係る輸送量を基礎にピーク月での日交通量として算定する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-19.1 農業関係輸送の体系図（例示） 

圃場 農家 集出荷施設 農協 市場 
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(2) 農業関係輸送量及びピーク輸送量の算定表及び記載要領 

表-19.1 農業関係輸送量及びピーク輸送量の算定表（ピーク月、ピーク区間） 

 

項目 

 

 

 

 

 農産 

 物名 

作付面 

積又は 

飼養頭 

羽数 

生 産 量 

（ｔ） 

生産資材量 

（ｔ） 

副 産 物 量 

（ｔ） 

商 品 化 量 

（ｔ） 

ピーク月輸送量（ｔ） 
（ ）内はピーク月の輸送割合 

（ピーク月：現況 月、計画 月） 

生産量 
 生 産 

 資材量 

 副 産 

 物 量 

 商 品 

 化 量 

現 

況 

計 

画 

単収

位量 

(kg) 
 

現 

況 

計 

画 

係 
 

数 

生
産
資
材 

現 

況 

計 
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係 
 

数 

副 

産 

物 

現 

況 

計 

画 

商
品
化
率 

現 

況 

計 

画 

現 
況 

計 

画 
現 

況 

計 

画 

現 

況 

計 

画 

現 

況 

計 

画 

農

産

物 

       

 

  

 

  

 

 

 

( ) 
 

( ) 

 
( ) 
 

( ) 

 

( ) 
 

( ) 

 
( ) 
 

( ) 
 

 

( ) 
 

( ) 

 
( ) 
 

( ) 
 

 

( ) 
 

( ) 

 
( ) 
 

( ) 
 

 

( ) 
 

( ) 

 
( ) 
 

( ) 

小計                 

畜

産

物 

                 

小計                 

計                  

 

〔記載要領〕 

  ① 農産物名及び畜産物名 

   受益地区内において生産される農産物名及び畜産物名を記入する。なお、農産物が多種類にわたる場合は、交通量及び走行

費用の計測に支障のない範囲で、代表作物に統合整理して記載する。 

  ② 作付面積又は飼養頭羽数 

   農産物についての現況・計画時の営農、土地利用状況等を十分調査計画の上、作目別の作付面積（飼養頭羽数）を記入する

（ただし、広域営農団地農道整備事業の場合は広域営農団地整備計画の数値による。以下同じ｡）｡ 

   なお、受益地区内において、ほ場整備、畑地帯総合農地整備、農地造成等の面的な事業が計画中（土地改良法に基づく同意

を得ているもの）又は着工中の場合には関連事業として計画内容を記載し、その事業の作付面積を当該農道の現況作付面積と

みなして記入する。 

  ③ 生産量 

   単位当たり生産量は、当該受益地に係る最近 5か年間の平均単位当たり生産量を基礎に記入する。なお、現況単位収量と計

画単位収量を変更する場合等には上位関連整備計画（ただし、具体的な実施計画が定まっているものに限る｡）に基づくもの

とし、計画単位収量を（ ）書で並記する。 

  ④ 年間総生産量 

   生産量は、〔作付面積（又は飼養頭羽数）×単位収量〕により現況及び計画の年間総生産量を算定する。 

  ⑤ 生産資材量、副産物量、商品化量 

   事業計画地区の実態等を調査し、主要農産物別の主産物に対する生産資材量、副産物量、商品化量等の輸送物量を係数化し、

生産量に各係数を乗じて現況及び計画の年間輸送量を算出する。 

  ⑥ ピーク輸送量 

   農産物別の月別輸送配分割合を地区の栽培事情、輸送体系等の実態調査により設定し、ピーク月（年間総輸送量に対比して

最も輸送量（月間の総輸送量）が多いと予想される月）における農産物別の生産量、生産資材量、副産物量、商品化量の輸送

割合をそれぞれ（ ）書にて記入し、年間輸送量に乗じてピーク月の輸送量を算出する。なお、ピーク月を決定するに際して

は、地域における主要農産物の生産物量、その輸送体系等を考慮するとともに、現況と計画の栽培、輸送体系等の変化（たと

えば、米の乾燥調整貯蔵能力を持つカントリエレベーター等が設置されたことによる輸送体系の変更等）によるピーク月の輸

送割合及びピーク月が変わることがあるので留意する必要がある。 
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 (3) 農業交通量の算定表及び記載要領 

表-19.2 農業交通量の算定表 

車 種 名    

合計 
  

 輸送比率 1次：   ％ 

     2 次：   ％ 

 輸送比率 1次：   ％ 

     2 次：   ％ 

 輸送比率 1次：   ％ 

     2 次：   ％ 

 

      項 目 

 

輸送内容 

ピピ輸 

｜｜  

クク送 

月区  

の間量 

 

車輸 

 

種送 

 

別量 

 

1積 

台  

当載 

た  

り量 

 

延 

 

台 

 

数 

 

1台 

日  

当  

た  

り数 

 

1換 

日算 

当台 

た数 

り  

 

車輸 

 

種送 

 

別量 

 

1積 

台  

当載 

た  

り量 

 

延 

 

台 

 

数 

 

1台 

日  

当  

た  

り数 

 

1換 

日算 

当台 

た数 

り  

 

車輸 

 

種送 

 

別量 

 

1積 

台  

当載 

た  

り量 

 

延 

 

台 

 

数 

 

1台 

日  

当  

た  

り数 

 

1換 

日算 

当台 

た数 

り  

 

1台 

日  

当  

た  

り数 

1換 

日算 

当台 

た数 

り  
 

農産物名  （ｔ） (ｔ) (ｔ) (台) (台) (台) （ｔ） (ｔ) (台) (台) (台) （ｔ） (ｔ) (台) (台) (台) (台) (台) 

現 
 
 
 
 

 
 

況 

1次 

輸送 

                   

小 計                   

2次 

輸送 

                   

小 計                   

通作交通量                   

計                   

計 
 
 

 
 

 
 

画 

1次 

輸送 

                   

小 計                   

2次 

輸送 

                   

小 計                   

通作交通量                   

計                   

 
 〔記載要領〕 

  ① ピーク月ピーク区間輸送量 

   (2)で求めたピーク月輸送量を基礎に、農産物の輸送体系を勘案して、1次輸送量及び 2 次輸送量を記入する。 

   なお、車種別の輸送体系（輸送品目により輸送車種、積載量等）が異なる場合にあっては主要作物別に記載すること。 

  ② 車種名と輸送比率 

   現況及び計画時の自動車保有状況と輸送品目別の 1 次・2次輸送実態等を勘案し、ピーク月に使用する輸送手段、車種名と

1次・2次輸送区分別の輸送比率を記載する。 

  ③ 車種別輸送量 

   ピーク月のピーク区間に係る月間輸送量に 1 次・2 次別の輸送比率を乗じて車種別の輸送量を算定する。 

  ④ 1 台当たり積載量 

   1 次・2 次輸送別及び積載品目別の荷姿と車種別の積載量を計画地域の実態調査等により把握し、車種別の標準積載量（1

台当たり許容積載量×積載率）を求める。 

  ⑤ 延台数 

算式＝ 
車種別輸送量（ｔ） 

×2（往復）により求める。 
1台当たり積載量（ｔ） 

  ⑥ 1 日当たり台数 

算式＝ 
延台数（台） 

により求める。 
月間稼働日数（日） 

   なお、月間稼働日数は、稼働率（2/3）を乗じた 20日を基準とする。 

  ⑦ 1 日当たり換算台数 

   1日当たり車種別台数に車種別換算係数（下表参考）を乗じた台数とする。 

[参考] 車種別換算係数（普通乗用車換算率） 

   車種 

 

 

普通乗用車 バス 
大型トラック 

（4t以上） 

小型トラック 

（2t以下） 
軽自動車 

乗 用 

トラクター 
テーラー 

 換算係数 1.0 1.9 1.9 1.5 0.8 1.9 1.0 

 

  ⑧ 通作交通量 

   次項(4)で求めるピーク区間に係る車種別の通作交通台数を転記する。 



148 

 

 

 技 術 書 ・ 農 道  

 (4) 通作交通量算定表及び記載要領 

表-19.3 通作交通量算定表 

 

項目 

 

営農類 

型区分 

区  分 
通作手段 

(車種名) 

年 間 就 業 回 数 
1日当たり 

 

通作台数 

1日当たり 

換算通作 

台  数 
戸当たり 

回  数 

戸当たり

平均経営

規  模 

ha当たり

回  数 

通作対象面積 延 台 数 

(総回数) 
面 積 比 率 

 

現 況          

計 画          

 
 〔記載要領〕 

  ① 営農類型区分 

   ピーク区間に係る農道受益区域の主たる営農類型（たとえば、水田、畑作、酪農等）を 1～2類型にしぼって記入する。 

  ② 通作手段 

   通作のために使用している主要な車種名を記入する。ただし、年間就業回数欄の車種別内訳は記入を必要としない。 

  ③ 戸当たり回数 

   農家経済調査の年間就業日数、家族農業従事者数等を基礎に、戸当たり平均年間通作回数（往復回数）を推計し記入する。 

  ④ 戸当たり平均経営規模 

   計画地区に係る農家の戸当たり平均経営耕地面積（ha）を記入する。 

  ⑤ ha 当たり回数 

   戸当たり平均年間通作回数を計画地区平均経営規模で除し、ha 当たり回数を求める。 

  ⑥ 通作対象面積 

   ピーク区間を直接通作のために利用するであろう農道受益区域の面積と総農道受益面積に対する比率を求めて記入する。 

  ⑦ 延台数（総回数） 

   ha当たり通作回数に通作対象面積（ha）を乗じて年間総通作回数を求める。 

  ⑧ 1 日当たり通作台数 

   年間総通作回数（往復回数）を基礎に、次の算式により求める。 

算式＝ 
年間総延台数（総回数） 

365日×2/3 

   なお、1 日当たり通作台数欄において、車種別区分（地区の通作手段別の走行実態を考慮して振り分ける）を行って記入す

ること。 

  ⑨ 1 日当たり換算通作台数（通作交通量） 

   1日当たりの車種別台数を基礎に車種別換算係数（前項(3)、⑦の[参考]車種別換算係数表参照）を乗じて換算台数を求める。 

  ⑩ その他 

   通作回数の計測は、現況及び計画とも特別な事情のある場合を除き同一の交通量とする。ピーク区間に係る通作交通量を推

計するために取込んだ農道受益区域と、集落、農業生産施設の配置、接続農道網の整備状況、方向別の通作台数等が判明でき

るような模式図を作成しておくこと。 
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20 線形計画 

（基準書 第 3章 3.3.8関連） 

 

 線形計画の詳細は、農道設計基準を参考として、計画作成を行うこととするが、「計画交通量 500

台/日未満の農道の線形計画」と「縦断勾配の上限値」についての補足事項を以下に示す。 

 

 (1) 計画交通量 500台/日未満の農道の線形計画 

  計画交通量 500 台/日未満の農道（交通量の少ない支線農道及び耕作道）の線形計画作成に当た

っての留意事項を以下に示す。 

 

  ① 曲線半径は、原則として、設計速度に応じて決定するものとするが、地形状況、その他特

別な理由によりやむを得ない場合には、農業機械等の最小回転半径を考慮の上、曲線半径を

決定することができる。 

  ② 曲線長は、原則として、設計速度に応じて決定するものとするが、地形状況、その他特別

な理由によりやむを得ない場合には、農道の立地条件に応じて決定することができる。 

  ③ 曲線部の拡幅は、原則として、曲線半径に応じて決定するものとするが、地形状況、その

他特別な理由によりやむを得ない場合には、計画交通量、設計速度、車道幅員及び計画交通

機種を考慮の上、決定することができる。 

  ④ 屈曲部の緩和区間は、原則として設けなくてよい。 

  ⑤ 片勾配は、車両通行の走行性より農地への容易な進入及び農作業場としての利用のしやす

さ等が重視されるので、このような場所には原則として設けなくてよい。 

  ⑥ 視距は、原則として、設計速度に応じて決定するものとするが、地形状況、その他特別な

理由によりやむを得ない場合には、計画交通量、設計速度、車道幅員及び計画交通機種を考

慮の上、決定することができる。 

 

 (2) 縦断勾配の上限値 

  ① 基幹的農道の縦断勾配は、設計速度に応じて決定するものとし、表-20.1 に掲げる値以下

とする。 

表-20.1 基幹的農道の縦断勾配 

設計速度(km/h) 縦断勾配(％) 縦断勾配(特例)(％) 

50 

40 

30 

20 

  6 以下 

   7 

   8 

   9 

  9 以下 

  10 

  11 

  12 

             注) 特例とは、地形状況、その他特別な理由によりやむを得ない

場合をいう。 
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  ② ほ場内農道の縦断勾配は、農道の種類及び土地利用に応じて決定するものとし、表-20.2

に掲げる値以下とする。 

表-20.2 ほ場内農道の縦断勾配 

農道の種類 土 地 利 用 縦 断 勾 配 縦断勾配(特例) 

幹 線 農 道 
水田地域  8％以下  12％以下 

畑・樹園地地域 12％以下  － 

支 線 農 道 

水田地域 

農道から耕区への出入りが容易になるよ

う区画の配置、段差等に応じた縦断勾配と

する。 

 － 

畑・樹園地地域 

12％以下 設計速度、車両の登坂能力、制動能力、

路面の維持、営農形態等を考慮の上、

決定することができる。 

耕 作 道 
水田地域 

畑・樹園地地域 

車両の登坂能力、制動能力、路面の維持、

営農形態、車両走行の安全性等を考慮の

上、決定する。 

 － 

注 1) 特例とは、地形状況、その他特別な理由によりやむを得ない場合をいう。 

 2) 縦断勾配を 8％以上とする場合、100m を限度とする制限長を設けるものとし、なるべく短くすることが望ましい。 
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21 横断面計画 

（基準書 第 3章 3.3.7関連） 

 

(1) 車 道 

 ア 車道幅員の決定方法

  車道幅員の決定方法は、一般的には計画交通量によって決定する。 

  ただし、計画交通量が 500 台/日未満の農道や、将来の計画交通機種に相当数の大型農業機械

の導入計画が具体化されている農道で、かつ農業機械の運行ルートから当該路線配置計画のピー

ク区間での走行が他の車両の運行に支障をきたすおそれのある場合には、当該農道の目的、機能

等に応じ、計画交通機種によって所要の幅員を決定することができる。また、主として農耕用に

利用される農道においては、農耕上の利用を主体として幅員を定めることができる。 

 

 イ 計画交通量による車道幅員の決定 

  車道幅員は、表-21.1の値を標準とする。 

 

表-21.1 計画交通量と車道幅員との関係 

計 画 交 通 量（台/日） 車道幅員（一般）（m） 車道幅員（特例）（m） 

   4,000 以上 

   4,000 未満   1,500 以上 

   1,500 未満     500 以上 

     500 未満 

6.5 

6.0 

5.5 

5.0～2.5 

5.5 

4.0 

2.5 

2.0 

注) 特例とは、地形の状況、周辺地域の特性、経済性等の理由により必ずしも一般部と同一とする

ことが地域住民等の意向に合致しない区間において適用する場合で、この欄に掲げる値まで縮

小することができる。 

 

 ウ 計画交通機種による車道幅員の決定 

  車道幅員は、当該農道の計画交通機種の車両幅員に、2車線の場合はすれ違い間隔（0.5m）及

び車両の外側の余裕（0.6m、すなわち両側にそれぞれ 0.3m）を、1車線の場合は車両の外側の

余裕（0.6m、すなわち、両側にそれぞれ 0.3m）を加えた幅員とする。一般に耕作道を除く農道

においては、直線部の車道幅員の標準値は、0.5m 単位に丸めた幅員とする。 

  なお、計画交通量が 500 台/日未満の支線農道及び耕作道の場合は、すれ違い間隔を 0.3m に

減ずることができる。 

  計画交通機種により車道幅員を決定する場合の略図を、図-21.1に示す。 

  計画交通機種により車道幅員を決定する場合の車両幅員は、表-21.2を参考とする。 
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図-21.1 計画交通機種による車道幅員の決定方法 

 

表-21.2 代表的な農業機械等の幅員と高さ 

名     称 
車両幅員

(m) 

高さ

(m) 
名      称 

車両幅員

(m) 

高さ

(m) 

耕うん機（3.7kW（5Ps）未満） 

〃   （3.7kW（5Ps）以上） 

乗用トラクター（22.1kW（30Ps）級未満） 

〃       （22.1kW（30Ps）級） 

〃       （36.8kW（50Ps）級） 

〃       （50kW（68Ps）級） 

〃      （80kW（109Ps）級） 

自脱型コンバイン（2 条） 

       〃        （3、4条） 

       〃        （5条） 

       〃        （6条） 

普通コンバイン （58.8kW（80Ps）級） 

      〃      （88.3kW（120Ps）級） 

田植機（4条） 

  〃  （5条） 

  〃  （6条） 

  〃  （8条） 

 〃  （10条） 

トレーラー（牽引式） 

シードドリル（マウント） 

鎮圧ローラー（牽引式） 

マニュアスプレッダー（自走式、牽引式） 

ディスクハロー（マウント） 

軽自動車（軽トラック） 

乗用車 

大型トラック（58.8kN 以上） 

小型トラック（19.6kN） 

自転車 

0.6 

0.8 

1.3 

1.7 

1.8 

2.6 

2.6 

1.6 

1.7 

2.0 

2.3 

2.3 

3.8 

1.6 

1.9 

2.2 

2.2 

3.4 

1.9 

3.0 

2.0～3.0 

1.6～3.3 

2.3 

1.5 

1.7 

2.5 

1.7 

1.0 

 

 

2.0 

2.0 

2.6 

2.7 

3.1 

2.0 

2.0 

2.7 

2.7 

2.0 

2.9 

1.5 

1.5 

1.6 

1.7 

2.6 

1.3 

 

 

2.8 

 

2.0 

2.0 

3.8 

2.8 

ボトムプラウ 

ディスクプラウ 

チゼルプラウ 

ライムソワー（700ℓ  級）（マウント） 

ロールベーラー 

ファームワゴン（自走式、牽引式） 

スピードスプレーヤー（400ℓ ） 

        〃         （500～1000ℓ ） 

コーンハーベスター（自走式、牽引式） 

フォレージハーベスター（刃幅1.5m 未満） 

〃     （刃幅1.5m 未満） 

ポテトハーベスター（牽引式） 

        〃       （自走式） 

水田用栽培管理ビークル 

汎用いも類収穫機 

風筒式防除機（歩行型） 

果樹用管理ビークル 

小型クローラー運搬機 

高速耕うんロータリー及び高速代かき機 

高精度水稲たん水直播機 

高精度水田用除草機 

山間地域対応自脱コンバイン 

野菜全自動移植機 

キャベツ収穫機 

ごぼう収穫機 

だいこん収穫機 

ねぎ収穫機 

簡易草地更新機 

細断型ロールベーラー 

2.7 

2.1 

3.6 

3.5 

1.7 

2.0 

0.9～1.1 

1.5 

2.4 

2.6 

3.3 

3.0 

2.5 

2.0 

2.2 

1.0 

0.9 

0.6 

2.6～4.1 

2.0～2.6 

2.0～2.6 

1.3 

1.7 

1.5 

2.2 

2.2 

1.4 

2.5 

0.8 

1.7 

1.2 

1.7 

 

2.4 

2.5 

2.0 

2.0 

3.7 

3.4 

5.6 

3.0 

3.0 

1.8 

2.8 

 

 

1.0 

1.5 

1.6 

1.7 

1.3 

1.9 

1.8 

2.3 

1.9 

1.5 

1.3 

1.0 

（出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「ほ場整備（畑）」（平成 19年 4月：令和 2年 7 月一部改正）

を一部修正） 

注)  農業機械等の幅員が 2.5m を超える機種により車道の幅員を決定する場合は、車両制限令により幅 2.5m を超える

車両が規制を受けることとなるため、一般交通の用に供する（道路交通法の適用を受ける）農道においては、幅員決

定の根拠として使用しないものとする。 
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 21 横断面計画  

エ 環境に配慮した車道幅員の狭小化の検討 

地形条件によっては、車道幅員を狭小化することにより、道路敷、法面等の改変範囲が小さく

なり、生物の生息・生育環境への影響を最小限にすることが可能となる。このため、特例の適

用等により、区間によっては幅員を狭くすることを検討する。 

 

オ 自動走行農機に対応した幅員の検討 

近年は大型の自動走行農機の開発が進められており、将来導入が想定される地域においては、

表-21.2 によらず導入機種の幅員も考慮して決定することが望ましい。なお、詳細は、「自動走

行農機等に対応した農地整備の手引き」等関連する技術書を参照する。 
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(2) 路 肩 

 ア 積雪地域の幅員 

  積雪地域に存する基幹的農道・幹線農道の路肩、自転車歩行者道及び歩道の幅員は、除雪を勘

案して定めるものとする。 

  ① 積雪地域とは、2月の積雪の深さの最大値の累年平均（最近 5か年以上の間における平均）

が 50cm 以上の地域、又はこれに準ずる地域のことをいう。 

  ② 積雪地域においては、降・積雪時の道路交通を確保するため、一般に機械による除雪作業

が行われる。機械除雪作業には、積雪が通行車両により圧雪されたり乱されたりしないうち

に取り除く「新雪除雪」、幅員の確保及び次の降雪に備えて雪を路外に排除したりする「拡

幅除雪」、車両の快適な走行を図るため圧雪層を少なくし、路面の雪を平坦にしたり路側に

排除する「路面整正」、路上又は路側の雪を運搬除去する「運搬排雪」等がある。 

  ③ 機械除雪作業を勘案した積雪地域の道路の幅員構成の基本概念は、図-21.2のようになる。 

    ここに、一次堆雪幅とは、新雪除雪等によって側方に寄せられた雪を一時的に堆雪する部

分であり、二次堆雪幅とは、拡幅除雪等によって長期にわたって雪を堆雪しておくための部

分である。 

    なお、堆雪幅等の詳細については、農道設計基準を参照する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-21.2 積雪地域の道路の幅員構成 

 

(3) 歩道、自転車道及び自転車歩行者道 

 道路構造令による基幹的農道や幹線農道では、歩道、自転車道及び自転車歩行者道の設置を検討

する必要がある。なお、ほ場内農道等道路構造令によらない農道については、以下に示す内容を地

域の条件等を勘案し、幅員を縮小する等適切な設置を検討することとする。 

  ① 設置目的 

   歩道、自転車道及び自転車歩行者道は、歩行者及び自転車の安全な通行空間を提供し、併せ

て自動車交通の安全性と円滑性を高めるものである。さらに、沿道に対しては、通風、採光等

の空間を拡大することにより、自動車交通に起因する障害を軽減し生活環境の保全に役立つほ

か、公共的な占用物件を収容するスペースの一部として、都市機能の維持に資するものである。 

道路法に基づく第 3種及び第 4 種（2 車線）相当の農道 

※中央分離帯の両側に設けるＷ2：冬期側帯は、農道には適用がないため記載から省く 
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 21 横断面計画  

  ② 歩 道 

   人家連続区間、学校、公民館、公園等公共施設の近傍区間、橋梁、トンネル等で交通量が多

く歩行者に対して安全を確保することが必要な場合には歩道を設けることが望ましい。 

   歩道の幅員は、車椅子 2台のすれ違いに要する幅 2m（1m×2台）を標準とする。 

   歩道は縁石、防護柵その他これに類する工作物により車道と分離した構造とする。 

 
〔参考〕 
 1 「道路構造令の解説と運用」（（公社）日本道路協会、令和３年３月）では、“また地方部の幹線道路におい

ても、歩行者が多い場合、これらの歩行者の通行の安全を図るうえで歩道の設置が必要である。そのほか、歩

行者が少なくても、自動車交通量が非常に多い箇所や、学童、幼稚園児の通学、通園路となる箇所、人家連た

ん地区等で局部的に歩行者の多い箇所では、歩行者の安全と自動車の円滑な走行を図るため、歩道を設け、歩

行者を分離することが肝要である”とされている。 

 2 「交通安全施設等整備事業の推進に関する法律施行令」（昭和 41 年政令第 103 号）第四条では、通学路を、

児童又は幼児が小学校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。）若しくは幼稚園、幼保

連携型認定こども園又は保育所（以下これらを「小学校等」という。）に通うため一日につきおおむね四十人

以上通行する道路の区間のほか、児童又は幼児が小学校等に通うため通行する道路の区間で、小学校等の敷地

の出入口から一キロメートル以内の区域に存し、かつ、児童又は幼児の通行の安全を特に確保する必要がある

ものとしている。 

 

  ③ 自転車道及び自転車歩行者道 

   学校、公民館等公共施設付近等の自転車及び歩行者の交通が多い区間、又は通学路となって

いて自転車通学が行われている区間では、自転車及び歩行者が安全に通行でき、円滑な交通を

図るために自動車交通と自転車及び歩行者の交通を分離する必要がでてくる。 

   自転車交通を分離するかどうかは、自動車の交通量と走行速度及び自転車の交通量の三つの

要素を考慮して判断すべきものと考えられる。一般的に、自動車と自転車との走行速度差が大

きいところでは極力自転車交通を分離することが望ましい。 

   自転車道の幅員は、自転車 2台のすれ違いに要する幅 2m（1m×2台）を標準とする。 

   ただし、地形の状況その他特別の理由によりやむを得ない場合においては、1.5m まで縮小

することができる。 

   自転車歩行者道の幅員は、車椅子 2台のすれ違いに要する幅に自転車が通行する幅を加えた

値 3m（車椅子 1m×2台＋自転車 1m）を標準とする。 

 
〔参考〕 
 「道路構造令の解説と運用」（（公社）日本道路協会、令和３年３月）では、“歩行者、自転車、自動車それぞ

れの通行空間を分離または歩行者、自転車と自動車の通行空間を分離に関する通行空間の分離の考え方において、

自動車の「交通量が多い」道路とは、4,000 台/日以上、自転車の「交通量が多い」道路とは、500 台/日以上、歩行

者の「交通量が多い」道路とは、500 人/日以上を目安と考えられるが、歩行者や自転車の交通量がこれらの目安よ

り少なくても自転車通行空間の整備効果が見込める場合など、地域における道路の利用状況等が異なるため、道路

交通の状況や沿道の状況等を総合的に勘案した上で目安の交通量を設定するものとする。”とされている。 
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(4) 建築限界 

 建築限界とは、農道上で車両や歩行者の交通の安全を確保するために、ある一定の幅、ある一定

の高さの範囲内には障害となるような物を置いてはいけないという空間確保の限界である。 

したがって、建築限界内には、橋脚や橋台はもとより、照明施設、防護柵、信号機、道路標識、並

木、電柱等の諸施設を設けることはできない。幅員構成を決める場合には、各種の施設の設計計画

についても十分検討しておく必要がある。 

車道、歩道等の建築限界は道路構造令に準じ、表-21.3、図-21.3～21.5に示すところによる。た

だし、路肩を設けない支線農道、耕作道においては、ａ、ｅ、ｂの値を 0とする。 

 

表-21.3  建築限界 

車道幅員(m) Ｈ(m) ａ ｅ ｂ(m) 

5.5以上 

5.0以下 

5.0以下の特例 

4.5 

4.0 

3.0 

路肩幅員(ただし、最大で 1.0m) 

〃 

0 

路肩幅員 

〃 

〃 

0.7 

0.2 

0 

注1) 5.0m 以下の特例とは、大型車の交通量が極めて少なく、かつ付近に大型車のう回できる道路がある場合

をいう。 

 2) Ｈを 3.0m あるいは 4.0m とする場合は、道路標識を設置してクリアランスが低いこと、あるいは積荷の

高い車に対するう回路を表示しなければならない。 

 3) Ｈ、ａ、ｅ、ｂは、図-21.3 に示すところによる。 

 4) Ｈについて、将来舗装のオーバーレイが予想される場合、冬季積雪によるクリアランスの減少がある場合

等は、表の値以上に余裕を取ることが望ましい。  

 

 建築限界の上限線は、路面と平行にとるものとする。 

 また、両側線は図-21.5 に示すとおり、通常の横断勾配を有する区間では鉛直、片勾配を有する

区間では路面に直角にとるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-21.3 車道の建築限界 

 

歩道又は自転車道等を有しないト 

ンネル又は延長 50ｍ以上の橋もし 

くは高架農道以外の農道の車道 

歩道又は自転車道等を有しないトン 

ネル又は延長 50ｍ以上の橋もしくは 

高架の農道の車道 

車道に接続して路肩を設ける農道の車道 

  車道に接続して路肩を 

  設けない農道の車道 
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図-21.4 歩道及び自転車道等の建築限界 

 

 

 

 

 

 

 

図-21.5 建築限界のとり方 

 

歩道又は自転車

道等の幅員 

歩道又は自転車道等の幅員 

路上施設を設けるの

に必要な部分を除い

た歩道又は自転車道

等の幅員 

路上施設を設けない歩道及び自転車道

 

路上施設を設ける歩道及び自転車道等 

路
上
施
設 
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22 農道の維持管理 

（基準書 第 1章 1.3の 2，第 3章 3.6の 1関連） 

 

 農道の維持管理に当たって、留意事項を以下に示す。 

 

 (1) 事業計画作成段階の検討事項 

  ① 農道の利用形態の特殊性を考慮の上、交通安全施設及び交通管理施設の設置についての検

討を行う。 

  ② 農道の機能及び規模に応じて管理主体及び財産の帰属についての検討を行う。 

  ③ 設計供用期間における維持管理を適正に行えるよう、維持管理経費の費用負担、管理手法

等の検討を行う。 

 

 (2) 管理体制に関するもの 

  ① 管理者は、管理の役割分担について、関係農家等との連携を図る。 

  ② 管理者は、農道を利用する者（特に一般利用者）に対して農道であることを認識してもら

う「標識」を設置し、ＰＲに努める。 

  ③ 農道において、管理施設に起因する偶然な事故により、第三者に生命若しくは身体を害し、

又は財物に損害を与えた場合、管理者が法律上の賠償責任を負うことがあるので、農道の機

能及び規模に応じて交通災害保険制度の利用について検討を行う。 

  ④ 異常気象、災害時、道路工事等による通行不能や車両制限の必要が生じた際の連絡通報、

協議、周知、機材の準備、現地への標示等については、速やかに対応し、事故、混乱等が未

然に防止できる体制を確立する。 

 

 (3) 交通管理に関するもの 

  ① 農道の利用形態の特殊性を考慮の上、交通規制については、都道府県公安委員会と協議調

整を図る。 

  ② 交通安全施設等の設置については、関係農家等及び都道府県公安委員会との意見調整及び

意志疎通を図る。 

 

 (4) 維持補修に関するもの 

  ① 管理者は、維持管理の目的に則して、農道の機能及び規模に応じて農道の巡視、維持補修

等についての規程を定める。 

  ② 農道の巡視は、路面、路肩、排水工、法面保護工、橋梁、トンネル、交通安全施設、交通

管理施設等を対象に定期的に行う必要がある。 

  ③ 維持補修は、農道の機能及び舗装工種に応じて適切な工法により適切な時期に行うものと

する。 

  ④ 維持修繕の詳細については「道路維持修繕要綱」「舗装の構造に関する技術基準・同解説」

（（公社）日本道路協会）を参考とする。 
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 22 農道の維持管理  

 (5) 保全管理に関するもの 

農道の保全管理は、日常管理、定期点検、農道保全対策計画（個別施設計画）の策定を図るも

のであり、管理者は、管理の役割分担について、関係農家等との連携に努める。詳細については、

土地改良事業計画設計基準・設計「農道」を参照する。 
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23 景観に配慮した農道計画の考え方 

(基準書 第 1章 1.3の 5，第 2章 2.3 の 10，第 3章 3.3.4 関連) 

 

(1) 背景 

 農村では人間と自然が共生する二次的な自然を基礎として、農業生産活動、人々の生活、さ

らには、地域の歴史・伝統文化等が調和し、独特の景観を形成している。このため、農道の整

備に当たっても、農道及びこれら農村の特質を十分に踏まえつつ、農村景観の保全・形成を適

切に行うことが必要である。 

 本章では、農道整備における景観に配慮した計画を樹立する場合に、参考となる基本的な事

項を概査、基本構想の策定、精査、計画樹立の段階ごとに示す。 

 

(2) 「農業農村整備事業における景観配慮の手引き」との関連について 

「農業農村整備事業における景観配慮の手引き」（以下「手引き」という。）は①土地改良事

業のみならず、農業農村整備事業全般における景観に配慮した施設等の調査・計画・設計の手

引き、②市町村における「田園環境整備マスタープラン」等を作成する際の手引き、③地方自

治体が総合的な農村景観の保全・形成に向けた取組を行うに当たっての基本的な考え方を整理

するための参考資料として作成されたものである（手引きの「1.2 手引きの目的」参考）。 

農道整備における具体の景観配慮の検討に当たっては、この手引きで景観配慮に関する基本

的知識等を習得した上で、本章の内容を参考とすることとし、双方の適切な運用を図るものと

する。 

 

(3)  農道整備における景観配慮の基本的な留意事項 

  ア 農道整備における景観のとらえ方 

  農道は景観構成要素の一つであると同時に、農村景観をとらえる視点場ともなり得るもので

ある。このことから、農道における景観配慮では以下の 2つの景観のとらえ方に留意すること

が必要である。なお、本章における「地区景観」との表記には外部景観と内部景観が含まれて

いるものとする。 

(ｱ)  外部景観（農道外から眺めた農道を含む景観） 

農道外にいる人が農道を含む景観を眺めたとき、美しいと感じることができる景観配慮

を行うことが必要である。 

(ｲ)  内部景観（農道内から農道の内外を眺めた景観） 

農道の通行者が、農道から見える周辺の景観を美しいと感じることができ、なおかつ農

道内部の構造物（法面、擁壁、橋梁、トンネル、防護柵、緑地帯、防雪柵、道路標識（案内

標識等）等）等を美しいと感じることができる景観配慮を行う必要がある。 

イ 安全性に留意した景観配慮 

農道整備では構造物内外の人命の安全性を確保することが基本的要求性能とされているこ

とから、安全性を十分確保した上で景観に配慮することが必要である。特に、内部景観の検討

では農道周辺のランドマークを考慮した路線配置、並木の設置等について、安全性の向上と併

せて検討することが望ましい。 
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 23 景観に配慮した農道計画の考え方  

ウ 農道の景観的特徴を踏まえた

景観配慮 

農道を景観構成要素の一つ

としてとらえた場合、外部景観

では線的要素として大きく影

響することとなる。また、延長

の長い農道の場合、農道の区間

ごとに様々な周辺景観が現わ

れる。このため、景観配慮を行

う際は路線全体として一貫性

を持たせるとともに、区間ごと

に現れる周辺景観と調和させ

ることが求められる。 

エ  地 形 改 変 に よ る 景 観へ       

の影響の最小化 

農道整備では大規模な地形

改変により切土、盛土が発生し、

それに伴う法面が農村景観を

極度に人工的なものに変えて

しまうこともあることから、農

道整備では地形改変を可能な

範囲で少なくする検討も行う

ことが必要である。 

オ 農道利用者の意向を踏まえ

た景観配慮 

農道は農業交通に加えて一

般交通の利用もあり、幅広い範

囲の住民の利用が予測される

ことから、意向把握は農家を中

心としつつも、幅広い農道利用者

を対象として実施することが必要である。その際、農道利用者は農道の種類（基幹的農道、

ほ場内農道（幹線農道、支線農道、耕作道））によって異なるものであり、また歩行者と自

動車運転者の視点によっても、農道景観に対する評価が異なることから、この点に留意する

ことが望ましい。 

 

 (4) 調査計画における基本事項 

景観に配慮した計画樹立のための一般的な手順は図-23.1のとおりである。以下に同手順に基づ 
いて、概査、基本構想の策定、精査、計画樹立の各段階の基本的考え方を示す。 

ア 概査（手引きの「5.2 基礎調査」参考） 

概査では、文献調査、現地踏査等により地区景観に関する基本的情報を収集・整理する。

 

 

概
丸
○
査

基
本
構
想
の
策
定

精
○
○
査

計
画
樹
立

調査範囲の設定

市町村等の方針及び基本情報等の収集

現地踏査

取りまとめ

景観配慮の
必要性の判断

事業全体の
基本構想

連携

デザインコードの把握

視点場、視対象を踏まえた景観把握

事業による景観への影響の把握

具体的な景観配慮対策の検討

景観配慮方針の策定

景観に配慮した基本構想策定

維持管理方法の決定

事業全体の
計画

連携

計画樹立

地域住民の意向把握

地域住民に対する
概査結果の説明

地域住民に対する
計画の説明

地域住民に対する
基本構想の説明

取りまとめ

地域住民の意向把握

地域住民に対する
精査結果の説明

景観配慮区間の設定

将来の景観の姿の概定

路線配置計画の概定

図-23.1 景観に配慮した計画樹立のための一般的な手順 
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(ｱ) 調査範囲 

調査範囲は計画路線予定地及びその周辺を基本とするが、農道の新設における計画路線

は未確定である場合が多いことから、比較路線を含めて想定される計画路線に関して調査

することが望ましい。 

(ｲ) 調査体制の整備 

景観配慮対策は、農道整備のみならず、地区内で実施される他事業を含めた総合的な対

策として実施することが必要であることから、関係機関とは十分連絡調整することが重要

である。 

また、調査の早い段階に地区内の関係機関によって構成される検討組織を設立すること

が有効であり、必要に応じて景観に関する専門家の意見を求めることが望ましい。 

(ｳ) 関係市町村等の景観配慮に関する方針の把握 

 田園環境整備マスタープランをはじめとする環境に関する各種計画・条例等を収集し、関

係市町村等の景観配慮に関する方針を把握する。この中で、田園環境整備マスタープラン

における環境創造区域等のように、特に景観に配慮すべき区域についても把握する。 

(ｴ) 文献等による景観に関する基本的情報の把握 

文献、地形図等により景観に関する基本的情報を把握する。把握する情報としては地区

の景観に関する情報（自然・地形、土地利用、施設・植栽、社会環境、住民意識）である。

これらは地区景観を構成する重要な景観要素で地域のアイデンティティーにもなっている

ものである。なお、農道整備と関係があると思われる具体の景観構成要素の主な例は表

-23.1のとおりである。 

また、景観構成要素の把握に当たっては、景観構成要素が精査で行うデザインコードの把
握と深く関係していることから、景観に関して地域の生活様式・文化的背景・歴史的な意味も
併せて考慮することが有効である。 

 
表-23.1 農道における景観構成要素の主な例  

 景観要素 景観構成要素 
 自然・地形 山、河川、森、小丘陵、露出した地層、樹木、岩 
 土地利用 農地、宅地、工場用地、農業用施設用地 

 

施設・植栽等 

（農業用施設等） 

橋梁、トンネル、防護柵、防雪柵、擁壁、緑地帯、道路標識、 

農作業（田植え、稲刈り） 

（生活用施設） 

工場･倉庫、住宅、並木、垣根、案内板 

 

 

 

 

（歴史・文化・アイデンティティー

に関する項目） 

（農業関係） 

 伝統農法、棚田、防風林、畦畔木 

（生活関係） 

 散居集落、史跡・遺跡、鎮守の森、屋敷林、祠（ほこら）、神社、 

鳥居 
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(ｵ) 現地踏査 

現地踏査では現地で地区景観の特徴を把握するとともに文献調査等で把握した主要な景

観構成要素について現地で確認する。特に、田園環境整備マスタープランにおいて環境創

造区域が設定されている場合は十分把握することが必要である。 

ａ 外部景観への影響の把握 

主に外部景観について遠景、中景の視点から地形、土地利用、施設を把握し地区景観

の特徴を把握するとともに農道整備後の景観の姿をイメージする。 

特に橋梁等比較的規模が大きな施設を造成する場合は、その施設が周辺の山々の連続

性を分断して景観を損なうおそれがあることから、その造成予定地については留意が必

要である。 

ｂ 景観構成要素の把握 

文献等で把握した山々、樹木等の主な景観構成要素について、計画路線の配置によっ

て影響を受けないか、内部景観として取り込めないか等について把握する。また、文献

に記載のない一本松、祠（ほこら）等であっても、地域にとっては親しまれ重要な景観

構成要素である場合もあることから、この点にも留意する。 

(ｶ) 地域住民の意向把握 

概査における意向把握では、地域住民の景観についての認識の度合いを主に把握し、併

せて文献では把握できない地域住民になじみが深い景観構成要素やその文化的背景等につ

いても把握する。意向把握の方法としては、主に計画路線沿いの集落の代表者等に対する

アンケート、聞き取り調査等により行う。 

この場合、農道は農業交通に加えて一般交通の利用もあることから、農家の意向を踏ま

えつつ一般の通行者にも留意することが必要である。このことから、アンケート等におけ

る集落の代表者等には農家、非農家の両方が含まれることが望ましい。また、農道が通学

路として利用される場合は、アンケート等の対象に学校関係者を含めることも有効な方法

である。 

また、農道整備は計画路線周辺の景観を日常的に享受している地域住民に対する影響が

大きいこと、あるいは、新たな並木等の設置などにより景観に配慮した施設の将来の維持

管理が重要な課題となることから、可能な限り早い段階での地域住民の意向把握に努める

とともに、概査から計画樹立に至るまで連続した関わりを持つことが有効である。 

(ｷ) 取りまとめ 

文献調査、現地踏査等により把握した地区景観に関する基本的情報を地形図、整理表等

で整理する。 

ａ 地区景観に関する情報の整理 

文献調査、意向調査で把握した景観に関する情報を現地踏査等で把握した景観構成要

素とともに地形図で整理する。 

ｂ 農道整備と地区景観との関わり 

比較路線を含めて想定される計画路線周辺に存在する山々、樹木等の主な景観構成要

素のうち、保全すべき景観構成要素及び内部景観に取り込むことが望ましいランドマー

クとなる景観構成要素について選定し、農道全体の目指すべき景観の姿について概定す

る。
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(ｸ) 地域住民に対する概査結果の説明              

概査結果を地域住民に説明し、地域住民の景観への関心を高めつつ事業に対する理解を

得ることが必要である。 

また、計画路線周辺の景観構成要素の中には地域住民には見慣れた道沿いの石垣であっ

ても重要な景観構成要素である場合もあることから、専門家の助言に基づき保全すべき景

観構成要素を地域住民に提示することが望ましい。 

 イ 基本構想の策定（手引きの「6.2 基本構想」参考） 

(ｱ) 基本構想の策定 

概査及び地域住民に対する説明結果を踏まえ、農道整備と地区景観との関わり、地域住

民の意向、専門家の意見等を考慮して、景観に配慮した事業実施の必要性及び妥当性を判

断し、その上で基本構想において、地区が目指す将来の景観の姿、景観配慮の基本的考え

方を示すとともに、景観に配慮した路線配置計画について概定する。特に景観に配慮する

ことが望ましい区間については、景観配慮区間を設定する。基本構想における主な景観配

慮に関する検討項目と考え方については表-23.2に示す。 

 
           表-23.2 景観配慮に関する検討項目と考え方   

  景観配慮 
検討項目 検討に当たっての考え方  

  将来の景観の

姿についての

概定 

 比較路線を含めて想定される計画路線周辺に存在する山々、樹木等の主な景観構成要素に

ついて、地域における景観上の重要度、地域住民の意向等を考慮して、保全すべき景観構成

要素及び内部景観に取り込むことが望ましいランドマークとなる景観構成要素について選定

し、農道全体で目指す将来の景観の姿について概定する。 

 

  景観に配慮し

た路線配置計

画の概定 

 路線配置計画の概定に当たっては、流通の合理化等農道事業本来の目的を踏まえつつ検討

する。検討に当たっては以下に留意する。 
1 地形改変の最小化 
 地形改変が行われる可能性のある区間については、可能な限り地形改変を少なくすること

が必要である。このことから、地形改変を最小化するための路線配置の検討を行う。 
2 保全すべき景観構成要素への影響の最小化 
 計画路線の配置の検討において保全すべき景観構成要素が存在する場合は、可能な限り影

響の少なくなる路線を選定することが望ましい。 
3 ランドマークとなる景観構成要素の内部景観への取り込み 
 計画路線の周辺にランドマークとなる山々や樹木のような景観構成要素がある場合、それ

らを観賞できる路線配置を検討することが望ましい。ただし、これらの検討は農道本来の目

的を踏まえること並びに地域住民の意向を踏まえることが前提である。 

 

  景観配慮区間

の設定等 
 
 
 

 田園環境整備マスタープランにおける環境創造区域の設定有無も踏まえつつ、地区景観上

の重要度から景観配慮区間を設定する。なお、効率的な調査を行う観点からも、景観配慮区

間の設定は重要である。 
 また、路線延長が長い場合は、区間ごとに様々な景観が農道周辺に表れることが想定され

ることから、周辺の景観の特徴に応じて区間分けを行った上で、それぞれの区間の特徴をい

かした景観配慮とすることが望ましい。 

 

 

 

(ｲ) 地域住民に対する基本構想の説明 

基本構想の段階においても、作成された基本構想（案）を地域住民に説明するとともに、

地域住民の意向を踏まえた上で基本構想を策定することが必要である。 

特に、路線配置計画により景観上の影響を受ける計画路線周辺の地域住民に対しては十

分説明することが必要である。 
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  ウ 精査（手引きの「5.3 詳細調査」参考） 

精査では基本構想に基づいた計画樹立のため、景観配慮区間を中心に基礎データを収集す

るとともに、特に事業による景観への影響と事業に反映すべきデザインコードを把握・整理

する。 

(ｱ) 視点場、視対象を踏まえた景観把握 

事業による景観への影響を把握するため、視点場、視対象を踏まえた現地踏査を行い、

主要な景観を把握する。 

なお、現地踏査の実施時期は、一般的に地区景観がもっとも引き立つ時期とするが、可

能な限り四季を通じて検討することが望ましい。 

ａ 外部景観における検討 

外部景観における検討では計画路線全体を視対象とした景観を把握することから、視

点場の設定に当たっては、不特定かつ多数の者が利用している計画路線全体と周辺景観

との関係を見渡せる視点場（展望所、橋の上、山腹の駐車帯等）について検討を行う。

特に、中山間地における農道の新設では、地形改変により切土、盛土が発生し外部景観

に対して大きく影響することが想定される。このため、地形改変等により景観への影響

の大きい路線の区間を視対象とし、その区間を見渡せる近辺の集落や道路等を視点場と

して外部景観を把握する。その際、路線全体の外部景観をとらえる遠景の検討を行った

後に特定の区間の外部景観をとらえる中景、近景の検討へと進めることにより、外部景

観における景観への影響についてイメージを持つ。ただし、遠景は近景の延長線上にあ

り、近景の影響は遠景に及ぶこととなることから、近景の検討においても遠景、中景を

意識することが重要である。 

ｂ 内部景観における検討 

視点場は景観配慮区間を中心に検討する。まず、計画路線予定地を現地踏査すること

によりランドマークとなる景観構成要素を特定し、その景観構成要素を視対象として遠

景から中景、近景へと検討することにより計画路線全体の内部景観をイメージしつつ

個々の景観をイメージする。その際、内部景観は進行方向によって異なることから、両

方向から検討することが必要である。 

ランドマークとなる景観構成要素の特定では、文献等により把握したものを中心とし

つつ、文献に記載のない小丘陵、森、並木、石垣、岩等についても①工事により直接的

な影響を受けるのか、②橋梁、防護柵等の施設の造成により視覚的に影響するのか、に

ついて把握することが望ましい。また、これらの検討と併せて景観構成要素を内部景観

として取り込めないかについても把握する。  

また計画路線予定地から見える内部景観に影響を与える阻害要因（野積みされた廃

車・ゴミ、景観に配慮されていない人工物（電線、電柱、工場、倉庫等）等）について

も把握する。 

(ｲ) 景観形成のためのデザインコードの把握（手引きの「3.2.4 景観特性の捉え方」及び「5.3.2 

景観特性の把握」参考） 

地区ごとに地区独特の景観が存在していることから、農道整備においても地区固有のデ

ザインコードを整備施設に反映させ、地域の個性をいかした景観配慮とすることが重要で

ある。具体的な検討の考え方については土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備（水
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田）」の技術書「27 景観に配慮したほ場整備計画の考え方」の 27.4.3 の(2) の「景観形

成のためのデザインコードの把握」を参考とする。 

(ｳ) 事業による景観への影響の把握（手引きの「6.3.2 景観への影響の検討」参考） 

計画樹立に先立ち、基本構想、視点場、視対象の検討結果を踏まえ、事業による地区景

観への影響を把握することが必要である。景観への影響を把握する手法としては景観シミ

ュレーションを導入することが有効である。 

以下に、農道整備の場合の景観への影響把握を検討するに当たっての主要な検討事項を

記載する。 

ａ 農道整備に伴い発生する切土、盛土の影響 

 整備に伴い切土、盛土が発生する場合、景観に影響する可能性があることから、その

対策が必要となる。このため、切土、盛土による景観への影響、切土、盛土を緑化した

場合の影響、切土、盛土を回避した工法を採用した場合の影響等について検討する。 

以上について外部景観、内部景観のそれぞれの視点について検討する。 

ｂ 農道整備により造成する施設の周辺景観に対する影響 

橋梁等比較的規模が大きな施設を造成する場合は、橋梁の構造物の一部が周辺の山々

の連続性を分断して景観を阻害しないか、又はその施設のデザインは適切か等について

検討する。 

また、防護柵、照明施設、その他の施設が周辺の景観に影響しないか、又はその施設

のデザインは適切か等について検討する。その際、それらの施設と周辺の景観の色彩と

の関係を十分検討する。 

以上について外部景観、内部景観のそれぞれの視点について検討する。 

ｃ 景観構成要素の内部景観への取り込み 

 農道周辺の山々、樹木等のランドマークとなる景観構成要素が路線配置計画時に意図

したとおり、内部景観に取り込まれているかについて検討する。 

ｄ 農道通行者に不快感を与え、景観に影響を与える阻害要因 

  景観に影響を与える阻害要因（野積みされた廃車・ゴミ、景観に配慮されていない人

工物（電線、電柱、工場、倉庫等）等）、法面などが農道周辺にあり、農道通行者に不快

感を与えないかについて検討する。その際、植栽等により修景した場合の影響などにつ

いて検討する。これらについては主として内部景観の視点について検討する。 

(ｴ) 地域住民の意向の把握 

精査における意向把握では、特に景観に影響する橋梁、防護柵等の施設のデザイン、切

土、盛土が発生する場合の対策工法、並木等の植栽などによる新たな景観創造に対する地

域住民の意向、評価等について把握する。 

意向把握の方法としては主に計画路線沿いの集落の地域住民に対するワークショップ、

聞き取り調査等が有効である。               

(ｵ) 地域住民に対する精査結果の説明 

精査の結果についても、地域住民に対して説明し理解を得ることが必要である。 

精査では地区景観の特徴、事業による景観への影響等について説明する。その際、現地

踏査で把握した景観の写真や景観シミュレーション結果を活用することが有効である。
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また、新たに並木等を設置し地域住民が維持管理する場合、又はその並木等が周辺の宅地の

日照に影響する場合、それらと関係の深い地域住民に対して十分な説明を行うことが重要で

ある。 

エ 計画樹立（手引きの「6.3 景観配慮計画」参考） 

計画樹立では、基本構想、精査結果を踏まえ景観に配慮した計画を樹立する。 

(ｱ) 景観配慮方針の策定 

基本構想において設定した景観配慮区間において景観配慮方針を策定する。 

(ｲ) 具体的な景観配慮対策の検討 

具体的な景観配慮対策の検討に当たっては、農業交通の合理化等といった事業本来の目的、

安全性、経済性に留意した上で、景観配慮の基本原則（除去・遮蔽、修景・美化、保全、創

造）（手引きの「3.3.1 景観配慮の基本原則」参考）、景観上の役割（整備対象の主役、脇役、

地の検討）、調和の方向（融合調和、対比調和）（手引き「3.3.2 景観調和の方針」参考）、

景観設計要素（手引きの「3.3.3 景観設計の要素」参考）を踏まえつつ景観配慮を行う。

表-23.3に参考になる検討の視点を示す。なお、全ての対策は農道整備事業で対応できるも

のではなく、そのようなものについては、関係市町村等と調整を行い、他の事業の活用につ

いての検討も併せて行うことが有効である。 

なお、農道整備により造成される擁壁、防護柵、橋梁、緑地帯等は新たな景観構成要素

となるものであり、景観上の役割としては主役とすべきか脇役とすべきか、調和の方向は

融合調和とすべきか対比調和とすべきか、景観設計要素の選定は妥当か等について検討す

ることが望ましい。 

 
表-23.3 景観配慮対策の検討に当たっての主な視点                  

  景観配慮の基本原則 景観配慮の対象 景観配慮対策の検討に当たっての視点  

  「除去・遮蔽」 
景観の質を低下させ

る要素を取り除くこ

と 

路線全体  農道の内部景観に影響を与える阻害要因（農道沿線に野積みされた廃

車・ゴミ等）のうち、撤去可能なものは、所有者と調整を行い撤去する

ことが望ましい。 

 

  「修景・美化」 
景観阻害のインパク

トを軽減したり美化

要素を付加したりし

て景観レベルを上げ

ること 

 路線全体 
 
 
 
 

 農道の内部景観に影響を与える阻害要因のうち、撤去が不可能なもの

（景観に配慮されていない人工物（電線、電柱、工場、倉庫等）等）に

ついては、それらの区間について並木等の植栽をするなどして景観への

影響を緩和することが望ましい。また、農道の設置に伴い電柱・電線を

設置する場合、左右のどちらの側に設置するかによって景観への影響が

異なることから留意する必要がある。 
 ただし、植栽により修景を行う場合、農道通行者の視界を狭めないよ

う配慮することが必要である（「24 景観に配慮した農道整備計画事例

」の(1)の「ア 農道沿線の並木による修景の事例」参考）。 
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景観配慮の基本原則 景観配慮の対象 景観配慮対策の検討に当たっての視点  

 「修景・美化」 
景観阻害のインパク

トを軽減したり美化

要素を付加したりし

て景観レベルを上げ

ること 

法面 1 法面における景観配慮 
 農道整備による地形改変によって生じる法面は安全性、経済性等を考

慮しつつ法面の発生する範囲を極力抑制するような工法、線形を検討す

ることが望ましい。 
 やむを得ず、生じる法面については緑化、ラウンディング等の手法に

より周辺景観と調和する工法を検討する。 
2 擁壁の緑化、表面処理 
 擁壁を設置する場合は、道路構造物から受ける圧迫感や周囲の景観と

の違和感を避けるため、植栽等により緑化することが望ましいが、緑化

が不可能な場合は表面処理、調和する石材等の活用などにより周囲の景

観と調和させることが重要である。なお調和する素材の活用事例につい

ては「24 景観に配慮した農道整備計画事例」の(1)の「イ 擁壁に地

元産の素材を活用した事例」を参考とする。 
(1) 緑化 
  擁壁の周辺に緑化を行うことが可能な用地を確保できる場合は、つ

る性植物による手法、前面植栽等により緑化することが望ましい。 
(2) 表面処理 
  緑化できない擁壁については周辺景観との調和に留意しつつ化粧

型枠を用いて擬石処理するなどの表面処理を行うことが望ましい。 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

防護柵 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 防護柵は、内部景観では通行者の景観観賞の妨げとなり、外部景観で

は景観に配慮されていない防護柵が景観に影響を与える阻害要因とな

ることから、防護柵を設置する場合は、安全性に十分留意しつつ、周辺

景観への影響を緩和する配慮が必要である。検討に当たっては以下に留

意する。 
1 外部景観 
 防護柵が外部景観に影響する場合は、特に裏面の形状や色彩を周辺景

観と調和させることが望ましい。 
2 内部景観 
 通行者の景観観賞の妨げとならないような構造について検討するこ

とが望ましい。 
 歴史的風土保存区域等景観保全上重要な区間についてはガードレー

ルに代えてガードケーブルを設置する等景観への妨げの少ない防護柵

が望ましい（「24 景観に配慮した農道整備計画事例」の(1)の「ウ 防

護柵の景観配慮の事例」参考）。 
 色彩についても周囲の色調と調和したものが望ましい。 

 

   橋梁  橋梁は、景観への影響が大きいことから景観に十分配慮することが必

要である。また、景観配慮により事業費が著しく増加しないよう十分検

討することが必要である。 
1 外部景観 
 橋梁は外部景観では新たな景観構成要素を提供することから、十分そ

のデザインについて検討する必要がある。 
 また、比較的規模が大きい橋梁が周辺の景観に影響する場合もあるこ

とから、橋梁の形式の選択については周辺の景観の状況を十分検討する

必要がある。 
2 内部景観 
 親柱、高欄、照明施設等の橋梁の構造物は、内部景観に影響すること

から十分周辺の景観と調和するよう配慮することが望ましい。 

 

 その他の施設  上記以外のその他の施設についても地区景観に影響する場合は良好

な景観となるよう形状、色彩等を検討することが望ましい。 
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 23 景観に配慮した農道計画の考え方  

  
景観配慮の基本原則 景観配慮の対象 景観配慮対策の検討に当たっての視点  

  「保全」 
調和のとれた状態を

保全し管理すること 

路線全体 

（農道周辺の景

観構成要素の保

全） 

  計画路線周辺に景観上好ましい小丘陵、森、並木、石垣、岩等の景観

構成要素が存在する場合は、関係者の同意のもとで、保全することが望

ましい（「24 景観に配慮した農道整備計画事例」の(1)の「エ 景観構

成要素を保全した農道整備の事例」参考）。 

 また、保全対象の景観構成要素を内部景観に取り込むことにより安全

性向上にも寄与する場合があることにも留意する（「24 景観に配慮し

た農道整備計画事例」の(1)のエの「（ア）交通安全性向上にも寄与する

景観構成要素の保全」参考）。 

 

  「創造」 
新しい要素を付加す

ることで新たな空間

調和を創り出すこと 

 緑地帯 
 
 

  沿線に緑地帯として並木を植栽するなど農道整備によって新たな景

観を創造する場合は、景観配慮上の必要性、地域住民の意向等を十分考

慮して実施することが望ましい。その際、隣接宅地への影響を十分検討

する。 
 また、新たな緑地帯の設置では、樹木を一定間隔で植樹することによ

り、道路上の視認性を上げ、安全性の向上を図ることができる（「24 景

観に配慮した農道整備計画事例」の(1)のオの「（イ）視線誘導樹を兼ね

た並木の整備による景観創造」参考）。 

 

駐車帯 農道からの景観が特によい場所については、必要に応じて駐車帯の検

討を行うことが望ましい。 
 

 

 

(ｳ) 維持管理 

並木や法面緑化等の植栽などの景観に配慮した施設により新たに維持管理を生じる場合

は、その施設、維持管理内容・手法、維持管理体制、費用負担の方法について検討する。 

地域住民が維持管理する施設については、具体的な維持管理協定の制定、維持管理組織

の設立について検討することが望ましい。 

(ｴ) 地域住民に対する計画の説明 

地域住民の意向を踏まえた計画とするため、計画（案）作成時に地域住民に説明し、そ

の意向を踏まえた上で計画を樹立することが必要である。 

計画樹立では橋梁、防護柵等の施設のデザイン、計画路線周辺の景観構成要素の保全、

その他景観配慮のあり方について具体的に説明するとともに、景観配慮によって生じる影

響について説明することが必要である。特に新たに並木等を設置するなどして地域住民が

維持管理する場合は、十分説明することが必要である。 

 
参考文献 
1） （社）農村環境整備センター：農道環境整備マニュアル（1995 年） 
2） （社）農村環境整備センター：やさしさあふれる道づくり 農道景観整備事例集（1992 年） 
3） （社）農村環境整備センター：やさしさあふれる道づくり 農道景観整備事例集Ⅱ（1992 年） 
4） 篠原修（（社）土木学会編）：新体系土木工学 59 土木景観計画，技報堂出版（株）(1982 年） 
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24 景観に配慮した農道整備計画事例 

（基準書 第 1章 1.3の 5，第 2章 2.3の 10，第 3章 3.3.4関連） 

 

景観配慮対策の参考とするため、代表的な景観配慮対策事例を示す 

(1) 景観配慮対策事例 

ア 農道沿線の並木による修景の事例 

(ｱ) 景観配慮の状況 

a 景観配慮の必要性 

本農道の周辺には田園が広がり、遠くに名山を眺望できるなど景観に恵まれた地域であ

ることから、農道整備に当たっては景観的美しさへの配慮が必要であった。 

b 景観配慮施設の検討 

計画路線の一部に集落を通過する区間があり、農道周辺の宅地やグラウンドが周辺の景

観を遮るなどして内部景観を阻害していた。このため、農道沿線に並木を植栽することに

より修景することとした。 

c 並木の検討 

並木による修景の効果を高めるため、高木、中木、低木を組み合わせた立体的な植栽に

より実施することとした。              

d 景観配慮の状況 

整備直後高木、中木、低木を組み合

わせた並木により農道周辺の宅地等

はみごとに修景されていた。しかし、

その後並木が緑の壁のような状態と

なり歩道部分やカーブ部分の見通し

が悪いとの問題が発生したことから、

中木については撤去され現在では高

木、低木を組み合わせた並木となって

いる(写真-24.1)。高木、低木による

並木では、並木の枝の隙間から宅地等

が見えるが、景観阻害の影響は緩和さ

れ修景の効果が認められる。 

  (ｲ) 留意事項 

並木による内部景観の修景では並木によって見通しを悪くすることとなることから、整備

後の視界の状況については十分検討することが必要である。 

また、並木設置により生じる沿線の住民への影響（虫・鳥害の発生の可能性、日陰、落葉）

について関係地域住民の同意を得ることが必要である。 

さらに、維持管理上の留意事項として並木の枝が道路標識を遮蔽したり道路部分に張り出

したりすることがないよう適正な維持管理が必要である。 

  (ｳ) 維持管理 

並木の維持管理は市が農道の見通し確保、樹木の枯死防止のため、防除を年 2回、刈り込 

   写真-24.1 高木、低木を組み合わせた 

並木の設置状況 
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 24 景観に配慮した農道整備計画事例  

写真-24.4 ガードケーブル設置状況 
（外部景観への影響） 

写真-24.3 ガードケーブル設置状況 
（内部景観への影響） 

み、施肥、かん水を年 1回行っている。 

  イ 擁壁に地元産の素材を活用した事例 

   (ｱ) 景観配慮の状況 

本地区では農道整備により生じた法

面を地元産の原石を加工した石材を用い

た擁壁により整備している。この擁壁に

は自然石の光沢があり、通常のコンクリ

ートブロックのような冷たい感じが少な

いことを示している(写真-24.2)。 

  (ｲ) 留意事項 

本地区では現地が離島であることか  

ら、地元産の素材を用いることにより輸

送経費を節減できる利点がある。経済性の検討においては地元産を利用することによる利点

についても考慮することが望ましい。 

 ウ 防護柵の景観配慮の事例 

    (ｱ) 景観配慮の状況 

  本地区では交通安全上の理由から防護  

柵としてガードレールを設置することとし

ていた。しかし、ガードレール設置区間の

一部が歴史的風土保存地区に指定されてい

るとともに文化遺産が周辺に点在していた

ことから、通常のガードレールの設置では

内部景観からは農道からの景観が阻害され、

また、外部景観においても白色のガードレ

ールが目立って景観を損ねることが懸念さ

れたことから、景観保全担当部局と協議検

討し、歴史的な景観への配慮が求められる

区間については、防護柵を低視認性に優れ

たガードケーブルに変更することにより景

観に配慮した。防護柵にガードケーブルを

採用したことにより、内部景観（写真-24.3）、

外部景観(写真-24.4)ともに防護柵による

周辺景観への影響が小さくなっていること

が分かる。 

    (ｲ) 留意事項 

  農道を景観配慮する必要性が高い地域で  

整備する場合、低視認性に優れたガードケ

ーブルを防護柵として設置することは有効

な方法である。しかし、ガードケーブルは単価が通常のガードレールと比較して割高となる

   写真-24.2 地元産の石材を利用した擁壁    
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ことから、経済的に不利となることに留意することが必要である。 

エ 景観構成要素を保全した農道整備の事例

  (ｱ) 景観配慮の状況 

本地区では、独特の景観を形成しているはさ木並木を撤去した場合、はさ架け風景がしの

ばれる歴史的な景観が失われることから、はさ木並木を保全した農道整備を行っている。 

はさ木とは稲の乾燥に利用する木のことで、本地区では過去に行ったほ場整備の際、農家

が協力して１本の既存農道の並木として移植を行った。その後乾燥の機械化によりはさ木は

利用されなくなったが、農家の協力により保全され、独特の景観を形成するとともに貴重な

文化的遺産となっていた。このことから、農道整備では、はさ木並木を現況のまま保全する

ため、はさ木を移動することなく、現況の砂利舗装をアスファルト舗装にして整備した。 

はさ木並木の保全により昔のはさ架け風景がしのばれる独特の景観となっている。また、

並木の樹冠は新たなスカイラインとなり、並木によって新たな景観を創造することができる

ことを示している（写真-24.5）。 

 (ｲ) 留意事項 

  本地区でははさ木を現状のまま保全するため、アスファルト舗装の範囲と水路（Ｕ字溝）

の位置を決定しており（写真-24.6）、並木の保全では植物の生存のためのスペースを確保し

た上で舗装整備等により流通効率を上げるなどの効果の最大化に留意することが必要であ

る。 

   (ｳ) 維持管理 

  はさ木並木は現在、市の有形民族文化財に指定されていることから、市が、補植（年間約

20本）、剪定（年１回）、草刈り・害虫防除等の維持管理を行っている。 

 

 

 

 

 

 

写真-24.5  スカイラインが独特の景観を形成して
いるはさ木並木 

写真-24.6 舗装部と水路に挟まれたはさ木並木の 
状況 
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オ 交通の安全性向上にも寄与する景観配慮事例 

   (ｱ) 交通安全向上にも寄与する景観構成要素の保全 

     本地区には農

道の交差点に景観

構成要素となる大

樹があり、昔から

交差点の目印とな

っていた。このこ

とから、農道整備

においても大樹を

保全するとともに、

周囲に中低木を植栽し、交差点における目

印として活用することにより交通安全の向

上にも寄与する景観配慮とした（写真-24.7）。この大樹は、通行者に遠方から交差点の位置

を知らせる良好なランドマークとしての役割も果たしており、景観配慮とともに交通安全に

も寄与していることが示されている。 

(ｲ) 視線誘導樹を兼ねた並木の整備による景観創造 

本農道は地域住民の散策道としても 

利用されていることから、地域住民の

憩いの場の提供と周辺環境との調和を

図るため並木を植栽することとなった。

その際、樹形の特徴がはっきりした木

を等間隔に植栽することにより、並木

に視線誘導樹としての機能も持たせる

こととした(写真-24.8）。整備後の並木

は農道の交通の安全性向上に寄与する

とともに周辺の歴史的な景観とも調和

していることが示されている。 

 

 

 

 

 

 

図-24.1 大樹を保全
した交差点
の平面図 

写真-24.8 視線誘導樹を兼ねた並木 

写真-24.7 大樹を保全して整備した交差点 

ほ場 ほ場

ほ場

山

撮影地点

大樹



 
 

お問合せ先 

 

この計画基準の記載内容につきまして御質問等がございましたら、最寄の農政局等へ御連絡ください。 
 
■農林水産省 
東北農政局農村振興部設計課 
TEL：022-211-6277（直通） FAX：022-216-4287 

〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 3-3-1 

 
関東農政局農村振興部設計課 
TEL：048-740-0489（直通） FAX：048-600-0624 

〒330-9722 埼玉県さいたま市中央区新都心 2-1 

 

北陸農政局農村振興部設計課 
TEL：076-232-4722（直通） FAX：076-234-8051 

〒920-8566 石川県金沢市広坂 2-2-60 
 
東海農政局農村振興部設計課 
TEL：052-223-4634（直通） FAX：052-219-2667 

〒460-8516 愛知県名古屋市中区三の丸 1-2-2 
 
近畿農政局農村振興部設計課 
TEL：075-414-9513（直通） FAX：075-417-2090 

〒602-8054 京都府京都市上京区西洞院通下長者町下ル丁子風呂町 
 
中国四国農政局農村振興部設計課 
TEL：086-224-9419（直通） FAX：086-234-7445 

〒700-8532 岡山県岡山市北区下石井 1-4-1 
 
九州農政局農村振興部設計課 
TEL：096-300-6446（直通） FAX：096-211-9844 

〒860-8527 熊本県熊本市西区春日 2-10-1 
 
■北海道開発局 
 農業水産部農業振興課 

TEL：011-700-6768（直通） FAX：011-709-2145 
〒060-8511 北海道札幌市北区北 8条西 2丁目 

 
■沖縄総合事務局 

農林水産部農村振興課 

TEL：098-866-1652（直通） FAX：098-860-1194 

〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち 2-1-1 
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